
’脚「「一　’」一）」4ノ」」　噌ノJ　目し》Hノ」1」 闇）》「〕　”H旧－’Tu’JV」fイノVr雪岬「♪r「”側切～

灘灘翻璽翻醒癬遡堕困難麗躍醗灘醗欝グ 翻No．540鵬

水先制度抜本改革 新制度の具現向けてステップアップ
一水先制度のあり方に関する懇談会報告等について

へ臨一

ン

ビ

…

亭

尊

　一』臨＿崩

　　　　　孝
　　　　　　「
＿＿諾蕊ゆ



せんきょう

　自　・1　　蕪馨繋

日本船主協会第58回通常総会

1

［琴糸畿藻難羅i．

嬰　一島語、

1．電子海図情報表示装置の搭載義務化は見送られる
　一IMO第51回航行安全小委員会（NAV51）の模様一

7、す　一　コ

1．水先制度抜本改革新制度の具現向けてステップアップ
　一水先制度のあり方に関する懇談会報告等について一

2．日本主点の配乗要件および日本人海技者の確保・

　育成について全日海との基本合意に至る
　一船員・船籍問題労使協議会について一

7
7
9

重一　一　璽難

国際海事機関IMO

24

．　瀞　周面i 26

海運日誌（6月）30
船協だより　　　31

海運統計
編集雑感 2

6
3
3

・民社／荷主業界が定航海運を巡る諸問題について意見交換
・「海運統計要覧2005」の発行について

・不正薬物の押収量は依然増加傾向

8
8
9

2
2
2



　当協会は、平成17年6月15日、海

運クラブ国際会議場で第58回通常総

会を開催した。

　新会長に鈴木邦雄・商船三井会長

を選任するとともに、第58回通常総

会決議案を全会一致で採択した。

　今総会で採択された第58回通常総

会決議は、以下の通り5つの項目か

ら構成され、「わが国海運の競争力強

化」、「経済・社会の変化に即した構

造改革の実現」、「安全運航の徹底お

よび環境保全の推進」、「国際問題へ

の適切な対応」、「わが国商船隊に乗 △第58回通常総会の模様

り組む船員の安定確保策、労務問題等への適切な

取り組み」を提言している。

　平成17・18年度役員の選任については、以下の

名簿の通り、会長・副会長および理事・監事が選

任された。任期は、2年後の通常総会の日までで

ある。　　　　　　　　　（総務部：高橋（裕））

第58回通常総会決議

　わが国海運は、エネルギー資源や日本国民の生

活に必要不可欠な物資等を安定的に輸送し、長年

にわたりわが国産業・経済の発展と世界貿易を支

えるインフラストラクチャーとしての責任を果た

してきた。、

　外航海運は、現在は好調なマーケットの恩恵を

受け総じて好業績であるが、燃料油価格の高騰、

造船船価の上昇などコスト要因への強い懸念もあ

る。さらにわが国外航海運企業とトン数標準税制

等の措置が講じられている諸外国海運企業との競

争条件の格差は、依然として解消しておらず、特

に好業績下においてはこの差が大きくなるため、

わが国においてもトン数標準税制等の早期確立が

必要である。

　船舶の安全運航については不変の最重要課題で

あると認識し徹底するとともに、サブスタンダー

ド船排除のための活動も継続して行っていく。環

境保全対策については、CSR（企業の社会的責任）

の観点も踏まえつつ一層積極的に取り組む。また、

IMO等において審議されている船舶の国際規則・

基準が適切なものとなるよう、わが国政府を通じ

積極的に対応する。

ぜんきようμ砂2005鐡1



▲矢部海事局長による来賓挨拶

　船舶へのテロや海賊等に対する安全確保対策に

ついては、実効ある対応をわが国当局に働きかけ

るとともに、アジア船主フォーラム等の場を通じ

て関係各国に働きかける。

　内航海運は、市況の長期的低迷や燃料油価格の

高騰等のコスト要因が顕在化している状況下、運

賃・用船料の適正化に係る環境整備に努め、内航

海運暫定措置事業を着実に実施していく中で、経

営基盤強化、構造改善を推進している。これらを

円滑に推進するとともに、今後も国内物流の大動

脈として、またモーダルシフトの担い手としての

役割を果たしていくための環境整備を強く求めて

いく。

　われわれ海運業界は、その目指す課題の実現を

図るため幅広い広報に努めつつ、関係者の理解を

得ながら下記項目の実現をもってわが国海運の発

展を期するものである。

記

1　わが国海運の競争力撃化

　・トン数標準税制、魅力ある船籍制度等の外航海運政策の早期確立による国際競争力強化

　・必要な政策金融の確保

2　経済・社会の変化に即した構造改革の実現

　・水先制度の抜本的な改革の実現

　・企業の活動を阻害する規制の撤廃・緩和

3　安全運航の徹底および環境保全の推進

　・サブスタンダード船排除のための実効ある施策の確立

　・環境負荷の小さい内航船舶へのモー．ダルシフトの一層の促進

4　国際問題への適切な対応

　・テロ・海賊問題など船舶の安全対策強化への取り組み

　・外航船社祭協定に対する独禁法適用除外制度の維持

　・カボタージュ制度の堅持

5　わが国商船隊に乗り組む船員の安定確保策、労務問題等への適切な取り組み

　。ILO海事統合条約への適切な対応

　・船員に係る諸制度の改善および国際船員問題等への適切な取り組み

　・日本籍船の配乗要件撤廃

　以上決議する。

平成17・18年度役員名簿（平成17年6月15日）
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　この度、皆様のこ推挙により、会長職を務める

ことになりました鈴木でございます。何分非力の

身ではございますが、皆様のお力添えを賜り、こ

の大任を果たして行きたいと存じます。ご支援、

ご協力のほど、何卒よろしくお願い申し上げます。

　草刈前会長におかれましては、海運構造改革と

いう大きなテーマに積極的に取り組まれ、トン数

標準税制をはじめとする海運税制改正、第二船籍

制度の導入、水先制度などの港湾構造改革、外国

人船員問題、内航海運活性化といった海運界の重 ▲鈴木新会長

透期轟
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要課題の解決に向けてリーダーシップを発揮され、

大きな成果を達成されました。なかんずく、水先

問題に於いては、水先料金の特別会費による補助

金を辞退し、自ら退路を断って改革に臨まれ、補

助金に依存しない協会運営体制を確立されました。

この2年間のご苦労、ご尽力、ご功績、そして強

力なリーダーシップに対しまして、深甚なる感謝

の意と敬意を表したいと存じます。草刈改革に於

いて、残念ながらこの2年間で完結しなかった部

分については、基本的に私が継承し、私の任期内

に達成すべく努力する所存です。

　さて、現在、海運業界は、活況を呈する荷動き、‘

好調な市況を背景に、過去に経験したことのない

好業績を享受しています。これは、中国による資

源輸入の拡大、中国から欧米、とりわけ米国への

製品輸出の増大に拠るところが非常に大きく、今

後も2008年の北京五輪、2010年の上海万博を控えて、

中国経済の成長が続き、海運市況はその下支えに、

よって好況が続くと予想されています。一方で、

世界経済を支える米国の双子の赤字の問題、原油

などの原料・素材価格の高騰といった不安材料が

存在するのも事実であり、また、歴史は繰り返す

という教訓も念頭に置くと、先行きを楽観視する

ばかりではいけないと考えます。

国際競争力の強化と国内の構造改革

（税制改正や水先問題等）

　このような状況に於いて、海運業界として、ま

ず取り組まなければならないことは、国際的には

税制などの制度間格差の是正による国際競争上の

イコールフッティングの実現であり、国内に於い

ては、水先制度など、高コストの制度の構造改革

であります。例えば、前者については、トン数標

準税制の導入が喫緊の課題でありますが、同税制

が導入されている国の船佐が支払う法人税は我々

の何十分過一であり、現在の好業績が続けば、内

部留保の差が拡大し、国際競争力上、日本の海運

業界が劣位に立たされることが大変懸念されます。

また、後者の問題については、海運業界を取り巻

く環境が相当のスピードをもって変化していく中

で、旧態依然の制度や体制が未だ残っており、高

コストの是正のみならず、必要な制度そのものの

維持のための改善は避けて通ることはできません。

例えば、水先問題で言えば、料金の是正だけでな

く、後継者の育成など、制度そのものが抱える構

造的な問題の改善も必要です。海事関係の公益事

業についても同様のことが言えます。既に役割を

終えたものや、環境の変化等で時代にそぐわなく

なったものは、事業を縮小したり、場合によって

は廃止することも必要と考えます。

船籍・船員問題

　船籍開題については、競争力があり、船主にと

って魅力ある我が国船籍制度の実現を目指して、

引続き活動していく所存です。全日本海員組合と

の間で立ち上げた「船員・船籍問題に関する協議

会」に於いて、船・機長配乗要件の撤廃、日本人

船員（海技者）の確保・育成について基本合意が

成立しました。今後は、その合意内容に基づく取

組みに着手することが、まず実行しなければなら

ないことと考えます。特に日本人船員（海技者）

の確保・育成については、海事産業に於ける将来

的な日本人船員（海技者）の不足が予想される中、

手遅れになることのないよう船協として何をすべ

きなのか、もう一度原点に立ち帰って検討する必

要があるのではないかと思います。

　外国人船員については、船主団体に加え、個別

船社も加盟できるアジアを中心とした新しい交渉

団体であるIntern雄onal　Seafarers　Employers

Group（ISEG）が4月に設立されましたが、その

主要メンバーである国際船員労務協会との協力体

制を一層強化し、最終的には船員供給国組合との

直接交渉というゴールを目指して積極的な活動を

行っていく所存です。

内航海運

　内航海運関係では、規制緩和を始めとする、経

営基盤強化、構造改善のための諸施策にこれまで

同様、鋭意取り組んでいきます。また、国内物流

という大動脈の基幹輸送モードとして、環境に優
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しい内航海運への「モーダルシフトの推進」にも

引続き力を傾注していく所存です。

安全運航と環境保全

　海運業がライフラインの役割を果たしていく上

で、安全運航はその基本となるものです。安全運

航の徹底に向けて、サブスタンダード船の排除の

ための活動も継続していくとともに、船舶の国際

規則や基準が適切なものとなるよう国とも協力し

て国際会議の場で積極的な役割を果たしていく所

存です。また、海洋環境保全や地球環境保護につ

いては、海難事故や油濁による海洋汚染を防止す

るために安全運航の徹底を第一義として取り組み、

環境保全のための諸課題にも積極的に対応すべく、

国内だけではなく、IMOなどの国際会議等の舞台

でも当協会の意見を反映させていく所存です。

　船舶に対するテロや海賊行為など、船舶の安全

航行に脅威を与える国際的な問題については、実

効ある対策の整備に向けて、わが国関係当局に積

極的な対応を働きかけるとともに、アジア船主フ

ォーラム等の国際的な場を通じて、関係各国への

働きかけも行っていきます。

広報の強化

　政策要望や税制改正要望等を行う上で、国民が

理解を示して我々をサポートしてくれることは極

めて重要なことです。そのためには、少しでも多

くの国民に海運業をもっと身近に感じてもらうと

同時に、国民経済に対して海運が果たす役割に対

して関心を持ってもらわなければなりません。残

念ながら、海運業は、業界の性格上、一般国民に

対する知名度は低いと言わざるを得ません。少し

でも多くの国民に海運に対する関心を持ってもら

うためには、地道な努力が必要です。我々は、広

報活動の重要性を改めて認識し、限られた予算の

中ではありますが、効率の良い広報活動を積極的

に展開していく所存です。　　　　　　　、

将来の日本海運のために為すべきこと

　最後に、少し中長期的な視点で考えてみたいと

思います。

　1970年から200G年までの30年間の世界の海上荷動

きと人口の伸びを見てみますと、海上荷動きは25

億トンから53億1・ンへと2．1倍増加、年当たりの平

均伸び率は2．5％となっています。人口については、

37億人から60億人と1．6倍増加しています。今後も

世界の人口は増加し続けるでしょうし、人口大国

であるBRICs諸国の経済が発展することも相侯っ

て、これから30年の世界の荷動きは、過去30年間

の年平均伸び率の2．5％を上回る増加率で伸張して

いくことが十分置予想されます。

　このような中で、2007年から人口の減少が始ま

り、製造業の海外移転が引続き進むと予想される

日本を発着地とする荷動きが大幅に増加すること

は期待できません。それ故、我々日本海運が持続

的な成長を続けようとすれば、三国間輸送に活路

を見出す以外に道はないと言わざるを得ません。

　三国間輸送への積極的な取り組みは、今まで以

上にグローバル化が進展することを意味します。

言い換えれば、船社の海外拠点の拡大、本社機能

の一部移管、日本には不寄港の船舶の運航、所有

といったことが、今まで以上に進むことになりま

す。既に、船社にとっての工場である船舶の保有

形態、配乗形態については、相当のグローバル化

が進んでいます。

　将来的にこうした状況がさらに進展することを

考えた場合、日本海運に対する支援策として船協

は何ができるのか、何をすべきなのか、或いは、

国などに何を求めていけばよいのか、少し時間を

かけて検討していきたいと考えています。

　会長就任に当たり、日本海運の発展に貢献すべ

く、決意を新たにし、全力を尽くして頑張る所存

ですので、関係者の皆様のご支援とご指導を賜り．

ますようお願い申し上げます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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平成17年度事業計画
1　主要課題への対応

　（1）国際競争力ある外航海運政策の確立

　　①海運税制の抜本的改革について

　　②船籍問題について

　（2）水先問題への対応

　（3）船員関係主要課題への対応

　　①外国人船員問題への対応

　　②ILO海事統合条約への対応

　（4）内航海運対策

2　わが国海運の競争力強化

　（1）海運企業関係の税制改正および財務問題等

　　への対応

　　①平成18年度税制改正への対応

　　②外国税に関する諸問題への対応

　　③海運企業の経理・財務問題への対応

　（2）規制改革の推進

　（3）政策金融の確保等海運関係予算への対応

3　船員問題への対応

　（1＞海員組合との政策フォーラムへの対応

（2）船員保険への対応

　（3）国際船舶に乗組む外国人船員に対するわが

　　国海技資格等取得促進

4　環境問題への取り組み

　（1）バラスト水排出規制問題への対応

　②　地球温暖化防止に関する諸問題への対応

　（3）海洋汚染防止に関する諸問題への対応

　（4＞海上災害防止対策

（5）大気汚染防止に関する諸問題への対応

（6）円滑なシップ・リサイクルに向けた取り組み

5　国際問題への対応

　（1）アジア船主フォーラム（ASF）

　（2）外航船社間協定に対する独禁法適用除外制度

（3）コンテナ保安対策強化への対応

（4）WTO海運自由化交渉等への対応

㈲　各国海運政策への対応

　（6）OECDにおける海運・造船間題

　（7）二国間問題

（8）内外関係機関等での活動

6　法務保険問題への対応

　（1）国際油濁補償基金の見直しに関する検討

　（2）IMO法律委員会への対応

7．港湾問題への対応

　〔1）港湾計画策定等への対応

　　①交通政策審議会港湾分科会

　　②スーパー中枢港湾政策

　②　港湾料金の適正化等

　（3）港湾諸手続き等簡易化への対応

　　①真のワンストップサービス実現への対応

　　②Sea－NACCS利用率の促進

　（4）劇団関係Joint　Report（対FMC）への対応

　（5）その他

　　・ISO／TC104（貨物コンテナ）国内委員会関

　　　連業務

　　r国際貨物コンテナ所有者コード管理業務

8，船舶の安全性確保への取り組み

　（1）新構造基準に関する諸問題への対応

　（2）貨物の安全な積み付け、運送に関する問題

　　への対応

　（3）船橋設備に関する問題への対応

　（41舶用燃料油規格への取り組み

　（5）ポート・ステート・コントロール（PSC）へ

　　の対応

9．船舶の航行安全対策への取り組み

　（ユ）海事保安問題への対応

　（2）海賊問題への対応

　（3）マラッカ・シンガポール海峡の航行安全問

　　題への対応

　（4）羽田空港再拡張に伴う航行安全問題への対

　　応

　㈲　国際紛争に伴う船舶の航行安全問題への対

　　応

　（6＞その他

10，調査広報活動の推進

　（1）オピニオンリーダー・マスコミ向け広報

　②　一般向け広報

　（3）会員向け広報

　（4）海運局に関する統計資料・情報の収集と整理

11．その他の活動

（1）CSR（企業の社会的責任）への取り組み

6博せんきょう∫吻2005
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　IMO（国際海事機関）の第51回航行安全小委員

会（NAV51）が、2005年6月6日から10日までロ

ンドンのIMO本部において開催され、電子海図情

報表示装置（ECDIS）の搭載義務化、航海記録装置

（VDR）性能基準の改正、分離通行帯の指定等につ

いて審議が行なわれた。

　概要は次のとおりである。

1．ECDISの搭載義務化に関する審議

　前回NAV50（2004年7月開催）において、より

一層の航行安全や環境保全の促進を図るためには、

ECDIS利用の促進が不可欠であるとの意見が出さ

れる一方、問題点として、ECDIS利用時のバック

アップとしての紙海図の在り方、利用促進のため

の搭載義務化についても指摘された。このため、

これらについて、ノルウェーを中心とするコレス

ポンデンスグループ（CG）が詳細を検討し、今次

会合に報告することとなっていた。

　しかしながら、事前に公表されたCG報告書では、

今後数年間で電子海図（ENC）は十分に整備され

るとして、新造船は2010年以降、既存船は段階的

に20ユ2年までにECDISの搭載義務化を定めるSO－

LAS条約規則改正案を提案していることが判明し

た。

　これに対し当協会は、ICS（国際海運会議所）の

関連委員会やわが国国内のIMO対応委員会などで、

ECDISの有用性は認識しているものの、提案され

た搭載期限までにソフトウェアであるENCが十分

に整備される保証がないまま、ハードウェアであ

るECDISのみを義務化することは時期尚早である

等の意見を主張した。その結果、ICSは当協会意見

を全面的に支持することを表明するとともに、日

本からも、当協会意見に沿ったコメント文書がIMO

へ提出されることとなった。

　今次会合の全体会議における最初の審議では、

ECDIS強制化を全面的に支持する国や、搭載義務

化にあたっては客観的な指標を用いた評価が必要

であるとする国、また、日本のコメントを支持する

国など様々な意見が出されたものの、現在のENC

刊行状況に鑑みて、義務化の議論については行な

せんきょうノ吻2005綿7
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わないこととされ、作業グループへ検討事項が指

示された。

　作業グループで詳細が検討された後、全体会議

で同グループの検討結果が報告されたが、その報

告書には搭載義務化のための規則改正案が含まれ

ていたことから、当初の指示事項に反するとして

当該部分の削除を要請する国と、作業グループは

義務化についてではなく、その可能性について議

論しただけであるとして1司報告書を支持する国と

に議場は二分され、議論は大いに紛糾した。

　最終的には議長提案により、NAVとしての最終

報告書には両者の意見を併記しつつ、作業グルー

プ報告書に載せられた搭載義務化に関する規則改

正案は、NA＞での未承認事項として削除すること

で各国合意し、作業グループ報告書は承認された。

　主な承認事項は以下のとおり。

①高速船へのECDIS搭載義務化のための規則

　　改正案

②一般貨物船について、ECDIS使用による安

　　全性向上と費用対効果を解析するための、適

　　切な総合安全評価（FSA：Formal　Safety　Assess－

　　ment）の実施

③ECDISの性能要件として勧告されている紙

　　海図の使用について、その定義を明確にする

　　ための規則脚注の改正案

2．航海データ記録装置（VDR）および簡易航海

　データ記録装置（S－VDR）性能基準の改正

　新造船および旅客船へのVDR搭載は2002年7月

1日から適用開始となっているが、これまで発生

した大多数の海難事故は沈没までには至らないた

め、事故原因調査のために利用されるVDR記録デ

ータは、船上においてVDR本体から直接抽出され

る機会が多くなっている。

　しかしながら、現行のVDR性能基準は、沈没し

た船体からカプセルを回収し、それを陸上施設に

おいて解析することを前提として規定されている

ため、データの記録方法や様式等は特に標準化さ

れておらず、また、外部へのデータ取り出しのた

めの接続口を装備しない機種も搭載されているこ

とから、船上でのデータ抽出作業に支障が生じて

いることが、関係機関より指摘されていた。

　審議の結果、上記機能は事故調査のためには是

非とも必要であるとされ、記録データの抽出機能

および再生機能をVDR／S－VDR本体に装備するこ

とを勧告するサーキュラーを早急に回章すること

が承認された。

　また、同サーキュラーの回章後、ある程度の準

備期間を経た上で、新しく搭載されるVDR／S－VDR

には、記録データ抽出機能および再生機能に係る

改正性能基準を適用することも合意され、今次会

合において急遽新性能基準案が策定されるととも

に、来年5月開催予定の第81回海上安全委員会

（MSC81）へ採択のため報告されることとなった。

3．その他

（D　旅客船の安全

　　氷海域のような遠隔地を観光目的で航行する

　旅客船が増加していることから、このような海

　域を航行する旅客船が、当該海域の特殊性を認

　識して、適確に危険を予測することができるよ

　うな航海計画が策定されることが必要であると

　して、「遠隔地を航行する旅客船のための航海計

　画ガイドライン」案が策定され、本年ユ1月開催

　予定の第24回IMO総会へ採択のため報告される

　こととなった。

（2）「クラスB」AISの開発

　　SOLAS条約により搭載が義務付けられている

　船舶自動識別装置（AIS）は、国際電気通信連合

　（ITU）により、「クラスA」として使用周波数や

　性能基準等の技術的要件が規定されているが、

　海難事故防止の観点から、非SOLAS船＊のAIS

　普及を促進するために、現在、国際電気標準会

　議（IEC）において、「クラスA」よりも簡易な

　規格の「クラスB」の開発が進められている。

　しかしながら、「クラスA」に採用されている通

　信方式には特許が設定されており、「クラスB」

　で同じ通信方式を採用した場合は、特許使用料

　に関する問題が生じるため、別の通信方法が採

　用されることとなった。そのため、両通信方法

8醗ぜんきょう∫吻2005



　の互換性を検証する必要が生じる等、「クラスB」

　の規格は未だ検討中の段階である。

　　今次会合では、「クラスA」および「クラスB」

　の互換性が優先されるべきであるとする意見が

　出される一方、特許使用料の観点からコストの

　安い方法で普及させるべきとの意見も出され、

　結論には至らなかった。最終的には、非SOLAS

　船用に、機能を絞った低価格で、かつ「クラス

　A」とも調和して運用できるものを至急開発で

　きるように、ITU、　IECその他の関係機関の作業

　に、各国が積極的に参加するよう要請すること

　が合意された。

　＊非SOLAS船：国際航海に従事する300GT未満の全ての

　船舶（旅客船を除く）、および国際航海に従事しない500

　GT未満の貨物船。

（31ガリレオ受信機の性能基準

　　現在、欧州連合（EU）はEU版GPSシステム

　である「ガリレオ」の開発を進めている。IMO

　ではこれを、IMOが所掌する世界規模の無線航

　行システムの一つとして位置付け、特に船舶向

　けの受信機については、その性能基準の開発状

　況を報告するよう、IMOの会合にオブザーバー

　として参加している欧州委員会（EC）に要請し

　ている。

　　今次会合では、ガリレオに関するコレスポン

　デンスグループ代表であるフランスより、ガリ

　レオ受信機の性能基準は、自船の位置／速力等

　を表示する通常機能（Open　Service）と、信号不

　良等による位置喪失時の警報機能（Safety　of斑e

　Service）の2種類あることが説明され、2008年

　のガリレオ運用開始までに各メーカーが受信機

　を供給できるよう、これら2つの性能基準を一

　つにまとめ、2006年までに最終化する予定であ

　ることが表明された。

　　審議の結果、ECの上記提案に協力するため、

　「船上におけるガリレオ受信機性能基準」案の

　検討を新たな作業項目とし、来年6月改正予定

　のNAV52で同性能基準の最終日を図ることが合

　意された。

（4）バラスト水交換時の船橋視界確保

　　2004年12月開催のMSC79において、洋上にお

　いてバラスト水を交換する場合、SOLAS条約で

　規定される船橋の前方視界距離が一時的に確保

　できない状況となる問題が指摘され、同会合で

　の審議の結果、バラスト水交換作業が条約規定

　に抵触しないように同規則を改正することが承

　認された。また、今回のNAV51において同規則

　改正案を技術的な観点から検討することとされ

　ていた。

　　審議の結果、同規則改正案に特にコメントは

　なかったことから、その旨がMSC81へ採択のた

　め報告されることとなった。

　　　　　　　　　　　　　　（海務部：宮坂）

内外情報擁・曝

1 水先制度抜本改革新制度の具現向けてステップアップ
　　水先制度のあり方に関する懇談

1，「水先制度のあり方に関する懇談会報告」

　去る、2005年6月24日、第1／回水先制度のあり方

に関する懇談会（座長：杉山武彦一橋大学学長、

以下「懇談会」）が開催され、新たな水先制度の指

針となる「水先制度のあり方に関する懇談会報告」

が取りまとめられた。

　国土交通省海事局長の私的懇談会である同懇談

　　会報心隔について一
　　　　　　　燃扁搬詳ξ転、舜！ヒ》轟。譲ま認駄、，li竃熱瀟1L論扁撫．

会は、水先制度全般についてのあり方に関する検

討を行うため2004年3月より審議を開始するとと

もに、水先区に係わる問題等を専門的に審議する

ため懇談会の下部機構として「水先区・強制対象

船舶の範囲のあり方部会」（部会長：加藤俊平東京

理科大学教授、以下「部会」）を設置し、審議も併

せて行い、2005年4月1日、第10回懇談会におい

せんきょうみみ2005鱒9
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て、水先制度の見直しに向けた「中間とりまとめ」

を行っていた（本誌2005年4月号P．14、5月号P．16

参照）。

　その後、6月ユ7日開催の第7回部会において、

部会の最終報告が取りまとめられたことを踏まえ

て、第11回懇談会において、本報告が最終報告と

して策定されたものである。

　本報告は先の中間取りまとめに、「水先制度の意

義・経緯等」、「水先制度の課題」および「部会報告」

を盛り込んだ内容となっている（【資料1】参照）。

　（本報告の全文については、次のhttpにて閲覧が

可能である：http：／／www．mlitgojp／ka翼mizusaki

／mizusakL．htm1）

2．交通政策審議会に対する諮問について

所要の法案を2006年の次期通常国会に提出し、

制度的措置を行った上で、平成19年4月からの実

施を目指すことが適当であるとの本報告を受けて、

国土交通省は水先制度の抜本改正に向けて、7月

22日に交通政策審議会海事分科会（分科会長：三

村明夫日本鉄鋼連盟会長）を開催し、「水先制度の

抜本改革のあり方について」を諮問した。

　海事分科会は答申案を検討するため、部会・を設

置し7月28日より具体的な検討を開始することと

している。

　当協会より同分科会および同部会に鈴木会長が

参加し、引続き水先制度の抜本改革へ向けて、意

見反映を行うこととしている。

　なお、同分科会・部会は、本年の秋頃を目途に

審議を進めることとしている（【資料2】参照）。

　　　　　　　　　　　　　　（企画部：佐藤）

【資料1】

「水先制度のあり方に関する懇談会報告」

1．懇談会報告（抜粋）

1．水先制度の意義・経緯三

省　略

皿．水先制度を取り巻く諸課題

E－1．安全確保・環境保全と水先業務の責任ある遂行の確保の必要性．

　水先制度の目的は、安全運航に必要な知識・技能を有する水先人による水先業務の的確を実施を確保

して、船舶交通の安全等を確保し、併せて海洋環境の保全を図ることにある。ひとたび、海難事故が発

生した場合には、人命及び財産の拒失、．海洋汚染等に対して多六なる影響を友ぼすこととなるものであ

り、水先業務の重要性は、21世紀に入った今日においても些かも変化がないばかりか、危険物船を含め

た船舶の大型化、船舶交通の輻韓化、海洋環境保護の必要性の高まり等からすると、益々重要なものと

なっている。

　このような中で、現行め水先規制が水域の事情に対応した的確な規制になっていないのではなレ、かと

いった観点や、事故を起こした船をきょう崩していた水先人が業務を続けるなど、業務の責任ある実施

を確保すべきではないかといった観点からの見直しの必要性が提起されてきたところである。

亘一2．港湾の国際競争力向上と業務運営効率向上の必要性

四辺を海に囲まれ、エネルギーや食料等の物資の多くを海外に依存しているわが国において、その経
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済諸活動等を支える海上輸送の安全で安定的な輸送の確保を図ることは重要な課題であり、一方、台頭

著しい近隣アジア諸国の港湾との関係におけるわが国港湾の国際競争力の向上や船舶運航経費などに係

るコスト低減への要請が高まっている。

　このような中で、水先制度についても、船舶交通の安全及びこれを通じた海洋環境の保全等に向けた

水先業務品質の向上や、コスト低減を通じた水先業務運営の効率化・透明化等による利用者サービスの

向上がより求められているなど、その状況は大きく変化している。

　水先料については、港湾諸コストに占める割合は、統計にもよるものの4％程度であるとも言われて

いるが、省令で全国一律の基準により定められている料金制度、水先人の報酬水準等のあり方について、

コスト削減努力が促されていない、業務運営の内容が不透明であるといった観点から見直しの必要駐が

提起されてきたところである。

∬一3．水先人供給源不足の到来への対応の必要性

　現在の水先人の供給源は専ら外航船長経験者であるが、近年における日本人船員の減少に伴い、外航

の船長及び航海士の年齢別の人数は、現行の水先人の新規就業年齢の平均値である55歳を境に著しい減

少傾向にある。

　このデータを基に、今後の外航船長及び航海士の年齢構成を推計すると、水先人になろうとする者の

年齢である54歳の入数は、今から4年後の平成21年度には26人程度となり、仮に全員を水先人の供給源

として確保しても、現状の水先業務の維持に必要な30名を下回ることとなるとともに、それ以降はより

一層深刻な供給源の枯渇状況に陥ることになると推計される。

　これらを踏まえると、このまま推移すれば、数年後には水先入の供給源が枯渇し、水先業務の実施体

制に支障を及ぼすことが明らかとなりつつあるため、こうした状況の対策を講じることが緊喫かつ重要

な課題となっている。

皿．水先制度改革の必要性とその方向

皿一1．水先制度改革の必要性

　水先制度の第一の使命は、船舶交通の安全を確保し、また、それを通じて海洋環境を保全すること等

であり、かつ、このような水先制度の意義・効果に鑑みると、2ユ世紀に入り、ひとたび事故が起きた場

合における海域のみならず、陸域への影響、海洋汚染や大規模火災による地球環境への影響が強く危惧

され、安全確保や環境保全を求める声が一層強まっている中で、水先人によるきょう導を義務づける等

の所要の規制による安全確保・環境保全を果たすための水先制度の重要性が一層高まっていると言える。

　一方、港湾の国際競争力向上と業務運営効率向上の必要性、安全確保・環境保全と水先業務の責任あ

る遂行の確保の必要性、水先人供給源不足への対応の必要性と言った近年の水先制度を取り巻く状況を

踏まえると、船舶交通の安全や海洋環境の保全、港湾機能の維持・向上といった水先制度が有する意義

を充分に認識した上で、時代に的確に対応した水先制度とする必要がある。

　これらを踏まえ、．当懇談会としては、以下に掲げる事項を内容とする、水先制度に関する全般的かつ

抜本的な改革を行うことが必要であるとの結論に至った。

　なお、現行水先法は、1949年に制定され、1964年に一部改正されて以降40年余りが経過し、この聞、騙
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制対象規定の見直し等を行うにとどまっているところであるが、今般の上記の諸課題の解決に向けた見

直しにあたっては、法改正が必要とあれば、その抜本的な改正も躊躇することなく実施し、時代に即し

た水先制度とすべきである。

皿一2．水先制度改革の基本理念

1．船舶交通の安全確保、海洋環境の保全、港湾機能の維持・向上

　水先制度の目的は、安全運航に必要な知識・技能を有する水先人による水先業務の的確な実施を確保

して、船舶交通の安全等を確保し、併せて海洋環境の保全及び港湾機能の維持・向上を図ることにある。

　一方、ひとたび、海難事故が発生した場合には、人命及び財産の損失、海洋汚染等に対して多大なる

影響を及ぼすこととなるものであり、水先制度の重要性は、21世紀に入った今日においても些かも変化

がないばかりか、危険物船を含めた船舶の大型化、船舶交通の輻米化、海洋環境保護の必要性の高まり

等からすると、益々重要なものとなっている。

　このため、今般の水先制度の見直しを通じて、より一層の船舶交通の安全確保を図り、併せて海洋環

境の保全及び港湾機能の維持・向上を確実に確保できる制度を確立するものとする。

2．利用者サービスとして相応しく港湾の競争力向上にも資する業務運営の確保

（1）業務運営の透明性・効率性・公平性・合理性の確保

　　水先サ「ビスの提供は、船舶交通の安全等を確保するという極めて強い公益的性格を有するとと

　　もに、水先を利用する個々の船舶にとっては、安全かつ効率的な運航の確保につながる航行支援サ

　　ービスとなるものである。

　　　さらに、水先サービスの利用が強制されない場合についても、利用者の利用しやすい環境を整備

　　して水先サービスの利用を促進することが、安全の向上等に一層つながるものとなることに留意し

　　なければならない。

　　　このため、利用者の利便向上、負担軽減にも資するよう、透明で効率的な業務運営を図るととも

　　に、業務の公益性に鑑み公平で合理的な制度・運用とすることが必要であり、今般の水先制度の見

　　直しを通じて、水先業務運営について、透明性・効率性・公平性・合理性が確保できる仕組みを確

　　落するものとする。

②　社会的責任と安全スキルの向上に向けた自律的遂行体制の確保

　　公益性の強い水先サービスは、サービス提供者としての社会的責任を確実に果たす形での業務遂

　行が必要であり、さらに、水先人のスキルの維持・向上を図り、サービスレベルの向上を図ること

　が強く求められているところである。

　　　このため、今般の水先制度の見直しを通じて、水先業務に係る社会的責務の遂行と安全確保につ

　　ながる水先人のヌキルの維持・向上が確実に図られるよう、水先人の自律的・規律的な業務遂行が

　確保できる仕組みを確立するものとする。

3．水先人後継者の確保・養成

現在の水先人の供給源である外航船長については、近年、減少傾向にあり、しかも今後は、一層の減
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少が見込まれることから、このまま推移すると数年後には水先人の供給に支障が生じることが確実視さ

れている。

　このため、今般の水先制度の見直しを通じて、今後とも水先人の供給を長期的かつ安定的に確保する

ために供給源の拡大・多様化を図るとともに、これに対応して安全レベルの維持・確保に十分留意した

水先人の免許、養成等の仕組みを確立するものとする。

4．規制の合理化

　水先人の安全レベルの確保、公正・合理的な業務遂行の確保等のためには、必要に応じて規制により

その実効性を担保することが必要となるが、それぞれの規制のあり方については、官民の役割を踏まえ

つつ、規制そのものの必要性、規制の目的・効果とその手段としての規制の合理性等を勘案し、的確か

つ効率的な業務遂行を促すものとすることが望まれている。

　このため、今般の水先制度の見直しを通じて、簡素でわかりやすく合理的な規制を行う仕組みを確立

するものとする。

皿一3．水先制度改革の具体的方策

1．水先区・強制水先対象船舶の範囲のあり方について

（1）基本的考え方

　　船舶交通の安全等を確保し、併せて海洋環境の保全及び港湾機能の維持・向上を図る上では、水

　先区・強制水先対象船舶に係る所要の規制を的確に実施することが重要であるが、その規制につい

　ては、関係水域の自然的条件、船舶交通の輻藤度等の状況、航行安全支援システムの状況等を踏ま

　え、実際の操船難度や危険度を科学的・実証的に評価しつつ、水先人のきょう導の義務付け等によ

　　り、当該水域における航行の安全等を確実に確保するものである必要がある。

　　この場合、船舶交通量の増大、入出港船舶の大型化、危険物輸送の増加、航法不遵守船長の増加

　等の状況から航行安全確保のための水先規制の拡充強化の必要性が増大する場合には、水先区・強

　制水先対象船舶の範囲の拡大が考えられる一方、港湾整備の進展、航路事情の改善、船舶技術の向

　上、航行安全支援システムの整備等、水先規制の縮小の必要性が増大する場合には、当該範囲の縮

　小が考えられるところであるが、これらの判断は、当該水域の個々の実態を前提として決定すべき

　　ものであり、こうした個々の水域事情の実態を無視して、安易に一律の規制をすることは適当では

　ない。

　　一方で、水先に係る規制が及ぶ水域においては、船舶の側にとっては水先入の乗船義務等の規制

　となるものであり、これに対応した経済負担や業務運営に与える制約等が発生するが、入や物の移

　動、国民経済上において大きな役割を果たす船舶交通についての円滑かつ効率的な運営の確保も：重

　要であることに留意し、規制のあり方としては、必要最小限のものにとどめる等｛規制に伴う影響

　についても十分に配慮しなければならない。

　　この点は、近年、港湾の諸コスト等の低減を通じた港湾の国際競争力の向上や内航フィーダー輸

　送の活性化を求められていることからも、重要度は一層高まっている。

　　因みに、今般の制度改革の方向として、以下の具体的方策に掲げるとおり、

せんきょう力砂2005簿13
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．①’業務運営主体の法人化

r⑱．1業務運営に係怪猫薫化描置

　③料金規制め緩和（省令料金から認可料金制へ）

　　等．による業務効率化施策の実施についての必要性を指摘しており、これらの施策の実施によって、

　業務運営の効率化等が進むものと考えられ、船上にとっては安全規制による一定の水先経費負担が

　発生するとしても、今般の制度改革による効率効果による経費負担の軽減が期待されるところであ

　り、’或た、港湾トータルで見れば、効果的な安全規制の実施と効率性の向上が調和のとれた形で達

　成されるものと考えられる。

　　このようなご．とから、水先区・強制水先対象船舶の範囲のあり方については、安全確保のための

　諸規制に伴う経済負担の軽減を図るべく規制運営の効率化につながる形での見直しを行いつつ、規

　制の対象範囲については、．安全確保のために真に必要な範囲に重点化し、最小限の規制的手法によ

　って安全確保を最大限に達成する．との考え方に立脚した合理的な規制とすることが適当である。

　　さらに、規制運営ρ効率化の視点からは、簡素でわかりやすい規制であることも重要であり、規

　制対象範囲の設定は1客観的・具体的で、要件の特定が容易である形で行われることが重要である。

　　なお、海外との規制対象範囲の差異を問題曝し、わが国の水先制度について、対象水域や強制水

　先対象船舶の範囲を拡大し、．規制の厳しい海外との整合を図るべきであるとの考え方も提示されて

　いるが、．以上のような認識に立つ場合、規制の合理的なあり方としては、国際的な動向等は考慮に

　入れつつ、個々の水域ごとにその実態を踏まえて判断し決定することが重要である。大正！5年（1926

　年）．に締結された海港ノ国際制度二関スル条約においては、各国が独自に水先の範囲を定めること

　とされたところであ．り、．各国の水先の範囲の定め方等を参考にしつつも、基本的には自然的な条件、

　船舶の交通状況、、船舶の安全運航に対する支援状況などを踏まえ、わが国固有の事情に即した現実

’的な制度となるようにする弓ζカ1望まれる。

　ビー方で、経済負担の軽減のみを理由に、規制の対象範囲の縮小を全国ベースで単純に行うことも、

　安全制度として適当ではなく」それぞれの水域における水先規制が安全上必要か否かの個別の判断

　を抜きにして、一律の規制緩和として水先規制の対象範囲．を縮小するという考え方も適当ではない。

　　なお、水先規制を行う必要がある場合においても、規制のあり方としては、必要最：小限の範囲に

　とどあるとともに、料金規制の緩和等規制運営の効率化に努めることが重要である。

　　また1強制水先対象船舶の範囲についても、以下の具体的施策で触れるとおり、船舶の大きさを

　基本的な要素としつつも、船舶の黒き．さのみで二律の範囲を決定するとの考え方にとらわれず、多

　様な考え方によるアプローチを付加し、真に強制水先対象船舶として相応しい範囲とすることが必

　要である。

②　水先区の範囲について

　1．水先区の範囲の取扱いについて

　　水先区の範囲（強制水先区の範囲を含む。以下同じ。）のあり方の検討に当たっては、「水先区の

　設定の考え方（別紙1：省略）」及び「水先区の範囲のあり方に関する検討の視点（別紙2：省略）」

　を踏まえ、個々の水域事情等を掘握して個別具体的に検討する必要があるため、全国の水先区等に

　おける水域事情の状況等についての調査を実施（別紙3：省略）し、これらを踏まえて検討した結

　果、現行水先区の範囲を変更する合理的かつ積極的根拠は見あたらず、現時点において、当該変更
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をすべきことを断定する結果には至っていない。

　ただし、水先区及び類似水域の実態把握については、引き続き関係者の努力の下で鋭意進める、こ

とが適当であり、その結果を適切に評価し、見直しの必要があると判断されるものについては、今

後予定される制度改革の時期にとらわれることなく、適時適切に対処することが適当であるげ

　また、機能的に一体的な港湾内であって、水先区と類似水域とが混在し、港則昧の港域と水先区

の区域との範囲が著しく不一致となっている水域についても、同様に対処することが適当である。

2．水先区の設定等の柔軟な見直しの仕組みについて

　従来の水先区の設定等に当たっての手続きは、具体的な実態把握を実施し、また、現地関係者等、

の意見も聞きながら慎重な手続きを経て検討されていたため、実際に措置されるまでに数年間要す

る状況となっており、また、長年見直しが行われておらず硬直的との指摘もなされている。

　このため、港湾施設整備状況や船舶交通状況等の水域事情の変化に併せ、機動的かつ効率的に水

先区の設定等の検討の仕組みを構築することが適当で．ある。

魚区の設欝の鮒鰍組みの基本的な考え騨肝のと抑とし冷後・これをもζにその、

具体化に向けた検討を進めることが適当である。

．【機動的・弾力的に水先区の設定等を行うた．めの仕組み】

○当該水域を水先区化r強制化する等の検討については、先ず．は当該水域を熟知する開係者（港海

　管理者、港長、水先人、荷主、海運会社、関係海技者、蘭係官二等）により検討する．ことが現実

　的かつ適当であり、また効率的であるため、これらの現地関係者による協議会の設潭を推進する

　こととする。

　　（当該協議会においては、一定のメルクマールの下による当該水域の強制水先対象船舶の範囲等

　の検討や、強制水先対象船舶の範囲変更後のフォローアップなども協議の対象にするζとも考え．

　られる。）

○同協議会においては、「水先区の設定の孝え方」及び「謡言区gあり方の検討の視点」等を踏まえ．

　つつ、当該水域の地理的自然的状況や船舶交通の状況等に関する客観的データの収集等を行った

　上で検討を進めるものとする。

　　また、同協議会の適切な活動の確保等の観点から、一定期間ごとの定期的な開催も視蜂に入れ

　るとともに、検討結果の公表等にも努めることが望まれる。

○同協議会の成案が得られたものは、収集したデータ及び検討状況等を添えて、二等に申し入れを

　行い、国等においては、これを受けて水先区二等の要否についての結論壷早期に出すもめとする。

　　なお、国においては、当該水域の安全性や他の水域との整合性、規制の合理性・妥当性等を総

　合的に勘案して判断することになる。この場合、水先法の趣旨を踏まえ、国の判断が必要な事項

　（例えば混融域の設欝・影響が大き噂卿場合）に少て1ま輝義会誌諮り？ρ腫に
　検討する必要があるものの、その他の事項（例えば任意水先区の区域の拡大．・縮小等、簡易な見

　直：しみ場合）については、審議傘の審議を簡略花する等、機聯的かつ効率的に措麗でき二三綿う

とする・（なお・面会三諦要す総合にも・．現地騨会誌案を乱塾解1勺醤議勝

　あることが望ましい。）
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○なお、以上のような検討の仕組みを構築するにあたっても、国の発意により水先区の設定等の検

　討をすることは否定するものではない。

3．水先類似行為者に対する能力認定制の創設について

　類似行為（水先区以外の永域において行われる水先行為に類似する行為）が行われる水域（以下

「類似水域」という。）については、当該水域の事情を踏まえ、「水先区の範囲のあり方に関する検

討の視点（別紙2：省略）」に照らし、必要に応じて水先区とすることもあり得るが、それに至らな

い場合においても類似行為を行う者（以下「類似行為者」という。）に対して届出義務を課し、業務

に関し必要な是正命令・勧告等を行う仕組みが考えられ、これについては、水先区以外であるにも

かかわらず、国が関与し規制する必要性と合理性、規制の範囲等についての諸課題を整理する必要

がある。

　一方、類似行為者については、船舶を安全にきょう導するために必要な知識・能力の有無は確認

されていないが、類似行為者についてもぞうした確認を行うことにより、当該類似水域の船舶交通

の安全の向上に寄与することになるとともに、利用者側にとっての利便にも資することになる等、

公益上も望ましいもの．と考えられる。

　このため、類似行為者に対して、免許心肺の国の厳格な規制にはよらず、民間ベースによって知

識・能力の確認を行い、当該確認を受けた者に対して認証し、また、その旨を利用者等に対し公表

する仕組みとすることが考えられる。

　具体的には、次のような仕組みが考えられるが、類似行為者の知識・能力を確認すること等の需

要がある場合には、その具体化に向けた検討を進めることが適当である。

【能力認定制の仕組み】

○認定範囲　　類似行為者として、当該水域における船舶の安全運航に必要な知識能力を確認の上、

　認定する。

○認定主体　　確認主体は、水先に必要な知識能力を確認する上で必要な能力と識見を有し、かつ、

　中立公正が担保できる団体等（例えば、今後、創設が予定される水先人の養成教育実施機関が考

　えられる。）が行う。

○国の関与　　国の関与については、ガイドラインを示す等の環境整備についての支援にとどめ、

　国自体は認定行為をしない。

○認定方法等　認定主体は、認定を受けようする類似行為者の門戸を広く開放し、申請に基づき、

　試験形式など適当な方法により確認し認定する。

　　認定者には、当該知識能力を有する．ことの証しとして、認定証を交付するとともに、認定マー

　ク、名称の使用を認めることとする。

　なお、能力認定制の具体化に向けた検討をする場合には、実施主体の要件・運営のあり方、認定

の方法や求める知識能力のレベル、認定を受けていない者に対する認定証・認定マーク・名称等の
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　使用制限、詐称・類似名称使用の制限、認定範囲（例えば、料金明示方法等の業務の適正化の面まで含

　めるか等）、具体的認定の手続き、手数料、認定の有効期間等についての検討を進める必要がある。

（3）強制水先対象船舶の範囲について

1，強制水先対象船舶の範囲を表す基本的な要素

　強制水先は、地理的自然的条件や船舶交通状況等の特殊な水域事情がより顕著であることに加え、

他船や港湾機能、臨海部への影響等も勘案して設定しているが、船舶は大きくなるに従い、他の船

舶への影響や人命・財産・環境等への影響も多大となり、また、そもそも一般的に運動性能が低下

し、併せて操船困難度も増加することを踏まえると、強制水先対象船舶の範囲を表す基本的な要素

としては、船舳の大きさを基本とすることが適当である。

2．船舶の大きさを表す指標として「総トン数」を採用することについて

　「船舶の大きさjを表す指標として、総トン三又は長さのいずれが適当かの論点については、利用

者等のわかりやすさ、操船面等での妥当性、他制度との整合性等の面においていずれにも同様の利

点があり、現行の「総トン数」を「長さ」に変更すべきとする決定的な差異は見あたらない。

　また、長さを基本指標とする場合には、更に次のような課題が考えられ、これらの課題をクリア

することが必要となる。

○総トン数には、操船への影響が大きいとされる船舶の風圧面積が一定程度勘案されているが、長

　さの場合は考慮されていない。このため、長さを採用する場合には、風圧面積の大きい船舶に対

　して別途の考慮をする必要があるが、その場合、制度として複雑となり、わかりにくくなるおそ

　れがある。

○長さを採用する場合には、水先法の他の規定についても総トン数から長さに改める必要があると

　考えられる（例えば免許要件の一つの乗船履歴についての船舶の大きさを「長さ」に変更する場

　合、．現行の船員手帳では証明ができず、船員手帳の様式の変更等が必要となる。）が、それぞれの

　規定における変更が適当でないおそれがある。

○その他、船舶職員及び小型船舶操縦者法や港則法等の海事法令にも影響を及ぼすおそれがあるが、

　例えば船舶職員及び小型船舶操縦者法については国際条約との関係上、長さに変更することは困

　難である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

　以上を踏まえると、強制水先対象船舶の範囲を示す「船舶の大きさ」を表す具体的な指標につい

ては、引き続き、「総トン数」を基本とすることが適当である。

3．国際総トン数への変更について

　現行水先法の「総トン数」は、いわゆる「国内総トン数」であるが、国際的には1969年の船舶の

トン早り測度に関する国際条約に基づく「国際総トン数」が使用され、また、国内的にも船舶のト

ン数の測度に関する法律に基づき「国際総トン数は、主として国際航海に従事する船舶について、

その大きさを表すための指標として用いられる」とされている。．
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　水先の利用船舶の大半は、国際総トン数のみを有する外国船舶であるが、これらの水先制度の適

用にあっては、一旦、国内総トン数に換算している等、煩雑でわかりにくい状況にあり、こうした

実態を踏まえると、いわゆる国内総トン数を国際総トン数に見直す点について、一定の必要性があ

ると考えられる。

　このため、強制水先対象船舶の指標について、引き続き総トン数を基本とするにあたっては、国

際総トン数の採用に向けた検討をすることが適当と考えられるが、国際総トン数を採用する場合に

は、国際総トン数を有していない内航船の取り扱いをどうすべきか、総トン数に応じて算定される

水先料金について如何にすべきか等の課題も発生することになることから、このような諸課題の整

理を行った上で検討を進めることが適当である。

4、強制水先対象船舶の範囲のあり方

1）「船舶の大きさ」以外に考慮すべき要素

　強制水先対象船舶の範囲については、船舶の大きさを基本的な要素としつつも、それ以外の多

様な考え方により、真に強制水先対象船舶として相応しい範囲とすることが適当である。

　　このため、強制水先対象船舶の範囲の確定にあたっては、「船舶の大きさ」では十分に反映され

ない要素についても考慮する必要がある。具体的には、付加すべき要素としての必要1生、構成要

件の明確性、利用者にとっての簡明性等、合理的で適切な要件を満たすものとして、以下の3つ

の項目が挙げられる。

○積載物の種類（危険物積載船等）の差異を考慮すべき要素とする考え方

　　危険物積載船については、万一、海難が発生した場合には自船のみならず、他船や臨海部等に

　おける入団・財産・環境への影響が多大であるため、ハード・ソフトの両面ともに国内的にも国

　際的にも特別な規制がなされている。

　　強制水先対象船舶の範囲としても、既に一部の水域においては他の船舶とは異なる扱いをして

　いる等、構成要件の明確さや利用者等のわかりやすさ、実効性の担保等の点でも、強制水先対象

　船舶の範囲の要素として適当である。

OPSC指摘対象船、事故・違反船との連動をさせる考え方

　　航海機器や海図の不備等に関しPSC（外国船舶監督）により指摘を受けた船舶、船舶交通法規

　に違反し又は事故を起こした船舶の船長は、潜在的にも実際的にも安全航行に支障を及ぼしかね

　ないため、一定期間、強制水先の対象とすることは合理性があると考えられる。

○船長の航海経験等の状況を考慮すべき要素とする考え方

　当該水域に不案内な船長は、船舶交通状況や地理的状況等の特殊な水域事情が顕著な水域にお

いては自船のみならず他船の航行の安全及び運航効率に支障を生じさせる蓋然性が高いため、当

該水域の航海経験が少ない船長が乗り組む船舶について、強制水先の対象とすることは合理性が

あると考えられる。

　なお、これら各要素についても、それぞれの設定レベルを如何にするのか、個々の船長・船舶

について、PSCの指摘の事実、違反・事故をしたことの事実及び当該水域における航海経験の有
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無を如何にして確実に把握してチェックするのか等の課題があり、これらの導入にあたっては、

そのような課題の整理を行うことが必要であることに留意しなければならない。

2）具体的な検討の方向

　　「船舶の大きさ」を基本的要素としつつ、‡記ユ〉に掲げる3要素を考慮する場合は、それぞれ

の要素に係る課題についての精査・検討を行うほか、これら諸要素をどのように組み合わせるか、

それぞれの要素の設定レベルを他の要素とのかねあいでどのようにするか等を総合的に検討し決

定することも必要である。

この場合、基準（原則）とするレベルのあり方についての考え方、港湾の水域ごとに異なる自然

状況や船舶交通状況等を踏まえたきめ細かな規制と簡素でわかりやすい規制との調和のあり方、．

積載物の種類の差異、船長の航海経験の多寡等に着目した規制の合理性やその運用のあり等等に

ついて、本規制が安全確保等のための規制であることに留意しつつ、実態や規制の効果等を十分

に勘案して検討を深める．ことが適当である。

　　　このような検討を効果的に進める観点からは、各要素の組み合わせからなる総合的な規制の試

　　案をもとに検討することも考えられるが、いずれにしても、それらを素材としつつ、今後、様々

　　な観点・角度からの検討を行うことが必要である。

（4）見直しにあたり考慮すべき事項

　　水先区・強制水先対象船舶に係る制度の見直しを進めるにあたっては、」：二記（2汲び（3｝に掲げる諸

　課題の検討に併せ、以下の事項についても考慮して進める必要がある。

○水先区の範囲については、引き続き、関係者の努力の下で、関係水域について調査を進めるなど

　必要な実態把握に努め、その結果を踏まえ適切に対処すること。また、機動的・弾力的に水先区

　の設定等を行うための現地関係者の協議会の設暉に向けた環境整備を進めること。

○類似行為者に対する能力認定制について、その需要を把握した上で、その必要性等を十分に見極

　めて検討を進めることσ

○強制水先対象船舶の範囲については、幅広い意見を聴取するとともに、操船難度や危険度を踏ま

　え適切かつ合理的な範囲に設定するように努めること。

○水先区．・強制水先対象船舶の範囲の見直しにあたっては、業務量に対応．した水先人の確保等、水

　先業務実施体剃の整備にも留意すること。

　以下項目2～7については、本誌2005年5月号P，ユ6にてその概要を紹介していることから項目の

みを記載する。

2．水先業務運営のあり方について

（1）基本的考え方について

（2）水先業務引受主体の法人化等について
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3、水先業務品質管理の向上について

（D． ?諡ﾆ務サービ客の質の向上を図る必要性

（2＞業霧品質管理、取次窓口業務の適正実施を確実に行うためのシステムのあり方

4．水先人の責任友び水先引受法人の責任について

（1）船長との関係

（2＞水先人及び水先引受法人が負う責任

5．水先業務運営の効率性の向上について

（D　業務運営の効率化向上のあり方

（2）同一L弩内複数水先区のあり方（三大湾内における水先業務の一元化）

（3＞水先料金規制の緩和（省令料金制度の廃止）

6。水先を的確に実施するための人材確保について

（1）水先人資格要件の緩和及び等級免許制の導入

’（2）養成教育の充実強化

（3）水先人試験制度のあり方

7．業務量の少ない水先区における業務運営のあり方について

（D　いわゆる任意水先区、殊に業務量の少ない水先区の抱える問題について

（2＞いわゆる任意水先区、殊に、業務量の少ない水先摩における業務蓮営の維持のための方策につい

　て

皿一4．実施時期等今後の進め方

　具体的方策の実施については、水先制度に関する諸課題を早急に解決することが求められていること

に鑑み、関係者炉連携して順次取り組みを進めるとともに、行政当局においては、本報告において整理

された内容を踏まえ、更に幅広い関係者等の意見も聴きつつ、その具体化に向けた．検討を深度化させ、

新たな水先制度を構築することが望まれるものである。

　また、法的対応が必要となるものについては、その方向に沿って所要の法案を次期通常国会に提出し、

制度的措置を行った上で、平成19年4月からの実施を目指すことが適当である。

　なお、具体的方策の実施にあたっては、新制度への移行が円滑かつ確実に行われるよう、所要の移行

措置・経過措置を設ける必要がある。

【資料2】

交通政策審議会海事分科会　委員名簿（敬称略）

（委　　員）

調川隆夫　東京工業大学教授
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分科会長代理

分科会三

洋
三
夫
コ

　
　
　
イ

雅
英
明
レ

山
田
村
村

杉
松
三
山

早稲田大学教授

読売新聞社論説委員

㈱日本鉄鋼連盟会長

国際ラリーライダー

（臨時委員）

治
榮
一
詠
進
博
雄
夫
通

　
　
　
理

昌
、
　
誠
真
　
　
邦
道
博

銀
本
合
．
野
島
目
木
浦
本

　
出
荒
井
山
河
桑
小
鈴
松
安

㈹日本パイロット協会会長

全日本海員組合組合長

東京大学教授

早稲田大学教授

東京海洋大学理事

㈱日本港湾協会客員研究員

㈹日本船主協会会長

㈹日本海難防止協会理事長

船員災害防止協会専務理事

※名簿は五十音順

（委　　員）

交通政策審議会海事分科会　部会　委員名簿（敬称略）

夫
洋
三
治
榮
一
漸
進
博
雄
夫
通

　
　
　
　
　
　
理

隆
雅
英
昌
　
誠
真
　
、
　
邦
道
博

捜
山
、
田
銀
本
合
野
島
山
木
浦
本

　
　
　
　
出

圓
杉
松
荒
井
落
漏
斗
小
鈴
松
安

東京工業大学教授

早稲田大学教授

読売新聞社論説委員

㈹日本パイロット協会会長

全日本海員組合組合長

東京大学教授

早稲田大学教授

東京海洋大学理事

㈹日本港湾協会客員研究員

㈹日本船主協会会長

㈹日本海難防止協会理事長

船員災害防止協会専務理事

※　名簿は五十音順
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日本籍船の配乗要件および日本人海技者の確保・

育成について全日海との基本合意に至る
一船員・船籍問題労使協議会について一

　当協会と全日本海員組合は、2005年3月31日に

「船員・船籍問題労使協議会」（以下、「協議会」）

を設置、日本籍外航船舶（以下、「日本籍船」）の

配乗要件の撤廃および日本人外航船員（海技者）

（以下、「日本入海技者」）の確保・育成について

基本的な合意に至ることを目指し、議論を重ねて

きた（協議会メンバーは【資料q参照）。

　その後、4月19日の第2回協議会を経て、6月

13日の第3回協議会において、日本籍船と日本人

海技者の減少傾向に歯止めをかけるため、新規に

登録される日本回船について、現行の国際船舶に

適用される船・機長配乗要件の撤廃を国土交通省

に申し入れること、日本人海技者の確保・育成に

ついては、2006（平：成18）年6月末を目処に、他

の海事産業関連団体とも共同し実効ある制度づく

りに取り組んでいくこと、等が確認された（確認

事項は【資料2】参照）。

　第3回協議会終了後、草刈当協会会長（当時）

と井出本組弓長は直ちに国土交通省・矢部海事局

長を訪ね、労使間での確認事項について報告した。

　　　　　　　　　　　　　　（企画部：本澤）

【資料！】

「船員・船籍問題労使協議会」メンバー

※20Q5年6月！3日現在。

日本船主協会

　会、　長

　副会長

劇．会長

　常任理事・船籍問題小委員長

　理事長

全日本海員組合

組合長
　中央執行委員・国際汽船局長

　中央執行委員・政策教宣局長

　国際汽船局外航部長

三
木
長
塚
島

草
鈴
．
暗
飯
福

隆郎（日本郵船　代表取締役会長）

邦雄（商船三井　代表取締役会長）

開聞σil崎汽船　代表取締役会長）

　孜（国際エネルギー輸送代表取締役社長）

義章

井出本　榮

平山　誠一

三尾　　勝

目添　正信

以　上

【資料2】

確　　認　　書

　日本船主協会（以下、船引という）と全日本海員組合（以下、組合という）とは、平成17年6月13日

開催の「船員・船籍問題労使協議会」において、日本籍外航船舶の拡大、外航日本人船員（海技者）の
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確保・育成のため、下記の通り確認する。

1．船協と組合は、日本籍外航船舶、外航日本入踏員（海技者）の現状に対する問題意識を共有し、減

　少に歯止めをかけるため、次の事項に共同して取り組む。

　①今後、新規に登録される日本籍外航船舶に．ついて、現行国際船舶に適用される船・機長配乗要件

　　の撤廃を国土交通省に申し入れる。

　②外航日本人船員（海技者）の確保・育成のため、他の海事産業関連団体とも共同し実効ある新た

　　な制度づくりに取り組む。

　　平成18年6月末を目処に結論を得るよう具体的な検討を行う。

2．船協と組合は、以下の政策課題の実現に向け検討を行うものとし、具体的な取り組みについては、

　別途協議する。

　①船員特別税制（ウ創設、社会保障費用の減免等の船員政策の確立

　②　海に関する理念法（基本法）の制定

　③トン数標準税制の導入等、先進海運国並の海運政策の確立

平成17年6月13日

船員・船籍問題労使協議会

　　　　　社団法人　日　本　船　主’協　会．

　　　　　　　　　　　　会長．草刈隆郎

全日本海員組合
　　組合長　井出本　混

ぜんきようノ％｛y2005麹23
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国際｝面事World～Webから～

一国際海事機関0◎一
●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●

，癒i

名　称：International　Maritime　Organization

　　　　（国際海事機関）

所在地（本部）：

　　　　4Albert　Emban㎞ent，

　　　　London　SE17SR　United　Kingdom

　　　　　　Tel：＋44（0）2077357611

　　　　　　Fax：＋44（0）2075873210

HP：ht亡p：／／www．imo．org／home．asp

事務局長：Mr．　Ef［himios　E．　Mitropoulos

　　　　　（ギリシャ：2004～）

加盟164ヶ国（政府レベル）準メンバー　3地域

▲ロンドンの本部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　ヨii乱＿　・一　　　、『　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・、　　　　　　r　　猷　　「
繋】958年3珂に政府間海事協≡義機関lnte卜Governmental　Maritime、GQn＄u【tative　Orga肖1za一

・卿脚q！としてロンドンに言懸れた・1982年5月・IMO【・名称変騨手の噂セヤリ・

　ティーおよび・毎こ羊汚染の雪止等・海運に影響する技術的問題や法律的な問i蓼について　政魏魏：曾ll

　協力を碇準ずるとともにく最も有効な措置の採択や条約等の作成を行っている国連の專酋機関よ・悔

　　脚の主琴鰐案覇ま安全と騨看染防止に関する国際条糖登臨乍成することてあ・だ

紡それらは197・年睡蓮には完成し・現在は現状1・適した改正を行・㌍可『旨な渤墾？

　国が批准ずるよう努めることが主な業務となっている。

〈議決機関〉

＊Assembly（総会：2年に1回開催、最高議決機関…全メンバーで構成、予算や検討テーマ等の採択。

　理事の選出も行なう）

＊Council（理事会：総会と総会の間の議決機関、任期2年…日本を始め40ヶ国で構成、総会準備等）

　★理事会メンバーは3つの観点から構成されている

　　。国際海運サービスを供給している中で最も大きな影響力をもつ10ヶ国（日本含む）

　　・国際海上貿易を行なっている中で最も大

　　　きな影響力をもつその他の10ヶ国　　　　　　　　　　　〈lMOの構成〉

　　・上記20ヶ国以外で海上輸送等で特別な影

　　　響力をもち、主要地域の代表によって選

　　　出された20ヶ国

＊Committee（委員会：5）

＊Sub，Committee（小委員会：9＞

総会（全メンバー）

理事会（40ヶ国）

各委員会（MSC，　MEPO，　LEG，　TCC，　FAL）

小委員会（MSC，　MEPO関連の9つの小委員会）
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〈委員会〉

國Maritime　Safety　Committee（MSC）…海上安全委員会

　海上安全に直接影響を与えるあらゆる問題を検討。

最近の主なテーマ

　・新造船建造基準の統一化

　の海事保安問題

　・船舶および航行の安全問題

　・SOLAS条約（海上人命安全条約）関連　等

圏Marine　Environment　Protection　Committee（MEPC）…海洋環境保護委員会

　船舶からの汚染の防止および管理に関するあらゆる問題を検討、1985年に設置。

最近の主なテーマ

　●バラスト水管理

　・シップリサイクリング

　・船舶からの海洋汚染防止

　・MARPOL条約（海洋汚染防止条約）関連　等

圓Legal　Committee…法律委員会

　法律問題を検討、トリー・キャニオン号事件後1967年に設置。

最近の主なテーマ

・SUA条約（海洋航行の安全に対する不法な行為の防止に関する条約等）関連

・船員問題（船員の傷病死、遺棄船員、事故等における船員の扱い等〉

・HNS条約（危険物質および有害物質の海上輸送に伴う損害についての責任および補償に関する国際

条約：未発効）の実施　等

圏Technical　Co－operation　Gommittee…技術協力委員会

　技術協力活動や技術協力プロジェクトの実施に関する問題を検討、1969年に設置

　・海事および港湾保安国際プログラムの継続

　・各種訓練機関への支援　等

■Facilitation　Committee…簡易化委員会

　国際海運における貿易手続きに関する問題を検討。1972年設置。

　・EAL条約に付随する諸問題

　・船積み決済の電子化　等

＜小委員会＞　MSC・MEPCの下部組織として專門的な事柄を検討

　。Bulk　Liquids　and　Gases（BLG）ばら積み液体およびガス小委員会

　・Carriage　of　Dangerous　Goods，　Solid　Cargoes　and　Containers（DSC）

　　危険物・固体貨物およびコンテナ小委員会

　。Fire　Protection（FP）防火小委員会

　・Radio－communications　and　Search　and　Rescue（COMSAR）無線通信・捜索救助小委員会

　・Safdy　of　Navigation（NAV）航行安全小委員会

　・Ship　Design　and　Equipment（DE）設計設備小委員会

　●Stability　and　Load　Lines　and　Fishing　Vessels　Safety（SLF）

　　復原性・満載喫水線および漁船の安全小委員会

　。Standards　of　Training　and　Watchkeeping（訂W）訓練・当直基準小委員会

　・Flag　State　lmplementadon（FSI）旗国小委員会

せんきょうル砂2005纏25



㌍灘幽幽コ1

騨魏曲董蠣翰醜鍵吻

　　　　ワシントンが真夏の太陽のように真っ赤に燃え

　　　ている。今春、モントリオールから当地ヘフラン

　　　チャイズを移した新生MLBチーム「Nadonals」

　　　（通称；Nats）がワシントン子を熱狂させる異変が

　　　起きている。

　　　　歴史を紐解くと、当初MLBは米国東岸地区がフ

　　　ランチャイズの主流であり、チームの数も限られ

　　　ていた。1950年代後半に「Go　west　1」のゴールド

　　　ラッシュの如く西部を目指す東部NY地区の有力チ

　　　ームがフランチャイズを加州のロサンゼルスやサ

　　　ンフランシスコへ移籍した。日本人プレーヤーの

　　　MLB進出の礎を築いた野茂投手が最初に所属した

　　　LAロジャース、シーズン最多ホームラン記録保持

　　　者ボンズ選手のSFジャイアンツはNYからの移転

　　　組みである。

　　　　60年代前半にはワシントンの首都圏もMLB拡大

　　　期時代の流動化の波に洗われた。首都に相応しい

　　　チーム名を背負って活躍した「Senators」（上院議

　　　員）が中部ミネソタ州へ転出し、現ツインズに名

　　　前を変えた。新設の同名チームがその空席を直ぐ

　　　に埋めたが長続きせず、70年代に入ると今度はテ

　　　キサス州へ転出し、現レンジャーズとなった。爾

　　　来34年間、隣町のボルチモアを本拠とする「Orr

　　　oles」（オリオールズ）が首都圏の空白を埋めてきた。

　　　そんな事情から新生Natsの誕生は容易ではなかっ

　　　た。

　　　　MLBは現在2リーグ・3地区制の下でアメリカ

轟ンリーグの14チームとナショナル1’一グの16チー

藝1　　　ム、都合30チームの運営組織体である。地区別で

1醗1繋撫瀦㌫1野聖鷺
1誌一一…一饗
賑＿騨＿撚牒＿、議
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ポーズをMLBが1，2億ドルで買収し暫定オーナー

となった。その後、同チームの再生を目指すフラ

ンチャイズ問題は幾つかの有力候補地から首都ワ

シントンへ絞り込まれた。暫定オーナーのMLB

と誘致を目論むワシントン関係者や既得権益の侵

害を訴えるオリオールズのオーナーとの交渉が難

航した。最終段階でDC議会の誘致検討委員会が

MLBとの弱腰交渉の汚名を懸けられたワシントン

市長主導のフランチャイズ提案に対して再交渉に

乗り出した。これを受けたMLBが譲歩する形でワ

シントンが本決まりとなったのは今シーズン開始

間際の春先であった。

　Natsは三重苦を抱えて出発した。フランチャイ

ズの移転に成功したMLBは依然暫定オーナーとし

て留まり、欠損が奉加帳方式でMLBの他球団ヘツ

ケ回しされるから経費節減に躍起である。NYヤン

キースのような有力選手の獲得はNatsの選手補強

には望むべくもなく、選手の年俸総額も30球立中

最下位クラスにある。球場はサッカー場のRFK

（Robert　E　Kennedy）スタジアムを急遽改造。球

団を支える肝心のファン層獲得の成否もオリオー

ルズの固い歴史的地盤の中で未知数。苦難の船出を

するNatsに明るい未来を描くものは多くはなかっ

た。

　物事は計算通り運ばないから面白い。Natsもそ

の例外ではなかった。4月14日、ブッシュ大統領が

RFK球場でホーム開幕の始球式を勤め、新生Nats

の本格的ペナントレースが始まった。最初のホー

ムゲーム三連戦ではアリゾナに三連勝し、その時

点で8勝4敗の好スタートを切ったが、エクスポ

ーズ時代のイメージが付き纏い、そのまま快進撃



が持続するという甘い予想をするものはいなかっ

た。4月は24戦13勝11敗、5月は28戦エ4勝14敗とな

り、勝率5割台を辛うじて維持した。ところが6

月は瞬く間に10連勝の快進撃を演じた。月が終わ

ってみれば26戦20勝6敗と7割6分台の高い勝率

を残した。僅か2ヶ月余りでNatsが古いイメージ

を脱ぎ捨てた瞬間であった。爾来、Natsはナショ

ナルリーグ東部地区の首位を快走している。

　地元球団Natsの快進撃の他に、人一倍苦労をし

てMLBに這い上がってきた大家投手がエクスポー

ズ時代に続きNats残留・活躍する姿に筆者は心地

好さを感じていた。不幸にもNatsの6月攻勢の最

中に大家投手事件が起きた。大家投手が先発した

ゲームの4回表にピンチを迎え、Natsのロビンソ

ン監督がマウンドに登った時、続投を望む大家投

手の魂とチームの勝利に腐心する監督の思惑との

問で激しい火花が散った。野球も組織である以上、

管理者が絶対権力者である。大家投手はこの回で

降板した。両者の後遺症が大家投手への制裁金と

他球団へのトレードを惹起した。大家投手事件の

試合からNatsが破竹の8連勝とは何と皮肉な話で

ある。

　新チームの発足に当たり球団イメージ戦略をど

う組み立てるかが重要だ。首都ワシントンは政治

都市だから不偏不党戦略も同じく肝心なポイント

である。種々検討の末、Natsのチームカラーは「レ

ッド」に決まった。アウェーのゲームでは「ブル

ー」主体のユニフォーム着用となった。実はNats

「レッド」は共和党カラーと同色であり、Nats「ブ

ルー」は民主党カラーと類似するものである。帽

子のロゴは「W」をあしらっている。「W」はWash一

野灘灘灘職禰繍照

　　　　　　　鉱謹

ingtonの「W」であることは間違いない。しかし、

George　W　Bush大統領のミドルネームの「W」と

解釈する向きもあり、その代替として民主党支持

者には「DC」のロゴ入り帽子を用意する周到さも

見せている。

　Natsファンには共和党と民主党双方の支持者が

いる。球場で真っ赤な「W」のロゴ入り帽子を体

の一部のように被っている人は無党派の熱狂的フ

ァンか共和党支持者である。帽子を片手に持つな

り、借り物のように帽子を斜めに被る人は先ず民

主党支持者と分かるという尤もらしい話が伝えら

れている。民主党を支持するNatsの熱狂的ファン

は「試合が始まればきっちり帽子を被って応援す

るが、一歩球場の外に出たら絶対Natsの赤い帽子

は被らない」という。政治都市ワシントンでしか

話題にならない面白い光景だ。

　ペナントレースの消化が半ばに差し掛かった7

月に入ってもNatsの快進撃は留まるところを知ら

ない。Natsファンは早くもワールドシリーズ決定

戦への参加切符を手に入れたような喜びようだ。

暑いインディアンサマーの到来と共にNatsカラー

がいま真っ赤に燃え上がっている。

　Natsのオーナーに名乗りを上げる買収提案が9

件も暫定オーナーのMLBに寄せられおり、新しい

引き合いはエクスポーズ買収額1．2億ドルに対して

3億ドルから4億ドルの範囲に収まり、僅か数年

で3倍近い値がついた格好だ。Natsの球団所有権

　　　　　　　　　　　　　　　慧d

　　　　　　　　　　　　　　　諜慧＿＿＿運
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三社／荷主業界が定航海運を巡る諸問題について意見交換

　　　一第3回目ンテナ・シッビング・フォーラム開催一

　定航海運を巡る最近の国際情勢や今後の需給動向．

につき、日本発着の定航船社・関係荷主が対話を行

うコンテナ・シッビング・ラォーラム（主催：日本

海事新聞社）が、当協会と日本荷主協会の協力の下、

2005年6月16日に東京で開催された。3回目となる

今回のフォーラムでは、日本・中国・アジアのコン

テナ物流の動向等に関して国土交通省海事局、船社、

荷主それぞれの代表による講演と意見交換が行われ

た。　　　　　　　　　　　　　　（企画部：山上） ▲第3回コンテナ・シッビング・フォーラムの模様

「海運統計要覧2005」の発行について

　当協会では197G年より毎年、内外の海運に関する諸統計

をはじめ一般経済や主要関連産業の各種統計資料を幅広く

巧某録した「海運統計琴覧」を作成し・海運関係者はもとよ

り広く一般の方々の参考に供．しておりますが、今般2005年

版を発行いたしました。

　構成は以下の通りとなっています。

［項　目］

I
H
皿
W
V

船　　腹

船舶の建造と消失

海上荷動と海運市況

輸送活動

コンテナ輸送

V［企業財務

珊　内航海運

冊　港湾関係

双　船員関係

X　関連産業の動向

　なお、本書は1部1，000円（税込、送料別）にて実費頒布

致しますので、購入をご希望の方は以下までお問い合わせ

ください。

海蓬内旨婆覧．
2005

目本．船主協会

○　本件に関するお問い合わせ先：

　　社団法人　日本船主協会　総務部（統計出版担当：高橋（裕））

　　　　　　　〒TO2－8603　東京都千代田区平河町2－6－4（海運ビル）

　　　　　　　tel：03－3264－7188　fax：03－5226－9166　E－mall：mem＠lsanetorJp

（総務部：高橋（裕））
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　　　　　不正薬物の押収量は依然増加傾向
平成16年置不正薬物・鉄砲の密輸入の動向「白い粉・黒い武器レポート」一

　財務省関税局監視課は、このほど平成16年の不正薬物および銃砲の密　1灘灘　　　鱗

輸入の動向についての報告書「白い粉・黒い武器レポート」をまとめたQ　　『
　政府は、麻薬、覚せい剤等の不正薬物の青少年層への浸透や、けん銃
を使用した凶悪事件の発生が大きな社会問題となっており、昭和20年代

後半、昭和50年代後半に続く第三次覚せい剤乱用期にあるといわれてい
るなど極めて憂慮すべき状況下にあるとして、平成ユ0年5月「薬物乱用

防止五か年戦略」を策定し、不正薬物に対する強力な取締り、国民の理
解と協力を求めるための広報啓発等の施策を推進していた。
　しかし、平成10年から15年までの5年間で、覚せい剤の押収量、検挙
者数が引き続．き高い水準にあり、依然として相当量の覚せい剤が流入し

ているとみられることから、第三次覚せい剤乱用期が未ぢ終息してない
との認識に立ち、平成15年7月「薬物乱用防止新5ヵ年戦略」を策定し　・　　　。、
たQ

　また、政府は、平成15年9月には「世界一安全な国、

嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本」の復活を目指し、「犯罪対策閣僚会

議」を開催し、同年12月に「犯罪に強い社会の実現のための行動計画」を策定、関係省庁が一体

となって総合的対策を講じている。

　財務省関税局・税関においては、不正薬物・鉄砲等の社会悪物品の水際取締りを最重要課題の
一つとしており、当協会をはじめ密輸に利用される可能性のある船舶、航空機、商業貨物等に関

係する団体等とも連携し情報収集に努めている。

　同報告書によると・平成16年の不正　　　　　　　主な社会悪物品の摘発実績
薬物の密輸入につ．いては1摘発件数が
562件、押Jl又量ζよ覚せレ》剤・大麻等カミ1，358

kg、錠剤型薬物が42万9千錠となり、

依然大量押収傾向が続いている。

　また、銃砲については、密輸入摘発

件数が4件、押収量が5丁となった。
　平成16年の密輸入事犯の主な特徴と
しては、

①覚せい剤・大麻等の押収量が2年．
　連続して1トンを超えたこと（過去
　3番目）

②大麻、MDMA等錠剤型合成麻薬お
　よびコカインの押収量が過去最高を

　記録したこと

③不正薬物の摘発件数が平成15年に
　続き増加したこと（過去2番目）

④覚せい剤およびMDMA等錠剤型合
　成麻薬の摘発件数が過去最高を記録
　したこと
等が挙げられるとしている。

　　　　　　　　　　（所務部：宮坂）

　関係各位においては、船舶が密輸入に
利用される可能性があることにご留意頂
くとともに、関連する情報を入手された
場合には「密輸ダイヤル（0ユ20－461－961：

シロイクロイ）」への通報をお願いいたし
ます。

（担当：宮坂／Tel：03－3264－7177）

　　　　　年種類

平成12年 平成13年 平成14年 平成15年
　　　r　－・一一一　．－冒－

ｽ成16年i前年比

覚ぜい斉1」 件
k
g

57
W86

42
Q02

20
S08

76
R27

1031136％385目18％

大　　麻
件
k
g

303
S85

214

V9ア

276
S76

355
A66 lll　i罷

大麻草
件
k
9

217
R43

166

V44
191

Q61

233
S36

242：10496　　「

T97113796

大麻樹脂
件
㎏

86
P43

48
T3

85
Q15

122

R30 72159％Q91i88％

ヘロイン
件
k
9

14
U
1
1
5

15
P9 9
5

313396
Oi　O96

コカイン
件
k
8

12
V
7
1
8

12
P4

1
］
0

19ロア3％　幽

W3：715倍

あへん
件
k
g

5
5
2
8
3
2
2
4
61300％
P…27％

MDMA 件
干
錠

36
W5

45
P18

35
P72

43
R68 54目26％
Sαi109％

向精神薬
件
千
錠

89
U2

96

№

89
U0

5B
P6 63口09％

Q7臼65％　幽

合　　計

黶D一．．匿「一」一一

Q考（出品

件
k
g
千
官
一
一
－
冒
7
万
回

　516P1389
@147一一一一－．一一一

R，261

　417
P，030

@208一．匿一一．．．．

kOO7

　450@918
@233冒一一一．一匿匿7

P，884

　554
P，104

@385－．一一．τ7’一

k597

　562目01％
P．358口23％

@429口11％，　一　匿　．　一　一　一　．　．　■1一　7　’　一　一　一　一　．　．　．

Q，015i126％

銃　　砲
件
丁

　9
P23

2
2
1

8
］
3

9
1
2

41　44％
T142％

鉄砲部品
件
点 0
0

2
1
2

3
4

7
1
3

1：　1496
Pi　8％

（注）1，数字は摘発ベースのものであり、税関が摘発した密輸事件に係る押収璽の他，
　　奮二等他磯関が摘発した事件で税関が当該事件に関与したものに係る押収里を
　　含む。
　§：観i輪軸鰭蹄驚画法坐雛購灘錺小謡を示す．

　書：三尊鰹賜騨縄叢雨豊麗雍i轟臥たものである．（覚せ
　　い剤10．03g、大麻草：0．5g、大麻樹脂：0．1g、ヘロイン：0．01g、コカイ
　　ン；0．03g、あへん：0．3g、　MDMA及び向精神薬：1錠）
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1嚢箋日本とインドネシアの首脳会談において「海

iii欝1洋問題に関する日インドネシア共同発表」が

　　行われ、マラッカ海峡の海賊問題等について

　　協力を強化することが謳われた。

；；蜜；；国土交通省は、第11回「水先制度のあり方に関

；涯lilする懇談会（座長・杉山武彦一橋大学学長）」

　　を開催し、同懇談会の最終報告を取り纏めた。

　　今後は、同懇談会報告に基づき、関係者が連

　　携して新制度の具体化に向けた取組みを的確

　　かつ円滑に進め、次期通常国会への法案提出

　　を目指すこととしている。

　　（P．9海運ニュース参照）

旧著i国土交通省は、2004年7月1日現在の日本商

1こ旧き船隊船腹量調査結果（対象265社）を発表した。

　　それによると、2000総トン以上の外航貨物船

　　は1896隻（前年比23隻増）、このうち日本籍船

は99隻（前年比4隻減）となり、100隻を割り

込んだ。また、日本無毒のうち国際船舶は91

隻　（4隻減〉、承認船員配乗船は47隻（14隻増、

増加傾向）であった。

灘M際幽幽委員会（蜘がロ
羅麟（P．7海運ニュース参照）

織

田議i国際船級協会連合（IACS）は、タンカー、バル

li臼liカーの船体に関する共通構造規則（CSR）の採

　　択・発効スケジュールなどについて合意した。

鍵麟第2回アジア荷主会議（主催：日本荷主協会）

i｝繭liが神戸で開催され、当協会は昼食会を主催し、

　　東京船舶・平山社長および当協会園田企画部

　　長が出席し、荷主側出席者と対話の機会を得

　　た。

i菖霧当協会は、8項目からなる規制改革要望を「規
i馨i制改革，民間開放推進劉｝こ提出した。

1葱i当協会は第58購醗会をβ思催した・

一編：ii（P．1特別欄参照）

賛墜国土交通省は、IMOのMARPOL条約附属書IV

ll田鍵改正に伴うふん尿等の排出・排出防止設備等

　　の規制に係る政令案を公表した。本年8月1

　　日施行予定。

漕縮構西熊惣諮毒繊盤，

　　が東京にて開催された。

　　（P．28囲み記事参照）
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1
｛
影

⑱　海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律：

　　施行令の一部を改正する政令（政令第209号、

　　平成17年6月王0日公布、平成19年4月1日施

　　行）

　　　棟情書溺要望書．r

提出日　 6月27日

宛先規制改革・民間開放推進室

件　名　海運関係規制改革要望

＠　港湾法施行令の一部を改正する政令（政令第

　　213号、平成17年6月15日公布、平成17年7月

　　1日施行）

㊥　海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律の

　　一部を改正する法律附則第二条等の期間を定

　　める政令（政令第218号、平成17年6月22日公布、

　　平成17年8月1日施行）

⑱　海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律

　　施行令の一部を改正する政令（政令第219号、

　　平成17年6月22日公布、平成17年8月1日施

　　行）

㊨　港則法施行規則の一部を改正する省令（国土

　　交通省令第70号、平成17年6月27日公布、平

　　成17年11月1日施行）

㊨　無線設備規則の一部を改正する省令（総務省

　　令第105号、平成17年6月28日公布、平成17年

　　7月ユ日施行）

㊨　海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律

　　施行規則等の一部を改正する省令（国‡交通

　　省令第74号、平成17年6月30日公布、平成i7年

　　8月1日施行）
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霊湯運謬言

　　　　　（単位；1θ億円）　　2．

十一 。

了　わが国貿易額の推移

ド．葛丼舘．「、駄嶽．．rま．1撚1．灘嬢、；再

輸　出 輸　入
前年比・前年同期比（％）

年　月 （FOB） （αF） 入㈲出超
輸　出 輸入

1990 41，457 33，855 7，601 9．6 、6．8

1995 41，530 31，548 9，982 2．6 12．3

2000 51，654 4D，938 10，715 8．6 16．1

2001 48，979 42，415 6，563 ▲5．2 3．6

2002 52，109 42，228 9，88〒 6．4 △0．4
2003 54，548 44，362 10，186 4．7 5．1

2DO4 61，耳82 49，177 12，005 12．2 1D．9

2004年6月 5，289 4，146 1，143 19．4 15．5

7 5，308 4，］74 1，134 14．3 8．3

8
4，783 4，210

573 10．5 18．5

9 5，463 4，231 1，232 12．4 12．5

モ0 5，472 4，318 1，155 ］1．7 12．7

召 5，マ56 4，557
598 マ3．4 28．1

12 5，395 4，258 1，「37 8．8 11．0

2DO5年］月 4，412 4，2耳8
194 3．2 11．4

2
4，B47 3，757 1，090 1．7 11．4

3 5，776 4，657 1，119 6．1 7．7

4 5，506 4，548
958 7．8 12．8

．
5

．4，796． 4，502． 294 1．4．． ．18．7

（注）　財務省貿易統計による。

3．不定期船自由市場の成約状況

対米ドル円相場の推移（銀行間直物相場）

年　月 醐）平均 最高値 最安値

1990
144．81 124．30 160．10

1995 94．06 80．30 104．25
1999 113．9］ 111．28 116．40
2000 107．77 102．50 114．90
2001 121．53 113．85 131．69
2002

125．28 115．92 134．69
2003 、15．90 107．03 120．81

2004 108．17 102．20 114．40

2004年7月 109．36 107．90 112．08
8

110．36 109．15 111．70
9

109．96 109．22 m．20
10

108．92 106．13 111．10
1
1 104．93 102．40 106．98
12

103．84 ］02．20 105．28

2005年1月 103．21 102．15 104．57
2

104．88 103．63 105．73
3

105．31 104．10 107．35
4

107．36 105．78 108．68
5 106．9］ 108．08 104．68
6

108．63 斗10，．S0 106，82．

（単位：千M／T）

区分 航 海 用 船

定期 用船

△
シングル

（品　目 別 内　訳）

年次

口　計 連続航海 航　　海
石　炭 穀　物 砂　糖 鉱　石 スクラップ 肥　料 その他

Trip Period

1999 141β21 1β04 15G，481 56，184 30，686 3，274 57，309
235 lI709 1，082 149，ア34 39，581

2000 146，643 2，182 144，461 46，549 26，147 4，576 67，431
198 182

1，551 170，032 45，021

2001 154，005 3，063 150，942 52，324 16』
C789
7，288 72，177

472 978 914 15G，154 38，455

2002 132，269
978 13i　291 43，406 15，182 5，853 65，105

442
1，054

249
184，890 50，474

2DO3 99，655 1，320 98，335 30，722 6，097 3，657 57，001
248 438 172

208，690 81，721

2004 83，398 2，414 80，984 31β75 5，621
700 41，394

596 690 108
250，386 59，906

2004　10 4，721
0 4，721

11935 546 24 2，090
68 58 0

22，743 6，659

1
1 4，809

0
4，809 ］，510

267 31
2，997

0 4 0
19，318 7，998

］2 4，830
0
4，830 2，007

261 45 2，465 50 2 0
17，106 4，576

2005　1 7，510
345

7，165 3，131
297 77 3，600

60 0 0 22，2］5 4，779

2 5，281
310

4，971 1，977
273 0 2，720

0 2 0 22，311 6，594

3
6，200

600
5，600 3，585

150 14 1，820
0 32 0

24，317 7，773

4 4，322
0
4，322 2，328

170 o 1，820
0 4 0 21β7］ 5，549

5
6，407

0 6．，407 1，828
282 0

4，217
80 0 0

19，684
11844

6 母，95フ
670 8，287 3，026

328 0 4，8フ4 55 4 D 16．，701 1，902

（注）①マリタイム・リサーチ社資料による。②品目別はシングルものの合計。③年別は暦年。
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炉　　　　鷲　　　寡

．4aD

300

脚

100

0

原油（ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／西欧｝

ペルシャ湾／日本．1

．
△
1

　べ．　lL

^
7
’
’

’

猟
　
！
　
　

　　　「

O寸 ～
L

、、　　　、、

@　コ

．
1
’
〆
’

h　『漕、ペルシヤ湾／欧米．v Y、

2000（年｝　　　200】．． 2002．　　　2003 2qo4．
臼巳05．．

咽。　｝品レ1

300

200

10．n

σ

BD

60

40

20

o

穀物（ガルフ／日本・ガルフ／西欧）．

．．

｢

．
ガ
．
．
／
．

．2000爾 2001．　　　　2002　　　　．2003 2的4 ．2005．．

｝
0
レ
0

ド
ー

0
．
3

60　．

40

20

．o

4，原油（ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／欧米）

ペルシャ湾／日本 ペルシャ湾／欧米

月次
20D3 2004 2005 2003．

2004 2005

最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低
1
161．00102．50 152．50　87，00 85．00　59，50 120．00　75．00 127，50　82．50 77，00　62，．50

2
132．50　67，50 159．00102．50 167．50　75．00 117，50　65，00 132．50　87，50 140，00112．50

3
160．00105．00 117．50　70，75 137，50　75，00 145，00　85．00 112，50　60，00 IO2，50　ア5，σ0

4
137，50　52．50 110．00　77、50 96，00　80．00 97．00　45，00 87，50　67．50 90．00　72，50

5
109，50　42，00 125、00　71、25 90．00　62．50 99．00　50．00 100，00　69．50 88，25　62．50

6
90，00　56，00 135．00114．00 一

70．OD　52，50 112．50　87．50 一
7

63．75　45．00 148．00120．00 54，00　42，50 123，00　95，00
8

68，00　41．00 121．00　97．50 57．50　40、00 102，50　87．50
9
135，00　70，00 15フ．50　83，50 日5，00　50．00 145．OD　．75，00

10
78，00　42，50 290、00156．00 90，00　47，50 225．00117．50

1
1 152．50102．50 350，00265．00 126，50　75．00 255，00167．50
12・ 1600013375 31000　8500 13750　9500 22500　9750
（注） ①日本郵船調査グループ資料による。 ②単位はワールドスケールレート。 ③いずれも20万D／W以上の船舶によるもの。
④グラフの値はいずれも最高値。

5．穀物（ガルフ／日本・ガルフ／西欧） （単位：ドル／トン）

ガルフ／日本 ガルフ／西欧

月次
2004 2005 2004 2005

最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低
1

　 60．50　　59．75 一 一2
73．GO

一 一 　3
72．50

一 一 一4
　 一 一 一5

　 一 一 一6 3ア．00
一 一 一

7
50．00　　46．50 一8 53．75

一9
一 一10
59．00

一1
「 62．50

一12 6100
一

（注）①日本郵船調査グループ資料による。②いずれも5万D／W以上8万D／W未満の
　　船舶によるもの。③グラフの値はいずれも最高値。
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　　…石炭．ぐオ「ネ輩うり薯：／嘩鴎｝尊鉄鉱石．（ブ戸￥ルイ中甲：・1ブラジル／牽欧）．．
．〔トル｝：．．

ﾃ0

．．． Tσ

．3．

．．20．

．10．

．0．．．

　　20DO〔年｝．　　2001．：　　．鍋0セ．．．．

鉄鉱石．
D（ブラジル仲国）．．．

P．　．．’1．5　．’冒　　　．置　．
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6，石炭（オーストラリア／西欧）・鉄鉱石（ブラジル／中国・ブラジル／西欧） （単位：ドル／トン）

オーストラリア／西欧（石炭） ブラジル／中国（鉄鉱石） ブラジル／西欧（鉄鉱石）

月次
2004 20D5 2004 2005 2004 2005

　　　　最低日古取向

最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低
1
39．70　　35．00 一

46．50　　34，DO 40．00　　12，50 26．00　　22．00 19．75　　16．00
2

32．00 一
50．DD　　35，DO 36．00　　33，DO 26．DO　　20．75 Pρ．OD　　〕7、25

3
31．65 27．00 40．OD　　35．50 39，25　　34．75 19．00　　17．25 16．20

4
一 一

35．00　　32．50 38，50　　34．00 18．00　　15．25 24，25　　22，75
5

18．30 一
26．50　　25．00 33，40　　21．50 14．75　　11．30 20，50　　｝3，25

6
一 一． 28．00　　22．90 ｝ 13．50　　8．25 ｝

7
一

32．00 18．90　　16．90
8

一
34，50　　10，20 19．OD　　14．90

9

一
37，55　　30，00 18．25　　14．50

10
27．50 40，00　　33，25 一11
41．00 45．80　　40，00 一12
一

50．6D　　41，80 27．10　　22．50

（注）①日本郵船調査グループ資料による。　②いずれもケープサイズ（14万D／W以上）の船舶によるもの。

　　③グラフの値はいずれも最高値。

7タンカー運賃指数
タ ン 力 一　　運 賃 指 数

月次
2003 2004 2005

VLCG 中型 小型 H・D H・C VLGC
Suez Afra Handy Clean VLCC Suez Afra Handy Ciean

1
98．6 161．9 165．6 266．3

23L3 133 25D 289 386 287 80 170 210 307 322
2 133．3 180．9 1B6．8 267．1 245．6

132 178 215 355 326 135 165 181 233 267

3
4
5

114．0
P28．6
V9．8

224．9
Q40．2
P50．4

275．6
Q94．0
Q17．7

290．0
Q90．0
Q0D．0

273．4
R28．2
Q94．3

132
X6
X5

153
P41
P37

182
P40
P64

238
Q04
Q01

323
Q10
Q35

96
W5
V5

162
P24
P37

195
P57
?X1

255
Q12
Q71

289

Qア4
Q53

6 85．4 156．2 200．9 235．0 231．1
119 149 193 233 256

7 50．6 110．5 132．9 250．0 221．0
127 156 187 243 240

8 52．8 1032 167．7 197．5 221．1 107 155 169 219 217
9 58．4 92．1 138．2 208．9 233．］

103 154 163 229 226
10 57．9 120．4 153．3 202．0 180．0

195 285 355 320 263
11
70．4 158．4 164．0 258．3 2］3．3

276 342 374 433 390

τ2 125．5 278．9 3325 29G．0 28a6 2τ6 240 268 3ア8 367

平均 B7．9 164．8 202．4 246．3 246．8 144．3 195．0 224．9 286．6 278．3

（注）①2003年までは「Lbydls　Ship　Manager」、2DO4年からは「Lloydls　Shipphg　Economist」による。②タンカー運賃はワー
　　ルドスケールレート。③タンカー運賃指数の5区分については、以下のとおり（～2003）⑦VLCC：15万トン以上◎中型：7万～
　　15万トン⑪小型：3万～7万トン㊤H・D；ハンディ・ダーティ；3万5000トン未満㊨H・Gニハンディ・クリーン：全船型。（2004

　　～）⑦VLCC：20万トン以上◎Suez：12～20万トン⑳Afra：7～12万トン◎Handy：2．5～7万トン㊨Clean：全船型
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8，貨物船定期用船料指数
2002 2003 2004 2005

月次
総合指数 BD［ 総合指数 B団 総合指数

BDI 1．2万～

Q万
2万～
R，5万

3，5万～

@5万
5万～
W．5万

8，5万～ 総合指数 BDI

1 89 889 185
1，733 553

4，539
686 656 577 846 680 677

4，471
2 73 915 156 1，669 B13

5，290
899 579 531 711 711 715

4，511
3 102

1，073
151 11802 615

5，122 432 550 650 766 705 565
4，685

4 104
1，085 203

2，081
558
4，635 圏 588． 580 760 635 624 4，810

5 93 1，034 290
2，317 533

3，452 一

579 526 544 545 552
3，737

6 95 LO35 304 2，135 401
2，762 2，586．

7 99
1
0
0
5
　
噛

273
2，238 478

3，971
8 113 992 276 2，322 562

4，180
9 125 11063 294 2，46ア 514

4，214
10 114 1，063 337

4，477
503
4，602

1
1

140 1，163 309
4，046 544

4，264
12 154

1，163 360 4，539 701
5，176

出所：

　（注）

「Lloydls　Shlpping　Economist」

①船型区分は重量トンによる。

②用船料指数は1985年＝100。

③BDr（Baltlo　Dry　lndex）は月央値。

9．係船船腹量の推移
2003 2004 2005

月次 貨物船 タンカー 貨物船 タンカー 貨物船 タンカー
隻数 千G／T『二D／W 隻数干G／1「千D／W 隻数千G／T千D／W 隻数千G／丁干D／W 隻数干G／丁千D／W 隻数千G／T干D／W

1
2
3
4
5
6
　
フ
8
9
0
1
2
　
　
　
　
　
　
　
　
　
1
1
1

241
Q36
Q37
Q32
Q24
Q15

Q26
Q15
Q13
Q03
Q09
Q07

118591，958
P18651，911
P．77011791
P．6871，720
p，52511555
P，4411，513

k5561，719
P．4771β33
P．40711534
P．27311383
P．320L406
P，308、，386

43　　　905　L838
S4　　　74ユ　11488

S5　　　485　　　940

S4　　　361　　　706

S6　　　525　　1，016

S8　　　527　1，0］9

S8　　　524　1，0，4

T0　　　786　　1．569

T0　　　784　　1．567

T3　　　7D9　　11414

T2　　　706　　1140フ

T1　　　705　1，407

205　1，3亙7　L350
Q06　　11236　　1、279

P88　　1，「56　　11234

P81　L101　1，232
P75　1，041　1、178
P68　　　935　　1，057

P66　　　902　　1，006

P59　　　900　　1，008

P46　　　802　　　881

P55　　　882　　　934

P38　　　813　　　87ア

n38　　　811　　　877

53　　　287　　　489

T1　　　286　　　490

T6　　　300　　　509

T5　　　163　　　256

T4　　　145　　　224

T5　　　142　　　218

T2　　　…3｝　　　204

T0　　　　130　　　　199

S7　　90　146
S3　　　103　　　148

R8　　113　　，62
R9　　　143　　　218

13B　　　779　　　830

P4フ　　　766　　　813

P37　　　733　　　797

P30　　　670　　　765

P28．　6401

35　　　　τ35　　　209

R2　　96　142
R3　　　147　　　229

R5　148　231
D　　　　　103．　　15〔｝．

（注）インフォーマ発行のロイズ・インアクティブベッセルズによる。
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　週末は、川のほとりを歩くことにしている。家

の近くに江戸川が流れている。週末になると、近

くの上流側の橋から下流側の橋まで6km、行くと

戻って来なければならないため、つまり12km歩く。

2時間はかかる。ひたすら歩く。ストレス解消法

と意気込んでいるわけではないが、汗が出て爽快

である。おまけに体重も減るかと期待しているが、

終わると冷たいビールが待っているため、こちら

の効果は一向に上がらない。

　田舎だ。埼玉県の東部、国道4号線のバイパス

の近く、道路脇に東京から42kmという表示が埋め

られており、高橋Qちゃんの走る距離である。周

りは田んぼで、田植えが終わり、水面の蛙の声が

うるさい。バブルの絶頂期に家を手に入れる羽目

になってしまい、ここまで来たわけである。因み

に、お盆や正月には人通りが増える。隣人に聞け

ば、帰省の人たちだそうだ。そんなところなので、

同僚に遊びに来いと誘うと、交通費と日当を払え

と言われる。

　川のほとりに立つと、北の方向、遠くに日光・

男体山、右手に筑波山、左手に富士山が見える。

江戸川も相当上流の方で、利根川との分岐点に近

い。河川敷にはラグビー場があり、週末は若い選

手たちで賑やかになる。某大学の滑空場もあって、

白いグライダーが飛び交う。

　歩き始めると、この一週間に起きたことを思い

出してしまう。たまには楽しいこともあるが、ほ

とんどは反省ばかりである。人間、なかなか成長

しないものだ。それでも、周りの景色の中、水の

流れを目に入れると心が和む。美空ひばりさんの

歌ではないが、川の流れのように穏やかにこの身

を任せていたい心境になる。やれやれ今日も歩き

通した。さあ、また一週間頑張ろう。自分に言い

聞かせて家に戻る。

日本船主協会　常務理事　梅本　哲朗

…一一一　一一・　・ ﾒ集委員名簿・・一一一・・一一一・・一一一　編集後記一一一一

第一中央汽船

飯野海運
川崎近海汽船

川崎汽船

日本郵船

商船三井

三光汽船

三洋海運

新和海運
日本船主協会

総務グループ次長

総務グループ広報・旧室

総務部副部長

「R・広報グループ情報広報チーム長

調査グループグループ長代理兼コンテナ・港湾調査チーム長

広報室マネージャー

社長室経営企画課長

総務部副部長

総務グループ次長総務法規保険チームリーダー

常務理事

常務理事

海務部長

企画部長

総務部長

手務部労政担当副部長

男
也
啓
敦
記
二
己
樹
均
虚
弱
牧
一
晃
介

和
達
　
　
俊
謙
秀
正
　
哲
保
　
裕
　
俊

藤
川
岡
山
高
野
藤
井
　
本
村
田
田
上
脇

細
石
廣
高
大
鹿
遠
荒
森
梅
植
半
園
井
山

　予報によると、今年の夏も昨年ほどでは

ないそうですが暑くなるとのこと。暑さは

辛いですが、梅雨明け後の夏の到来は毎年

ながら嬉しいものです。

　さて今月号より国際海事関係機関を紹介

する新コーナーも到来7致しました。弊誌

では常々国内外の会議レポート等を記事の

中心としておりますが、その内容の専門性

は勿論のこと、多くの機関（そしてその略

語）が存在し、ちょっとしたhelpがあった

ほうが良いのでは？という素朴な考えから

始まったこのコーナー。beginnerの方には

理解の手助けに、業界通の方には基本の再

確認？とでもなれば幸いです。

　　　　　　　　　　　　　　　（MN）

せんきょう7月号　No，540（VoL　46　No．4）

発　行鍵平成17年7月20日

創　刊麟昭和35年8月10日

発行所鍛社団法人　日本船主協会

〒102－8603東京都千代田区平河田J2－6－4（海運ビル）

TEL，（03）3264－7181〔糸怠矛勢音5（広幸侵）〕

編集・発行人麟梅本哲朗

製　作鯵株式会社タイヨーグラフィック

定価麟407円（消費税を含む。会員については会費に含めて

　　　購読料を徴収している）
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　　　　　　　　　手凝

繋。、雛灘

　　　　　　　　　贈・澱傍

無蛍

厄燦　　、

　ぱきと　げにじ

蟻…羅

晒・　　　　　　　　槻機選鵬．鷲織．

　四方を海に囲まれ、資源小国・貿易立国であるわが国にとって海運は国の存立にかかわる重要
産業ですが、わが国海運業は、諸外国との競争において税制の上で大きなハンディキャップを負っ

ています。

　欧州先進海運国は、船舶のトン数を基準に法人税額を算出するトン数標準税制を相次いで導入

し、企業がこれを選択的に採用できるようにすることにより、海運業所得に対し大幅な減税を行

い、自国海運の維持・発展を図っています。例えば、イギリスでは、海運の果たす役割の重要性

から、海運業への実効税率は他産業の1／10程度ときわめて低くなっていましたが、さらにトン数

標準税制の導入によって、その半分程度に軽減し、自国海運を強化しています。

　産業と国民生活の基礎を支えるわが国海運を維持していくため、税制上の競争条件を諸外国と

同一にしていただきたい、というのが私たちの切なる願いです。

　海運税制の充実・改善は、小泉内閣の構造改革が目指すわが国産業・経済の競争力の強化に資す

るものと、私たちは考えます。

トン数標準税制の導入国

導入済み
オランダ、ノルウェー、ドイツ、イギリス、スペイン、ギリシャ、デンマーク、フランス、

Aイルランド、ベルギー、インド

導入決定済 米国、韓国

税 顧

⑨

う　詰タト国　こ＿一

　　　　　　1ヨ本
　　　　税　　ゆ
堅、グ　　’

ζ融・・　　“彫りノ・

　　船が支える日本の暮らし

社団法人日本船主協会
http＝〃www．jsanet．or．lp／



’脚「「一　’」一）」4ノ」」　噌ノJ　目し》Hノ」1」闇）》「〕　”H旧−’Tu’JV」fイノVr雪岬「♪r「”側切〜灘灘翻璽翻醒癬遡堕困難麗躍醗灘醗欝グ翻No．540鵬水先制度抜本改革新制度の具現向けてステップアップ一水先制度のあり方に関する懇談会報告等についてへ臨一ンビ…亭尊　一』臨＿崩　　　　　孝　　　　　　「＿＿諾蕊ゆせんきょう　自　・1　　蕪馨繋日本船主協会第58回通常総会1［琴糸畿藻難羅i．嬰　一島語、1．電子海図情報表示装置の搭載義務化は見送られる　一IMO第51回航行安全小委員会（NAV51）の模様一7、す　一　コ1．水先制度抜本改革新制度の具現向けてステップアップ　一水先制度のあり方に関する懇談会報告等について一2．日本主点の配乗要件および日本人海技者の確保・　育成について全日海との基本合意に至る　一船員・船籍問題労使協議会について一779重一　一　璽難国際海事機関IMO24．　瀞　周面i26海運日誌（6月）30船協だより　　　31海運統計編集雑感2633・民社／荷主業界が定航海運を巡る諸問題について意見交換・「海運統計要覧2005」の発行について・不正薬物の押収量は依然増加傾向889222　当協会は、平成17年6月15日、海運クラブ国際会議場で第58回通常総会を開催した。　新会長に鈴木邦雄・商船三井会長を選任するとともに、第58回通常総会決議案を全会一致で採択した。　今総会で採択された第58回通常総会決議は、以下の通り5つの項目から構成され、「わが国海運の競争力強化」、「経済・社会の変化に即した構造改革の実現」、「安全運航の徹底および環境保全の推進」、「国際問題への適切な対応」、「わが国商船隊に乗△第58回通常総会の模様り組む船員の安定確保策、労務問題等への適切な取り組み」を提言している。　平成17・18年度役員の選任については、以下の名簿の通り、会長・副会長および理事・監事が選任された。任期は、2年後の通常総会の日までである。　　　　　　　　　（総務部：高橋（裕））第58回通常総会決議　わが国海運は、エネルギー資源や日本国民の生活に必要不可欠な物資等を安定的に輸送し、長年にわたりわが国産業・経済の発展と世界貿易を支えるインフラストラクチャーとしての責任を果たしてきた。、　外航海運は、現在は好調なマーケットの恩恵を受け総じて好業績であるが、燃料油価格の高騰、造船船価の上昇などコスト要因への強い懸念もある。さらにわが国外航海運企業とトン数標準税制等の措置が講じられている諸外国海運企業との競争条件の格差は、依然として解消しておらず、特に好業績下においてはこの差が大きくなるため、わが国においてもトン数標準税制等の早期確立が必要である。　船舶の安全運航については不変の最重要課題であると認識し徹底するとともに、サブスタンダード船排除のための活動も継続して行っていく。環境保全対策については、CSR（企業の社会的責任）の観点も踏まえつつ一層積極的に取り組む。また、IMO等において審議されている船舶の国際規則・基準が適切なものとなるよう、わが国政府を通じ積極的に対応する。ぜんきようμ砂2005鐡1▲矢部海事局長による来賓挨拶　船舶へのテロや海賊等に対する安全確保対策については、実効ある対応をわが国当局に働きかけるとともに、アジア船主フォーラム等の場を通じて関係各国に働きかける。　内航海運は、市況の長期的低迷や燃料油価格の高騰等のコスト要因が顕在化している状況下、運賃・用船料の適正化に係る環境整備に努め、内航海運暫定措置事業を着実に実施していく中で、経営基盤強化、構造改善を推進している。これらを円滑に推進するとともに、今後も国内物流の大動脈として、またモーダルシフトの担い手としての役割を果たしていくための環境整備を強く求めていく。　われわれ海運業界は、その目指す課題の実現を図るため幅広い広報に努めつつ、関係者の理解を得ながら下記項目の実現をもってわが国海運の発展を期するものである。記1　わが国海運の競争力撃化　・トン数標準税制、魅力ある船籍制度等の外航海運政策の早期確立による国際競争力強化　・必要な政策金融の確保2　経済・社会の変化に即した構造改革の実現　・水先制度の抜本的な改革の実現　・企業の活動を阻害する規制の撤廃・緩和3　安全運航の徹底および環境保全の推進　・サブスタンダード船排除のための実効ある施策の確立　・環境負荷の小さい内航船舶へのモー．ダルシフトの一層の促進4　国際問題への適切な対応　・テロ・海賊問題など船舶の安全対策強化への取り組み　・外航船社祭協定に対する独禁法適用除外制度の維持　・カボタージュ制度の堅持5　わが国商船隊に乗り組む船員の安定確保策、労務問題等への適切な取り組み　。ILO海事統合条約への適切な対応　・船員に係る諸制度の改善および国際船員問題等への適切な取り組み　・日本籍船の配乗要件撤廃　以上決議する。平成17・18年度役員名簿（平成17年6月15日）長会長会副商日船本唇垂井船取締役会長取締役社長鈴木邦雄（新）宮原耕治（新）2欝ぜんきょう∫吻2005副会長副会長（常勤）理　　事（20名）監　　事（3名）船一目一船一船団船船船運送船船運船一運井田ン運ク船会汽一口ン央亦汽海海汽商海石郵汽海汽榊海。海N海勘二二取締役社長取締役社長取　締　役取締役社長取締役社長取締役社長取締役社長取締役社長取締役社長取締役社長取締役社長取締役社長取締役社長取締役社長取締役社長取締役社長取締役社長取締役社長取締役社長取締役社長取締役社長取締役社長取締役社長取締役社長取締役社長常務理事新　　　帆新　新　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新　　　一兀　　　新　一兀幸孝司逼信勝志之文幸吉也章治彦郎毅孝彦充生剛輔郎修浩　　　　　　　　　　　　　　　一弘康皓　親　宏勝武弘宏和邦耕武多　康孝昭訓　俊三　好川田美嚢村田林本木川林田熊原保隅井田　田渕本丸原馬田　　佐　　　　　　　　　　　久前神宇菊野吉小杉荒前栗内白宮大大松神覧芦田二丁川本緑　この度、皆様のこ推挙により、会長職を務めることになりました鈴木でございます。何分非力の身ではございますが、皆様のお力添えを賜り、この大任を果たして行きたいと存じます。ご支援、ご協力のほど、何卒よろしくお願い申し上げます。　草刈前会長におかれましては、海運構造改革という大きなテーマに積極的に取り組まれ、トン数標準税制をはじめとする海運税制改正、第二船籍制度の導入、水先制度などの港湾構造改革、外国人船員問題、内航海運活性化といった海運界の重▲鈴木新会長透期轟ぜんきょう∫吻2005麹3要課題の解決に向けてリーダーシップを発揮され、大きな成果を達成されました。なかんずく、水先問題に於いては、水先料金の特別会費による補助金を辞退し、自ら退路を断って改革に臨まれ、補助金に依存しない協会運営体制を確立されました。この2年間のご苦労、ご尽力、ご功績、そして強力なリーダーシップに対しまして、深甚なる感謝の意と敬意を表したいと存じます。草刈改革に於いて、残念ながらこの2年間で完結しなかった部分については、基本的に私が継承し、私の任期内に達成すべく努力する所存です。　さて、現在、海運業界は、活況を呈する荷動き、‘好調な市況を背景に、過去に経験したことのない好業績を享受しています。これは、中国による資源輸入の拡大、中国から欧米、とりわけ米国への製品輸出の増大に拠るところが非常に大きく、今後も2008年の北京五輪、2010年の上海万博を控えて、中国経済の成長が続き、海運市況はその下支えに、よって好況が続くと予想されています。一方で、世界経済を支える米国の双子の赤字の問題、原油などの原料・素材価格の高騰といった不安材料が存在するのも事実であり、また、歴史は繰り返すという教訓も念頭に置くと、先行きを楽観視するばかりではいけないと考えます。国際競争力の強化と国内の構造改革（税制改正や水先問題等）　このような状況に於いて、海運業界として、まず取り組まなければならないことは、国際的には税制などの制度間格差の是正による国際競争上のイコールフッティングの実現であり、国内に於いては、水先制度など、高コストの制度の構造改革であります。例えば、前者については、トン数標準税制の導入が喫緊の課題でありますが、同税制が導入されている国の船佐が支払う法人税は我々の何十分過一であり、現在の好業績が続けば、内部留保の差が拡大し、国際競争力上、日本の海運業界が劣位に立たされることが大変懸念されます。また、後者の問題については、海運業界を取り巻く環境が相当のスピードをもって変化していく中で、旧態依然の制度や体制が未だ残っており、高コストの是正のみならず、必要な制度そのものの維持のための改善は避けて通ることはできません。例えば、水先問題で言えば、料金の是正だけでなく、後継者の育成など、制度そのものが抱える構造的な問題の改善も必要です。海事関係の公益事業についても同様のことが言えます。既に役割を終えたものや、環境の変化等で時代にそぐわなくなったものは、事業を縮小したり、場合によっては廃止することも必要と考えます。船籍・船員問題　船籍開題については、競争力があり、船主にとって魅力ある我が国船籍制度の実現を目指して、引続き活動していく所存です。全日本海員組合との間で立ち上げた「船員・船籍問題に関する協議会」に於いて、船・機長配乗要件の撤廃、日本人船員（海技者）の確保・育成について基本合意が成立しました。今後は、その合意内容に基づく取組みに着手することが、まず実行しなければならないことと考えます。特に日本人船員（海技者）の確保・育成については、海事産業に於ける将来的な日本人船員（海技者）の不足が予想される中、手遅れになることのないよう船協として何をすべきなのか、もう一度原点に立ち帰って検討する必要があるのではないかと思います。　外国人船員については、船主団体に加え、個別船社も加盟できるアジアを中心とした新しい交渉団体であるIntern雄onal　Seafarers　EmployersGroup（ISEG）が4月に設立されましたが、その主要メンバーである国際船員労務協会との協力体制を一層強化し、最終的には船員供給国組合との直接交渉というゴールを目指して積極的な活動を行っていく所存です。内航海運　内航海運関係では、規制緩和を始めとする、経営基盤強化、構造改善のための諸施策にこれまで同様、鋭意取り組んでいきます。また、国内物流という大動脈の基幹輸送モードとして、環境に優4懸せんきょう∫め3005しい内航海運への「モーダルシフトの推進」にも引続き力を傾注していく所存です。安全運航と環境保全　海運業がライフラインの役割を果たしていく上で、安全運航はその基本となるものです。安全運航の徹底に向けて、サブスタンダード船の排除のための活動も継続していくとともに、船舶の国際規則や基準が適切なものとなるよう国とも協力して国際会議の場で積極的な役割を果たしていく所存です。また、海洋環境保全や地球環境保護については、海難事故や油濁による海洋汚染を防止するために安全運航の徹底を第一義として取り組み、環境保全のための諸課題にも積極的に対応すべく、国内だけではなく、IMOなどの国際会議等の舞台でも当協会の意見を反映させていく所存です。　船舶に対するテロや海賊行為など、船舶の安全航行に脅威を与える国際的な問題については、実効ある対策の整備に向けて、わが国関係当局に積極的な対応を働きかけるとともに、アジア船主フォーラム等の国際的な場を通じて、関係各国への働きかけも行っていきます。広報の強化　政策要望や税制改正要望等を行う上で、国民が理解を示して我々をサポートしてくれることは極めて重要なことです。そのためには、少しでも多くの国民に海運業をもっと身近に感じてもらうと同時に、国民経済に対して海運が果たす役割に対して関心を持ってもらわなければなりません。残念ながら、海運業は、業界の性格上、一般国民に対する知名度は低いと言わざるを得ません。少しでも多くの国民に海運に対する関心を持ってもらうためには、地道な努力が必要です。我々は、広報活動の重要性を改めて認識し、限られた予算の中ではありますが、効率の良い広報活動を積極的に展開していく所存です。　　　　　　　、将来の日本海運のために為すべきこと　最後に、少し中長期的な視点で考えてみたいと思います。　1970年から200G年までの30年間の世界の海上荷動きと人口の伸びを見てみますと、海上荷動きは25億トンから53億1・ンへと2．1倍増加、年当たりの平均伸び率は2．5％となっています。人口については、37億人から60億人と1．6倍増加しています。今後も世界の人口は増加し続けるでしょうし、人口大国であるBRICs諸国の経済が発展することも相侯って、これから30年の世界の荷動きは、過去30年間の年平均伸び率の2．5％を上回る増加率で伸張していくことが十分置予想されます。　このような中で、2007年から人口の減少が始まり、製造業の海外移転が引続き進むと予想される日本を発着地とする荷動きが大幅に増加することは期待できません。それ故、我々日本海運が持続的な成長を続けようとすれば、三国間輸送に活路を見出す以外に道はないと言わざるを得ません。　三国間輸送への積極的な取り組みは、今まで以上にグローバル化が進展することを意味します。言い換えれば、船社の海外拠点の拡大、本社機能の一部移管、日本には不寄港の船舶の運航、所有といったことが、今まで以上に進むことになります。既に、船社にとっての工場である船舶の保有形態、配乗形態については、相当のグローバル化が進んでいます。　将来的にこうした状況がさらに進展することを考えた場合、日本海運に対する支援策として船協は何ができるのか、何をすべきなのか、或いは、国などに何を求めていけばよいのか、少し時間をかけて検討していきたいと考えています。　会長就任に当たり、日本海運の発展に貢献すべく、決意を新たにし、全力を尽くして頑張る所存ですので、関係者の皆様のご支援とご指導を賜り．ますようお願い申し上げます。　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上ぜんきょうノ吻2005轡5平成17年度事業計画1　主要課題への対応　（1）国際競争力ある外航海運政策の確立　　�@海運税制の抜本的改革について　　�A船籍問題について　（2）水先問題への対応　（3）船員関係主要課題への対応　　�@外国人船員問題への対応　　�AILO海事統合条約への対応　（4）内航海運対策2　わが国海運の競争力強化　（1）海運企業関係の税制改正および財務問題等　　への対応　　�@平成18年度税制改正への対応　　�A外国税に関する諸問題への対応　　�B海運企業の経理・財務問題への対応　（2）規制改革の推進　（3）政策金融の確保等海運関係予算への対応3　船員問題への対応　（1＞海員組合との政策フォーラムへの対応（2）船員保険への対応　（3）国際船舶に乗組む外国人船員に対するわが　　国海技資格等取得促進4　環境問題への取り組み　（1）バラスト水排出規制問題への対応　�A　地球温暖化防止に関する諸問題への対応　（3）海洋汚染防止に関する諸問題への対応　（4＞海上災害防止対策（5）大気汚染防止に関する諸問題への対応（6）円滑なシップ・リサイクルに向けた取り組み5　国際問題への対応　（1）アジア船主フォーラム（ASF）　（2）外航船社間協定に対する独禁法適用除外制度（3）コンテナ保安対策強化への対応（4）WTO海運自由化交渉等への対応�求@各国海運政策への対応　（6）OECDにおける海運・造船間題　（7）二国間問題（8）内外関係機関等での活動6　法務保険問題への対応　（1）国際油濁補償基金の見直しに関する検討　（2）IMO法律委員会への対応7．港湾問題への対応　〔1）港湾計画策定等への対応　　�@交通政策審議会港湾分科会　　�Aスーパー中枢港湾政策　�A　港湾料金の適正化等　（3）港湾諸手続き等簡易化への対応　　�@真のワンストップサービス実現への対応　　�ASea−NACCS利用率の促進　（4）劇団関係Joint　Report（対FMC）への対応　（5）その他　　・ISO／TC104（貨物コンテナ）国内委員会関　　　連業務　　r国際貨物コンテナ所有者コード管理業務8，船舶の安全性確保への取り組み　（1）新構造基準に関する諸問題への対応　（2）貨物の安全な積み付け、運送に関する問題　　への対応　（3）船橋設備に関する問題への対応　（41舶用燃料油規格への取り組み　（5）ポート・ステート・コントロール（PSC）へ　　の対応9．船舶の航行安全対策への取り組み　（ユ）海事保安問題への対応　（2）海賊問題への対応　（3）マラッカ・シンガポール海峡の航行安全問　　題への対応　（4）羽田空港再拡張に伴う航行安全問題への対　　応　�求@国際紛争に伴う船舶の航行安全問題への対　　応　（6＞その他10，調査広報活動の推進　（1）オピニオンリーダー・マスコミ向け広報　�A　一般向け広報　（3）会員向け広報　（4）海運局に関する統計資料・情報の収集と整理11．その他の活動（1）CSR（企業の社会的責任）への取り組み6博せんきょう∫吻2005髄匠W5輔瞠W5緋W5鰯W齢羅騨騒羅験雌礪轡灘戴講．・灘八目脳獲櫛可燃雛　縷繁寝諺嚢鋲醇漁鎌鷲欝・縫鰍、籔瀦難／｛ll｝国：際会議レポ←→、ト購　IMO（国際海事機関）の第51回航行安全小委員会（NAV51）が、2005年6月6日から10日までロンドンのIMO本部において開催され、電子海図情報表示装置（ECDIS）の搭載義務化、航海記録装置（VDR）性能基準の改正、分離通行帯の指定等について審議が行なわれた。　概要は次のとおりである。1．ECDISの搭載義務化に関する審議　前回NAV50（2004年7月開催）において、より一層の航行安全や環境保全の促進を図るためには、ECDIS利用の促進が不可欠であるとの意見が出される一方、問題点として、ECDIS利用時のバックアップとしての紙海図の在り方、利用促進のための搭載義務化についても指摘された。このため、これらについて、ノルウェーを中心とするコレスポンデンスグループ（CG）が詳細を検討し、今次会合に報告することとなっていた。　しかしながら、事前に公表されたCG報告書では、今後数年間で電子海図（ENC）は十分に整備されるとして、新造船は2010年以降、既存船は段階的に20ユ2年までにECDISの搭載義務化を定めるSO−LAS条約規則改正案を提案していることが判明した。　これに対し当協会は、ICS（国際海運会議所）の関連委員会やわが国国内のIMO対応委員会などで、ECDISの有用性は認識しているものの、提案された搭載期限までにソフトウェアであるENCが十分に整備される保証がないまま、ハードウェアであるECDISのみを義務化することは時期尚早である等の意見を主張した。その結果、ICSは当協会意見を全面的に支持することを表明するとともに、日本からも、当協会意見に沿ったコメント文書がIMOへ提出されることとなった。　今次会合の全体会議における最初の審議では、ECDIS強制化を全面的に支持する国や、搭載義務化にあたっては客観的な指標を用いた評価が必要であるとする国、また、日本のコメントを支持する国など様々な意見が出されたものの、現在のENC刊行状況に鑑みて、義務化の議論については行なせんきょうノ吻2005綿7麗蹉W5麗隆騨蕊縛鰯轡叢鰭離轡驚｝糠難騨簸礫轡灘；礁寒犠蝿わないこととされ、作業グループへ検討事項が指示された。　作業グループで詳細が検討された後、全体会議で同グループの検討結果が報告されたが、その報告書には搭載義務化のための規則改正案が含まれていたことから、当初の指示事項に反するとして当該部分の削除を要請する国と、作業グループは義務化についてではなく、その可能性について議論しただけであるとして1司報告書を支持する国とに議場は二分され、議論は大いに紛糾した。　最終的には議長提案により、NAVとしての最終報告書には両者の意見を併記しつつ、作業グループ報告書に載せられた搭載義務化に関する規則改正案は、NA＞での未承認事項として削除することで各国合意し、作業グループ報告書は承認された。　主な承認事項は以下のとおり。�@高速船へのECDIS搭載義務化のための規則　　改正案�A一般貨物船について、ECDIS使用による安　　全性向上と費用対効果を解析するための、適　　切な総合安全評価（FSA：Formal　Safety　Assess−　　ment）の実施�BECDISの性能要件として勧告されている紙　　海図の使用について、その定義を明確にする　　ための規則脚注の改正案2．航海データ記録装置（VDR）および簡易航海　データ記録装置（S−VDR）性能基準の改正　新造船および旅客船へのVDR搭載は2002年7月1日から適用開始となっているが、これまで発生した大多数の海難事故は沈没までには至らないため、事故原因調査のために利用されるVDR記録データは、船上においてVDR本体から直接抽出される機会が多くなっている。　しかしながら、現行のVDR性能基準は、沈没した船体からカプセルを回収し、それを陸上施設において解析することを前提として規定されているため、データの記録方法や様式等は特に標準化されておらず、また、外部へのデータ取り出しのための接続口を装備しない機種も搭載されていることから、船上でのデータ抽出作業に支障が生じていることが、関係機関より指摘されていた。　審議の結果、上記機能は事故調査のためには是非とも必要であるとされ、記録データの抽出機能および再生機能をVDR／S−VDR本体に装備することを勧告するサーキュラーを早急に回章することが承認された。　また、同サーキュラーの回章後、ある程度の準備期間を経た上で、新しく搭載されるVDR／S−VDRには、記録データ抽出機能および再生機能に係る改正性能基準を適用することも合意され、今次会合において急遽新性能基準案が策定されるとともに、来年5月開催予定の第81回海上安全委員会（MSC81）へ採択のため報告されることとなった。3．その他（D　旅客船の安全　　氷海域のような遠隔地を観光目的で航行する　旅客船が増加していることから、このような海　域を航行する旅客船が、当該海域の特殊性を認　識して、適確に危険を予測することができるよ　うな航海計画が策定されることが必要であると　して、「遠隔地を航行する旅客船のための航海計　画ガイドライン」案が策定され、本年ユ1月開催　予定の第24回IMO総会へ採択のため報告される　こととなった。（2）「クラスB」AISの開発　　SOLAS条約により搭載が義務付けられている　船舶自動識別装置（AIS）は、国際電気通信連合　（ITU）により、「クラスA」として使用周波数や　性能基準等の技術的要件が規定されているが、　海難事故防止の観点から、非SOLAS船＊のAIS　普及を促進するために、現在、国際電気標準会　議（IEC）において、「クラスA」よりも簡易な　規格の「クラスB」の開発が進められている。　しかしながら、「クラスA」に採用されている通　信方式には特許が設定されており、「クラスB」　で同じ通信方式を採用した場合は、特許使用料　に関する問題が生じるため、別の通信方法が採　用されることとなった。そのため、両通信方法8醗ぜんきょう∫吻2005　の互換性を検証する必要が生じる等、「クラスB」　の規格は未だ検討中の段階である。　　今次会合では、「クラスA」および「クラスB」　の互換性が優先されるべきであるとする意見が　出される一方、特許使用料の観点からコストの　安い方法で普及させるべきとの意見も出され、　結論には至らなかった。最終的には、非SOLAS　船用に、機能を絞った低価格で、かつ「クラス　A」とも調和して運用できるものを至急開発で　きるように、ITU、　IECその他の関係機関の作業　に、各国が積極的に参加するよう要請すること　が合意された。　＊非SOLAS船：国際航海に従事する300GT未満の全ての　船舶（旅客船を除く）、および国際航海に従事しない500　GT未満の貨物船。（31ガリレオ受信機の性能基準　　現在、欧州連合（EU）はEU版GPSシステム　である「ガリレオ」の開発を進めている。IMO　ではこれを、IMOが所掌する世界規模の無線航　行システムの一つとして位置付け、特に船舶向　けの受信機については、その性能基準の開発状　況を報告するよう、IMOの会合にオブザーバー　として参加している欧州委員会（EC）に要請し　ている。　　今次会合では、ガリレオに関するコレスポン　デンスグループ代表であるフランスより、ガリ　レオ受信機の性能基準は、自船の位置／速力等　を表示する通常機能（Open　Service）と、信号不　良等による位置喪失時の警報機能（Safety　of斑e　Service）の2種類あることが説明され、2008年　のガリレオ運用開始までに各メーカーが受信機　を供給できるよう、これら2つの性能基準を一　つにまとめ、2006年までに最終化する予定であ　ることが表明された。　　審議の結果、ECの上記提案に協力するため、　「船上におけるガリレオ受信機性能基準」案の　検討を新たな作業項目とし、来年6月改正予定　のNAV52で同性能基準の最終日を図ることが合　意された。（4）バラスト水交換時の船橋視界確保　　2004年12月開催のMSC79において、洋上にお　いてバラスト水を交換する場合、SOLAS条約で　規定される船橋の前方視界距離が一時的に確保　できない状況となる問題が指摘され、同会合で　の審議の結果、バラスト水交換作業が条約規定　に抵触しないように同規則を改正することが承　認された。また、今回のNAV51において同規則　改正案を技術的な観点から検討することとされ　ていた。　　審議の結果、同規則改正案に特にコメントは　なかったことから、その旨がMSC81へ採択のた　め報告されることとなった。　　　　　　　　　　　　　　（海務部：宮坂）内外情報擁・曝1水先制度抜本改革新制度の具現向けてステップアップ　　水先制度のあり方に関する懇談1，「水先制度のあり方に関する懇談会報告」　去る、2005年6月24日、第1／回水先制度のあり方に関する懇談会（座長：杉山武彦一橋大学学長、以下「懇談会」）が開催され、新たな水先制度の指針となる「水先制度のあり方に関する懇談会報告」が取りまとめられた。　国土交通省海事局長の私的懇談会である同懇談　　会報心隔について一　　　　　　　燃扁搬詳ξ転、舜！ヒ》轟。譲ま認駄、，li竃熱瀟1L論扁撫．会は、水先制度全般についてのあり方に関する検討を行うため2004年3月より審議を開始するとともに、水先区に係わる問題等を専門的に審議するため懇談会の下部機構として「水先区・強制対象船舶の範囲のあり方部会」（部会長：加藤俊平東京理科大学教授、以下「部会」）を設置し、審議も併せて行い、2005年4月1日、第10回懇談会においせんきょうみみ2005鱒9麗薩WS腿醗W§麟鷹騨騒羅縷騨簸i曙轡鶉i縷轡蕪li；葦熱躍講て、水先制度の見直しに向けた「中間とりまとめ」を行っていた（本誌2005年4月号P．14、5月号P．16参照）。　その後、6月ユ7日開催の第7回部会において、部会の最終報告が取りまとめられたことを踏まえて、第11回懇談会において、本報告が最終報告として策定されたものである。　本報告は先の中間取りまとめに、「水先制度の意義・経緯等」、「水先制度の課題」および「部会報告」を盛り込んだ内容となっている（【資料1】参照）。　（本報告の全文については、次のhttpにて閲覧が可能である：http：／／www．mlitgojp／ka翼mizusaki／mizusakL．htm1）2．交通政策審議会に対する諮問について所要の法案を2006年の次期通常国会に提出し、制度的措置を行った上で、平成19年4月からの実施を目指すことが適当であるとの本報告を受けて、国土交通省は水先制度の抜本改正に向けて、7月22日に交通政策審議会海事分科会（分科会長：三村明夫日本鉄鋼連盟会長）を開催し、「水先制度の抜本改革のあり方について」を諮問した。　海事分科会は答申案を検討するため、部会・を設置し7月28日より具体的な検討を開始することとしている。　当協会より同分科会および同部会に鈴木会長が参加し、引続き水先制度の抜本改革へ向けて、意見反映を行うこととしている。　なお、同分科会・部会は、本年の秋頃を目途に審議を進めることとしている（【資料2】参照）。　　　　　　　　　　　　　　（企画部：佐藤）【資料1】「水先制度のあり方に関する懇談会報告」1．懇談会報告（抜粋）1．水先制度の意義・経緯三省　略皿．水先制度を取り巻く諸課題E−1．安全確保・環境保全と水先業務の責任ある遂行の確保の必要性．　水先制度の目的は、安全運航に必要な知識・技能を有する水先人による水先業務の的確を実施を確保して、船舶交通の安全等を確保し、併せて海洋環境の保全を図ることにある。ひとたび、海難事故が発生した場合には、人命及び財産の拒失、．海洋汚染等に対して多六なる影響を友ぼすこととなるものであり、水先業務の重要性は、21世紀に入った今日においても些かも変化がないばかりか、危険物船を含めた船舶の大型化、船舶交通の輻韓化、海洋環境保護の必要性の高まり等からすると、益々重要なものとなっている。　このような中で、現行め水先規制が水域の事情に対応した的確な規制になっていないのではなレ、かといった観点や、事故を起こした船をきょう崩していた水先人が業務を続けるなど、業務の責任ある実施を確保すべきではないかといった観点からの見直しの必要性が提起されてきたところである。亘一2．港湾の国際競争力向上と業務運営効率向上の必要性四辺を海に囲まれ、エネルギーや食料等の物資の多くを海外に依存しているわが国において、その経10醗ぜんきょうノ吻2005済諸活動等を支える海上輸送の安全で安定的な輸送の確保を図ることは重要な課題であり、一方、台頭著しい近隣アジア諸国の港湾との関係におけるわが国港湾の国際競争力の向上や船舶運航経費などに係るコスト低減への要請が高まっている。　このような中で、水先制度についても、船舶交通の安全及びこれを通じた海洋環境の保全等に向けた水先業務品質の向上や、コスト低減を通じた水先業務運営の効率化・透明化等による利用者サービスの向上がより求められているなど、その状況は大きく変化している。　水先料については、港湾諸コストに占める割合は、統計にもよるものの4％程度であるとも言われているが、省令で全国一律の基準により定められている料金制度、水先人の報酬水準等のあり方について、コスト削減努力が促されていない、業務運営の内容が不透明であるといった観点から見直しの必要駐が提起されてきたところである。∬一3．水先人供給源不足の到来への対応の必要性　現在の水先人の供給源は専ら外航船長経験者であるが、近年における日本人船員の減少に伴い、外航の船長及び航海士の年齢別の人数は、現行の水先人の新規就業年齢の平均値である55歳を境に著しい減少傾向にある。　このデータを基に、今後の外航船長及び航海士の年齢構成を推計すると、水先人になろうとする者の年齢である54歳の入数は、今から4年後の平成21年度には26人程度となり、仮に全員を水先人の供給源として確保しても、現状の水先業務の維持に必要な30名を下回ることとなるとともに、それ以降はより一層深刻な供給源の枯渇状況に陥ることになると推計される。　これらを踏まえると、このまま推移すれば、数年後には水先入の供給源が枯渇し、水先業務の実施体制に支障を及ぼすことが明らかとなりつつあるため、こうした状況の対策を講じることが緊喫かつ重要な課題となっている。皿．水先制度改革の必要性とその方向皿一1．水先制度改革の必要性　水先制度の第一の使命は、船舶交通の安全を確保し、また、それを通じて海洋環境を保全すること等であり、かつ、このような水先制度の意義・効果に鑑みると、2ユ世紀に入り、ひとたび事故が起きた場合における海域のみならず、陸域への影響、海洋汚染や大規模火災による地球環境への影響が強く危惧され、安全確保や環境保全を求める声が一層強まっている中で、水先人によるきょう導を義務づける等の所要の規制による安全確保・環境保全を果たすための水先制度の重要性が一層高まっていると言える。　一方、港湾の国際競争力向上と業務運営効率向上の必要性、安全確保・環境保全と水先業務の責任ある遂行の確保の必要性、水先人供給源不足への対応の必要性と言った近年の水先制度を取り巻く状況を踏まえると、船舶交通の安全や海洋環境の保全、港湾機能の維持・向上といった水先制度が有する意義を充分に認識した上で、時代に的確に対応した水先制度とする必要がある。　これらを踏まえ、．当懇談会としては、以下に掲げる事項を内容とする、水先制度に関する全般的かつ抜本的な改革を行うことが必要であるとの結論に至った。　なお、現行水先法は、1949年に制定され、1964年に一部改正されて以降40年余りが経過し、この聞、騙せんぎょうノ吻2005簿11聾匿WS睡薩》》餐懸薩轡簸糞灘轡襲1難魑薦　灘義鐵　総叢制対象規定の見直し等を行うにとどまっているところであるが、今般の上記の諸課題の解決に向けた見直しにあたっては、法改正が必要とあれば、その抜本的な改正も躊躇することなく実施し、時代に即した水先制度とすべきである。皿一2．水先制度改革の基本理念1．船舶交通の安全確保、海洋環境の保全、港湾機能の維持・向上　水先制度の目的は、安全運航に必要な知識・技能を有する水先人による水先業務の的確な実施を確保して、船舶交通の安全等を確保し、併せて海洋環境の保全及び港湾機能の維持・向上を図ることにある。　一方、ひとたび、海難事故が発生した場合には、人命及び財産の損失、海洋汚染等に対して多大なる影響を及ぼすこととなるものであり、水先制度の重要性は、21世紀に入った今日においても些かも変化がないばかりか、危険物船を含めた船舶の大型化、船舶交通の輻米化、海洋環境保護の必要性の高まり等からすると、益々重要なものとなっている。　このため、今般の水先制度の見直しを通じて、より一層の船舶交通の安全確保を図り、併せて海洋環境の保全及び港湾機能の維持・向上を確実に確保できる制度を確立するものとする。2．利用者サービスとして相応しく港湾の競争力向上にも資する業務運営の確保（1）業務運営の透明性・効率性・公平性・合理性の確保　　水先サ「ビスの提供は、船舶交通の安全等を確保するという極めて強い公益的性格を有するとと　　もに、水先を利用する個々の船舶にとっては、安全かつ効率的な運航の確保につながる航行支援サ　　ービスとなるものである。　　　さらに、水先サービスの利用が強制されない場合についても、利用者の利用しやすい環境を整備　　して水先サービスの利用を促進することが、安全の向上等に一層つながるものとなることに留意し　　なければならない。　　　このため、利用者の利便向上、負担軽減にも資するよう、透明で効率的な業務運営を図るととも　　に、業務の公益性に鑑み公平で合理的な制度・運用とすることが必要であり、今般の水先制度の見　　直しを通じて、水先業務運営について、透明性・効率性・公平性・合理性が確保できる仕組みを確　　落するものとする。�A　社会的責任と安全スキルの向上に向けた自律的遂行体制の確保　　公益性の強い水先サービスは、サービス提供者としての社会的責任を確実に果たす形での業務遂　行が必要であり、さらに、水先人のスキルの維持・向上を図り、サービスレベルの向上を図ること　が強く求められているところである。　　　このため、今般の水先制度の見直しを通じて、水先業務に係る社会的責務の遂行と安全確保につ　　ながる水先人のヌキルの維持・向上が確実に図られるよう、水先人の自律的・規律的な業務遂行が　確保できる仕組みを確立するものとする。3．水先人後継者の確保・養成現在の水先人の供給源である外航船長については、近年、減少傾向にあり、しかも今後は、一層の減12鯵せんぎょうノ吻2005少が見込まれることから、このまま推移すると数年後には水先人の供給に支障が生じることが確実視されている。　このため、今般の水先制度の見直しを通じて、今後とも水先人の供給を長期的かつ安定的に確保するために供給源の拡大・多様化を図るとともに、これに対応して安全レベルの維持・確保に十分留意した水先人の免許、養成等の仕組みを確立するものとする。4．規制の合理化　水先人の安全レベルの確保、公正・合理的な業務遂行の確保等のためには、必要に応じて規制によりその実効性を担保することが必要となるが、それぞれの規制のあり方については、官民の役割を踏まえつつ、規制そのものの必要性、規制の目的・効果とその手段としての規制の合理性等を勘案し、的確かつ効率的な業務遂行を促すものとすることが望まれている。　このため、今般の水先制度の見直しを通じて、簡素でわかりやすく合理的な規制を行う仕組みを確立するものとする。皿一3．水先制度改革の具体的方策1．水先区・強制水先対象船舶の範囲のあり方について（1）基本的考え方　　船舶交通の安全等を確保し、併せて海洋環境の保全及び港湾機能の維持・向上を図る上では、水　先区・強制水先対象船舶に係る所要の規制を的確に実施することが重要であるが、その規制につい　ては、関係水域の自然的条件、船舶交通の輻藤度等の状況、航行安全支援システムの状況等を踏ま　え、実際の操船難度や危険度を科学的・実証的に評価しつつ、水先人のきょう導の義務付け等によ　　り、当該水域における航行の安全等を確実に確保するものである必要がある。　　この場合、船舶交通量の増大、入出港船舶の大型化、危険物輸送の増加、航法不遵守船長の増加　等の状況から航行安全確保のための水先規制の拡充強化の必要性が増大する場合には、水先区・強　制水先対象船舶の範囲の拡大が考えられる一方、港湾整備の進展、航路事情の改善、船舶技術の向　上、航行安全支援システムの整備等、水先規制の縮小の必要性が増大する場合には、当該範囲の縮　小が考えられるところであるが、これらの判断は、当該水域の個々の実態を前提として決定すべき　　ものであり、こうした個々の水域事情の実態を無視して、安易に一律の規制をすることは適当では　ない。　　一方で、水先に係る規制が及ぶ水域においては、船舶の側にとっては水先入の乗船義務等の規制　となるものであり、これに対応した経済負担や業務運営に与える制約等が発生するが、入や物の移　動、国民経済上において大きな役割を果たす船舶交通についての円滑かつ効率的な運営の確保も：重　要であることに留意し、規制のあり方としては、必要最小限のものにとどめる等｛規制に伴う影響　についても十分に配慮しなければならない。　　この点は、近年、港湾の諸コスト等の低減を通じた港湾の国際競争力の向上や内航フィーダー輸　送の活性化を求められていることからも、重要度は一層高まっている。　　因みに、今般の制度改革の方向として、以下の具体的方策に掲げるとおり、せんきょう力砂2005簿13麗匠W5齢羅W薯熱羅轡騨耀轡灘蟻薩轡簸灘犠購　1撫1嬉．�@’業務運営主体の法人化r�Q．1業務運営に係怪猫薫化描置　�B料金規制め緩和（省令料金から認可料金制へ）　　等．による業務効率化施策の実施についての必要性を指摘しており、これらの施策の実施によって、　業務運営の効率化等が進むものと考えられ、船上にとっては安全規制による一定の水先経費負担が　発生するとしても、今般の制度改革による効率効果による経費負担の軽減が期待されるところであ　り、’或た、港湾トータルで見れば、効果的な安全規制の実施と効率性の向上が調和のとれた形で達　成されるものと考えられる。　　このようなご．とから、水先区・強制水先対象船舶の範囲のあり方については、安全確保のための　諸規制に伴う経済負担の軽減を図るべく規制運営の効率化につながる形での見直しを行いつつ、規　制の対象範囲については、．安全確保のために真に必要な範囲に重点化し、最小限の規制的手法によ　って安全確保を最大限に達成する．との考え方に立脚した合理的な規制とすることが適当である。　　さらに、規制運営ρ効率化の視点からは、簡素でわかりやすい規制であることも重要であり、規　制対象範囲の設定は1客観的・具体的で、要件の特定が容易である形で行われることが重要である。　　なお、海外との規制対象範囲の差異を問題曝し、わが国の水先制度について、対象水域や強制水　先対象船舶の範囲を拡大し、．規制の厳しい海外との整合を図るべきであるとの考え方も提示されて　いるが、．以上のような認識に立つ場合、規制の合理的なあり方としては、国際的な動向等は考慮に　入れつつ、個々の水域ごとにその実態を踏まえて判断し決定することが重要である。大正！5年（1926　年）．に締結された海港ノ国際制度二関スル条約においては、各国が独自に水先の範囲を定めること　とされたところであ．り、．各国の水先の範囲の定め方等を参考にしつつも、基本的には自然的な条件、　船舶の交通状況、、船舶の安全運航に対する支援状況などを踏まえ、わが国固有の事情に即した現実’的な制度となるようにする弓ζカ1望まれる。　ビー方で、経済負担の軽減のみを理由に、規制の対象範囲の縮小を全国ベースで単純に行うことも、　安全制度として適当ではなく」それぞれの水域における水先規制が安全上必要か否かの個別の判断　を抜きにして、一律の規制緩和として水先規制の対象範囲．を縮小するという考え方も適当ではない。　　なお、水先規制を行う必要がある場合においても、規制のあり方としては、必要最：小限の範囲に　とどあるとともに、料金規制の緩和等規制運営の効率化に努めることが重要である。　　また1強制水先対象船舶の範囲についても、以下の具体的施策で触れるとおり、船舶の大きさを　基本的な要素としつつも、船舶の黒き．さのみで二律の範囲を決定するとの考え方にとらわれず、多　様な考え方によるアプローチを付加し、真に強制水先対象船舶として相応しい範囲とすることが必　要である。�A　水先区の範囲について　1．水先区の範囲の取扱いについて　　水先区の範囲（強制水先区の範囲を含む。以下同じ。）のあり方の検討に当たっては、「水先区の　設定の考え方（別紙1：省略）」及び「水先区の範囲のあり方に関する検討の視点（別紙2：省略）」　を踏まえ、個々の水域事情等を掘握して個別具体的に検討する必要があるため、全国の水先区等に　おける水域事情の状況等についての調査を実施（別紙3：省略）し、これらを踏まえて検討した結　果、現行水先区の範囲を変更する合理的かつ積極的根拠は見あたらず、現時点において、当該変更14鯵せんぎょうノ吻2005をすべきことを断定する結果には至っていない。　ただし、水先区及び類似水域の実態把握については、引き続き関係者の努力の下で鋭意進める、ことが適当であり、その結果を適切に評価し、見直しの必要があると判断されるものについては、今後予定される制度改革の時期にとらわれることなく、適時適切に対処することが適当であるげ　また、機能的に一体的な港湾内であって、水先区と類似水域とが混在し、港則昧の港域と水先区の区域との範囲が著しく不一致となっている水域についても、同様に対処することが適当である。2．水先区の設定等の柔軟な見直しの仕組みについて　従来の水先区の設定等に当たっての手続きは、具体的な実態把握を実施し、また、現地関係者等、の意見も聞きながら慎重な手続きを経て検討されていたため、実際に措置されるまでに数年間要する状況となっており、また、長年見直しが行われておらず硬直的との指摘もなされている。　このため、港湾施設整備状況や船舶交通状況等の水域事情の変化に併せ、機動的かつ効率的に水先区の設定等の検討の仕組みを構築することが適当で．ある。魚区の設欝の鮒鰍組みの基本的な考え騨肝のと抑とし冷後・これをもζにその、具体化に向けた検討を進めることが適当である。．【機動的・弾力的に水先区の設定等を行うた．めの仕組み】○当該水域を水先区化r強制化する等の検討については、先ず．は当該水域を熟知する開係者（港海　管理者、港長、水先人、荷主、海運会社、関係海技者、蘭係官二等）により検討する．ことが現実　的かつ適当であり、また効率的であるため、これらの現地関係者による協議会の設潭を推進する　こととする。　　（当該協議会においては、一定のメルクマールの下による当該水域の強制水先対象船舶の範囲等　の検討や、強制水先対象船舶の範囲変更後のフォローアップなども協議の対象にするζとも考え．　られる。）○同協議会においては、「水先区の設定の孝え方」及び「謡言区gあり方の検討の視点」等を踏まえ．　つつ、当該水域の地理的自然的状況や船舶交通の状況等に関する客観的データの収集等を行った　上で検討を進めるものとする。　　また、同協議会の適切な活動の確保等の観点から、一定期間ごとの定期的な開催も視蜂に入れ　るとともに、検討結果の公表等にも努めることが望まれる。○同協議会の成案が得られたものは、収集したデータ及び検討状況等を添えて、二等に申し入れを　行い、国等においては、これを受けて水先区二等の要否についての結論壷早期に出すもめとする。　　なお、国においては、当該水域の安全性や他の水域との整合性、規制の合理性・妥当性等を総　合的に勘案して判断することになる。この場合、水先法の趣旨を踏まえ、国の判断が必要な事項　（例えば混融域の設欝・影響が大き噂卿場合）に少て1ま輝義会誌諮り？ρ腫に　検討する必要があるものの、その他の事項（例えば任意水先区の区域の拡大．・縮小等、簡易な見　直：しみ場合）については、審議傘の審議を簡略花する等、機聯的かつ効率的に措麗でき二三綿うとする・（なお・面会三諦要す総合にも・．現地騨会誌案を乱塾解1勺醤議勝　あることが望ましい。）ぜんきょう∫吻2005鍛15騨匪W5襲濯響麟鰭醗轡醗礪轡繋麟鶴轡欝・響霧驚　撚・，灘藻○なお、以上のような検討の仕組みを構築するにあたっても、国の発意により水先区の設定等の検　討をすることは否定するものではない。3．水先類似行為者に対する能力認定制の創設について　類似行為（水先区以外の永域において行われる水先行為に類似する行為）が行われる水域（以下「類似水域」という。）については、当該水域の事情を踏まえ、「水先区の範囲のあり方に関する検討の視点（別紙2：省略）」に照らし、必要に応じて水先区とすることもあり得るが、それに至らない場合においても類似行為を行う者（以下「類似行為者」という。）に対して届出義務を課し、業務に関し必要な是正命令・勧告等を行う仕組みが考えられ、これについては、水先区以外であるにもかかわらず、国が関与し規制する必要性と合理性、規制の範囲等についての諸課題を整理する必要がある。　一方、類似行為者については、船舶を安全にきょう導するために必要な知識・能力の有無は確認されていないが、類似行為者についてもぞうした確認を行うことにより、当該類似水域の船舶交通の安全の向上に寄与することになるとともに、利用者側にとっての利便にも資することになる等、公益上も望ましいもの．と考えられる。　このため、類似行為者に対して、免許心肺の国の厳格な規制にはよらず、民間ベースによって知識・能力の確認を行い、当該確認を受けた者に対して認証し、また、その旨を利用者等に対し公表する仕組みとすることが考えられる。　具体的には、次のような仕組みが考えられるが、類似行為者の知識・能力を確認すること等の需要がある場合には、その具体化に向けた検討を進めることが適当である。【能力認定制の仕組み】○認定範囲　　類似行為者として、当該水域における船舶の安全運航に必要な知識能力を確認の上、　認定する。○認定主体　　確認主体は、水先に必要な知識能力を確認する上で必要な能力と識見を有し、かつ、　中立公正が担保できる団体等（例えば、今後、創設が予定される水先人の養成教育実施機関が考　えられる。）が行う。○国の関与　　国の関与については、ガイドラインを示す等の環境整備についての支援にとどめ、　国自体は認定行為をしない。○認定方法等　認定主体は、認定を受けようする類似行為者の門戸を広く開放し、申請に基づき、　試験形式など適当な方法により確認し認定する。　　認定者には、当該知識能力を有する．ことの証しとして、認定証を交付するとともに、認定マー　ク、名称の使用を認めることとする。　なお、能力認定制の具体化に向けた検討をする場合には、実施主体の要件・運営のあり方、認定の方法や求める知識能力のレベル、認定を受けていない者に対する認定証・認定マーク・名称等の16嚇ぜんぎようノ吻2005　使用制限、詐称・類似名称使用の制限、認定範囲（例えば、料金明示方法等の業務の適正化の面まで含　めるか等）、具体的認定の手続き、手数料、認定の有効期間等についての検討を進める必要がある。（3）強制水先対象船舶の範囲について1，強制水先対象船舶の範囲を表す基本的な要素　強制水先は、地理的自然的条件や船舶交通状況等の特殊な水域事情がより顕著であることに加え、他船や港湾機能、臨海部への影響等も勘案して設定しているが、船舶は大きくなるに従い、他の船舶への影響や人命・財産・環境等への影響も多大となり、また、そもそも一般的に運動性能が低下し、併せて操船困難度も増加することを踏まえると、強制水先対象船舶の範囲を表す基本的な要素としては、船舳の大きさを基本とすることが適当である。2．船舶の大きさを表す指標として「総トン数」を採用することについて　「船舶の大きさjを表す指標として、総トン三又は長さのいずれが適当かの論点については、利用者等のわかりやすさ、操船面等での妥当性、他制度との整合性等の面においていずれにも同様の利点があり、現行の「総トン数」を「長さ」に変更すべきとする決定的な差異は見あたらない。　また、長さを基本指標とする場合には、更に次のような課題が考えられ、これらの課題をクリアすることが必要となる。○総トン数には、操船への影響が大きいとされる船舶の風圧面積が一定程度勘案されているが、長　さの場合は考慮されていない。このため、長さを採用する場合には、風圧面積の大きい船舶に対　して別途の考慮をする必要があるが、その場合、制度として複雑となり、わかりにくくなるおそ　れがある。○長さを採用する場合には、水先法の他の規定についても総トン数から長さに改める必要があると　考えられる（例えば免許要件の一つの乗船履歴についての船舶の大きさを「長さ」に変更する場　合、．現行の船員手帳では証明ができず、船員手帳の様式の変更等が必要となる。）が、それぞれの　規定における変更が適当でないおそれがある。○その他、船舶職員及び小型船舶操縦者法や港則法等の海事法令にも影響を及ぼすおそれがあるが、　例えば船舶職員及び小型船舶操縦者法については国際条約との関係上、長さに変更することは困　難である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等　以上を踏まえると、強制水先対象船舶の範囲を示す「船舶の大きさ」を表す具体的な指標については、引き続き、「総トン数」を基本とすることが適当である。3．国際総トン数への変更について　現行水先法の「総トン数」は、いわゆる「国内総トン数」であるが、国際的には1969年の船舶のトン早り測度に関する国際条約に基づく「国際総トン数」が使用され、また、国内的にも船舶のトン数の測度に関する法律に基づき「国際総トン数は、主として国際航海に従事する船舶について、その大きさを表すための指標として用いられる」とされている。．せんぎょうノ吻2005轡17聾霞W5縄睡騨灘薄騒轡豊鞍謄轡瓢縷轡簾　灘轟礁　讐．鷹　水先の利用船舶の大半は、国際総トン数のみを有する外国船舶であるが、これらの水先制度の適用にあっては、一旦、国内総トン数に換算している等、煩雑でわかりにくい状況にあり、こうした実態を踏まえると、いわゆる国内総トン数を国際総トン数に見直す点について、一定の必要性があると考えられる。　このため、強制水先対象船舶の指標について、引き続き総トン数を基本とするにあたっては、国際総トン数の採用に向けた検討をすることが適当と考えられるが、国際総トン数を採用する場合には、国際総トン数を有していない内航船の取り扱いをどうすべきか、総トン数に応じて算定される水先料金について如何にすべきか等の課題も発生することになることから、このような諸課題の整理を行った上で検討を進めることが適当である。4、強制水先対象船舶の範囲のあり方1）「船舶の大きさ」以外に考慮すべき要素　強制水先対象船舶の範囲については、船舶の大きさを基本的な要素としつつも、それ以外の多様な考え方により、真に強制水先対象船舶として相応しい範囲とすることが適当である。　　このため、強制水先対象船舶の範囲の確定にあたっては、「船舶の大きさ」では十分に反映されない要素についても考慮する必要がある。具体的には、付加すべき要素としての必要1生、構成要件の明確性、利用者にとっての簡明性等、合理的で適切な要件を満たすものとして、以下の3つの項目が挙げられる。○積載物の種類（危険物積載船等）の差異を考慮すべき要素とする考え方　　危険物積載船については、万一、海難が発生した場合には自船のみならず、他船や臨海部等に　おける入団・財産・環境への影響が多大であるため、ハード・ソフトの両面ともに国内的にも国　際的にも特別な規制がなされている。　　強制水先対象船舶の範囲としても、既に一部の水域においては他の船舶とは異なる扱いをして　いる等、構成要件の明確さや利用者等のわかりやすさ、実効性の担保等の点でも、強制水先対象　船舶の範囲の要素として適当である。OPSC指摘対象船、事故・違反船との連動をさせる考え方　　航海機器や海図の不備等に関しPSC（外国船舶監督）により指摘を受けた船舶、船舶交通法規　に違反し又は事故を起こした船舶の船長は、潜在的にも実際的にも安全航行に支障を及ぼしかね　ないため、一定期間、強制水先の対象とすることは合理性があると考えられる。○船長の航海経験等の状況を考慮すべき要素とする考え方　当該水域に不案内な船長は、船舶交通状況や地理的状況等の特殊な水域事情が顕著な水域においては自船のみならず他船の航行の安全及び運航効率に支障を生じさせる蓋然性が高いため、当該水域の航海経験が少ない船長が乗り組む船舶について、強制水先の対象とすることは合理性があると考えられる。　なお、これら各要素についても、それぞれの設定レベルを如何にするのか、個々の船長・船舶について、PSCの指摘の事実、違反・事故をしたことの事実及び当該水域における航海経験の有18麟ぜんきようノ吻2005無を如何にして確実に把握してチェックするのか等の課題があり、これらの導入にあたっては、そのような課題の整理を行うことが必要であることに留意しなければならない。2）具体的な検討の方向　　「船舶の大きさ」を基本的要素としつつ、‡記ユ〉に掲げる3要素を考慮する場合は、それぞれの要素に係る課題についての精査・検討を行うほか、これら諸要素をどのように組み合わせるか、それぞれの要素の設定レベルを他の要素とのかねあいでどのようにするか等を総合的に検討し決定することも必要である。この場合、基準（原則）とするレベルのあり方についての考え方、港湾の水域ごとに異なる自然状況や船舶交通状況等を踏まえたきめ細かな規制と簡素でわかりやすい規制との調和のあり方、．積載物の種類の差異、船長の航海経験の多寡等に着目した規制の合理性やその運用のあり等等について、本規制が安全確保等のための規制であることに留意しつつ、実態や規制の効果等を十分に勘案して検討を深める．ことが適当である。　　　このような検討を効果的に進める観点からは、各要素の組み合わせからなる総合的な規制の試　　案をもとに検討することも考えられるが、いずれにしても、それらを素材としつつ、今後、様々　　な観点・角度からの検討を行うことが必要である。（4）見直しにあたり考慮すべき事項　　水先区・強制水先対象船舶に係る制度の見直しを進めるにあたっては、」：二記（2汲び（3｝に掲げる諸　課題の検討に併せ、以下の事項についても考慮して進める必要がある。○水先区の範囲については、引き続き、関係者の努力の下で、関係水域について調査を進めるなど　必要な実態把握に努め、その結果を踏まえ適切に対処すること。また、機動的・弾力的に水先区　の設定等を行うための現地関係者の協議会の設暉に向けた環境整備を進めること。○類似行為者に対する能力認定制について、その需要を把握した上で、その必要性等を十分に見極　めて検討を進めることσ○強制水先対象船舶の範囲については、幅広い意見を聴取するとともに、操船難度や危険度を踏ま　え適切かつ合理的な範囲に設定するように努めること。○水先区．・強制水先対象船舶の範囲の見直しにあたっては、業務量に対応．した水先人の確保等、水　先業務実施体剃の整備にも留意すること。　以下項目2〜7については、本誌2005年5月号P，ユ6にてその概要を紹介していることから項目のみを記載する。2．水先業務運営のあり方について（1）基本的考え方について（2）水先業務引受主体の法人化等についてせんぎょう∫吻2005勢19閥匿W5麟駐W錐囎騨襲礪轡簸・懸轡灘。欝験懸　醜竃麟3、水先業務品質管理の向上について（D．?諡ﾆ務サービ客の質の向上を図る必要性（2＞業霧品質管理、取次窓口業務の適正実施を確実に行うためのシステムのあり方4．水先人の責任友び水先引受法人の責任について（1）船長との関係（2＞水先人及び水先引受法人が負う責任5．水先業務運営の効率性の向上について（D　業務運営の効率化向上のあり方（2）同一L弩内複数水先区のあり方（三大湾内における水先業務の一元化）（3＞水先料金規制の緩和（省令料金制度の廃止）6。水先を的確に実施するための人材確保について（1）水先人資格要件の緩和及び等級免許制の導入’（2）養成教育の充実強化（3）水先人試験制度のあり方7．業務量の少ない水先区における業務運営のあり方について（D　いわゆる任意水先区、殊に業務量の少ない水先区の抱える問題について（2＞いわゆる任意水先区、殊に、業務量の少ない水先摩における業務蓮営の維持のための方策につい　て皿一4．実施時期等今後の進め方　具体的方策の実施については、水先制度に関する諸課題を早急に解決することが求められていることに鑑み、関係者炉連携して順次取り組みを進めるとともに、行政当局においては、本報告において整理された内容を踏まえ、更に幅広い関係者等の意見も聴きつつ、その具体化に向けた．検討を深度化させ、新たな水先制度を構築することが望まれるものである。　また、法的対応が必要となるものについては、その方向に沿って所要の法案を次期通常国会に提出し、制度的措置を行った上で、平成19年4月からの実施を目指すことが適当である。　なお、具体的方策の実施にあたっては、新制度への移行が円滑かつ確実に行われるよう、所要の移行措置・経過措置を設ける必要がある。【資料2】交通政策審議会海事分科会　委員名簿（敬称略）（委　　員）調川隆夫　東京工業大学教授20嚇せんきょうノめ2005分科会長代理分科会三洋三夫コ　　　イ雅英明レ山田村村杉松三山早稲田大学教授読売新聞社論説委員�鞄�本鉄鋼連盟会長国際ラリーライダー（臨時委員）治榮一詠進博雄夫通　　　理昌、　誠真　　邦道博銀本合．野島目木浦本　出荒井山河桑小鈴松安�兼�本パイロット協会会長全日本海員組合組合長東京大学教授早稲田大学教授東京海洋大学理事�鞄�本港湾協会客員研究員�兼�本船主協会会長�兼�本海難防止協会理事長船員災害防止協会専務理事※名簿は五十音順（委　　員）交通政策審議会海事分科会　部会　委員名簿（敬称略）夫洋三治榮一漸進博雄夫通　　　　　　理隆雅英昌　誠真　、　邦道博捜山、田銀本合野島山木浦本　　　　出圓杉松荒井落漏斗小鈴松安東京工業大学教授早稲田大学教授読売新聞社論説委員�兼�本パイロット協会会長全日本海員組合組合長東京大学教授早稲田大学教授東京海洋大学理事�兼�本港湾協会客員研究員�兼�本船主協会会長�兼�本海難防止協会理事長船員災害防止協会専務理事※　名簿は五十音順ぜんきよう∫功2005鐡21学匠WS騨蹉WS麟醗轡簸矯騨轡驚纏購轡騒鱗轡簾懸鱗礁日本籍船の配乗要件および日本人海技者の確保・育成について全日海との基本合意に至る一船員・船籍問題労使協議会について一　当協会と全日本海員組合は、2005年3月31日に「船員・船籍問題労使協議会」（以下、「協議会」）を設置、日本籍外航船舶（以下、「日本籍船」）の配乗要件の撤廃および日本人外航船員（海技者）（以下、「日本入海技者」）の確保・育成について基本的な合意に至ることを目指し、議論を重ねてきた（協議会メンバーは【資料q参照）。　その後、4月19日の第2回協議会を経て、6月13日の第3回協議会において、日本籍船と日本人海技者の減少傾向に歯止めをかけるため、新規に登録される日本回船について、現行の国際船舶に適用される船・機長配乗要件の撤廃を国土交通省に申し入れること、日本人海技者の確保・育成については、2006（平：成18）年6月末を目処に、他の海事産業関連団体とも共同し実効ある制度づくりに取り組んでいくこと、等が確認された（確認事項は【資料2】参照）。　第3回協議会終了後、草刈当協会会長（当時）と井出本組弓長は直ちに国土交通省・矢部海事局長を訪ね、労使間での確認事項について報告した。　　　　　　　　　　　　　　（企画部：本澤）【資料！】「船員・船籍問題労使協議会」メンバー※20Q5年6月！3日現在。日本船主協会　会、　長　副会長劇．会長　常任理事・船籍問題小委員長　理事長全日本海員組合組合長　中央執行委員・国際汽船局長　中央執行委員・政策教宣局長　国際汽船局外航部長三木長塚島草鈴．暗飯福隆郎（日本郵船　代表取締役会長）邦雄（商船三井　代表取締役会長）開聞σil崎汽船　代表取締役会長）　孜（国際エネルギー輸送代表取締役社長）義章井出本　榮平山　誠一三尾　　勝目添　正信以　上【資料2】確　　認　　書　日本船主協会（以下、船引という）と全日本海員組合（以下、組合という）とは、平成17年6月13日開催の「船員・船籍問題労使協議会」において、日本籍外航船舶の拡大、外航日本人船員（海技者）の22醗せんきょう∫吻2005確保・育成のため、下記の通り確認する。1．船協と組合は、日本籍外航船舶、外航日本入踏員（海技者）の現状に対する問題意識を共有し、減　少に歯止めをかけるため、次の事項に共同して取り組む。　�@今後、新規に登録される日本籍外航船舶に．ついて、現行国際船舶に適用される船・機長配乗要件　　の撤廃を国土交通省に申し入れる。　�A外航日本人船員（海技者）の確保・育成のため、他の海事産業関連団体とも共同し実効ある新た　　な制度づくりに取り組む。　　平成18年6月末を目処に結論を得るよう具体的な検討を行う。2．船協と組合は、以下の政策課題の実現に向け検討を行うものとし、具体的な取り組みについては、　別途協議する。　�@船員特別税制（ウ創設、社会保障費用の減免等の船員政策の確立　�A　海に関する理念法（基本法）の制定　�Bトン数標準税制の導入等、先進海運国並の海運政策の確立平成17年6月13日船員・船籍問題労使協議会　　　　　社団法人　日　本　船　主’協　会．　　　　　　　　　　　　会長．草刈隆郎全日本海員組合　　組合長　井出本　混ぜんきようノ％｛y2005麹23　一一　　　　　｝、1、1。N．，■　　　　　　　　　l　　　　　　　l蔑盛、了←飯瓢　�`　丸N一］一「／〔国際｝面事World〜Webから〜一国際海事機関0◎一●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●，癒i名　称：International　Maritime　Organization　　　　（国際海事機関）所在地（本部）：　　　　4Albert　Emban�qent，　　　　London　SE17SR　United　Kingdom　　　　　　Tel：＋44（0）2077357611　　　　　　Fax：＋44（0）2075873210HP：ht亡p：／／www．imo．org／home．asp事務局長：Mr．　Ef［himios　E．　Mitropoulos　　　　　（ギリシャ：2004〜）加盟164ヶ国（政府レベル）準メンバー　3地域▲ロンドンの本部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　ヨii乱＿　・一　　　、『　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・、　　　　　　r　　猷　　「繋】958年3珂に政府間海事協≡義機関lnte卜Governmental　Maritime、GQn＄u【tative　Orga肖1za一・卿脚q！としてロンドンに言懸れた・1982年5月・IMO【・名称変騨手の噂セヤリ・　ティーおよび・毎こ羊汚染の雪止等・海運に影響する技術的問題や法律的な問i蓼について　政魏魏：曾ll　協力を碇準ずるとともにく最も有効な措置の採択や条約等の作成を行っている国連の專酋機関よ・悔　　脚の主琴鰐案覇ま安全と騨看染防止に関する国際条糖登臨乍成することてあ・だ紡それらは197・年睡蓮には完成し・現在は現状1・適した改正を行・�i可『旨な渤墾？　国が批准ずるよう努めることが主な業務となっている。〈議決機関〉＊Assembly（総会：2年に1回開催、最高議決機関…全メンバーで構成、予算や検討テーマ等の採択。　理事の選出も行なう）＊Council（理事会：総会と総会の間の議決機関、任期2年…日本を始め40ヶ国で構成、総会準備等）　★理事会メンバーは3つの観点から構成されている　　。国際海運サービスを供給している中で最も大きな影響力をもつ10ヶ国（日本含む）　　・国際海上貿易を行なっている中で最も大　　　きな影響力をもつその他の10ヶ国　　　　　　　　　　　〈lMOの構成〉　　・上記20ヶ国以外で海上輸送等で特別な影　　　響力をもち、主要地域の代表によって選　　　出された20ヶ国＊Committee（委員会：5）＊Sub，Committee（小委員会：9＞総会（全メンバー）理事会（40ヶ国）各委員会（MSC，　MEPO，　LEG，　TCC，　FAL）小委員会（MSC，　MEPO関連の9つの小委員会）24緯せんきょうノ吻2005〈委員会〉國Maritime　Safety　Committee（MSC）…海上安全委員会　海上安全に直接影響を与えるあらゆる問題を検討。最近の主なテーマ　・新造船建造基準の統一化　の海事保安問題　・船舶および航行の安全問題　・SOLAS条約（海上人命安全条約）関連　等圏Marine　Environment　Protection　Committee（MEPC）…海洋環境保護委員会　船舶からの汚染の防止および管理に関するあらゆる問題を検討、1985年に設置。最近の主なテーマ　●バラスト水管理　・シップリサイクリング　・船舶からの海洋汚染防止　・MARPOL条約（海洋汚染防止条約）関連　等圓Legal　Committee…法律委員会　法律問題を検討、トリー・キャニオン号事件後1967年に設置。最近の主なテーマ・SUA条約（海洋航行の安全に対する不法な行為の防止に関する条約等）関連・船員問題（船員の傷病死、遺棄船員、事故等における船員の扱い等〉・HNS条約（危険物質および有害物質の海上輸送に伴う損害についての責任および補償に関する国際条約：未発効）の実施　等圏Technical　Co−operation　Gommittee…技術協力委員会　技術協力活動や技術協力プロジェクトの実施に関する問題を検討、1969年に設置　・海事および港湾保安国際プログラムの継続　・各種訓練機関への支援　等■Facilitation　Committee…簡易化委員会　国際海運における貿易手続きに関する問題を検討。1972年設置。　・EAL条約に付随する諸問題　・船積み決済の電子化　等＜小委員会＞　MSC・MEPCの下部組織として專門的な事柄を検討　。Bulk　Liquids　and　Gases（BLG）ばら積み液体およびガス小委員会　・Carriage　of　Dangerous　Goods，　Solid　Cargoes　and　Containers（DSC）　　危険物・固体貨物およびコンテナ小委員会　。Fire　Protection（FP）防火小委員会　・Radio−communications　and　Search　and　Rescue（COMSAR）無線通信・捜索救助小委員会　・Safdy　of　Navigation（NAV）航行安全小委員会　・Ship　Design　and　Equipment（DE）設計設備小委員会　●Stability　and　Load　Lines　and　Fishing　Vessels　Safety（SLF）　　復原性・満載喫水線および漁船の安全小委員会　。Standards　of　Training　and　Watchkeeping（訂W）訓練・当直基準小委員会　・Flag　State　lmplementadon（FSI）旗国小委員会せんきょうル砂2005纏25�i灘幽幽コ1騨魏曲董蠣翰醜鍵吻　　　　ワシントンが真夏の太陽のように真っ赤に燃え　　　ている。今春、モントリオールから当地ヘフラン　　　チャイズを移した新生MLBチーム「Nadonals」　　　（通称；Nats）がワシントン子を熱狂させる異変が　　　起きている。　　　　歴史を紐解くと、当初MLBは米国東岸地区がフ　　　ランチャイズの主流であり、チームの数も限られ　　　ていた。1950年代後半に「Go　west　1」のゴールド　　　ラッシュの如く西部を目指す東部NY地区の有力チ　　　ームがフランチャイズを加州のロサンゼルスやサ　　　ンフランシスコへ移籍した。日本人プレーヤーの　　　MLB進出の礎を築いた野茂投手が最初に所属した　　　LAロジャース、シーズン最多ホームラン記録保持　　　者ボンズ選手のSFジャイアンツはNYからの移転　　　組みである。　　　　60年代前半にはワシントンの首都圏もMLB拡大　　　期時代の流動化の波に洗われた。首都に相応しい　　　チーム名を背負って活躍した「Senators」（上院議　　　員）が中部ミネソタ州へ転出し、現ツインズに名　　　前を変えた。新設の同名チームがその空席を直ぐ　　　に埋めたが長続きせず、70年代に入ると今度はテ　　　キサス州へ転出し、現レンジャーズとなった。爾　　　来34年間、隣町のボルチモアを本拠とする「Orr　　　oles」（オリオールズ）が首都圏の空白を埋めてきた。　　　そんな事情から新生Natsの誕生は容易ではなかっ　　　た。　　　　MLBは現在2リーグ・3地区制の下でアメリカ轟ンリーグの14チームとナショナル1’一グの16チー藝1　　　ム、都合30チームの運営組織体である。地区別で1醗1繋撫瀦�l1野聖鷺1誌一一…一饗賑＿騨＿撚牒＿、議26醗ぜんきょうノ吻2005ポーズをMLBが1，2億ドルで買収し暫定オーナーとなった。その後、同チームの再生を目指すフランチャイズ問題は幾つかの有力候補地から首都ワシントンへ絞り込まれた。暫定オーナーのMLBと誘致を目論むワシントン関係者や既得権益の侵害を訴えるオリオールズのオーナーとの交渉が難航した。最終段階でDC議会の誘致検討委員会がMLBとの弱腰交渉の汚名を懸けられたワシントン市長主導のフランチャイズ提案に対して再交渉に乗り出した。これを受けたMLBが譲歩する形でワシントンが本決まりとなったのは今シーズン開始間際の春先であった。　Natsは三重苦を抱えて出発した。フランチャイズの移転に成功したMLBは依然暫定オーナーとして留まり、欠損が奉加帳方式でMLBの他球団ヘツケ回しされるから経費節減に躍起である。NYヤンキースのような有力選手の獲得はNatsの選手補強には望むべくもなく、選手の年俸総額も30球立中最下位クラスにある。球場はサッカー場のRFK（Robert　E　Kennedy）スタジアムを急遽改造。球団を支える肝心のファン層獲得の成否もオリオールズの固い歴史的地盤の中で未知数。苦難の船出をするNatsに明るい未来を描くものは多くはなかった。　物事は計算通り運ばないから面白い。Natsもその例外ではなかった。4月14日、ブッシュ大統領がRFK球場でホーム開幕の始球式を勤め、新生Natsの本格的ペナントレースが始まった。最初のホームゲーム三連戦ではアリゾナに三連勝し、その時点で8勝4敗の好スタートを切ったが、エクスポーズ時代のイメージが付き纏い、そのまま快進撃が持続するという甘い予想をするものはいなかった。4月は24戦13勝11敗、5月は28戦エ4勝14敗となり、勝率5割台を辛うじて維持した。ところが6月は瞬く間に10連勝の快進撃を演じた。月が終わってみれば26戦20勝6敗と7割6分台の高い勝率を残した。僅か2ヶ月余りでNatsが古いイメージを脱ぎ捨てた瞬間であった。爾来、Natsはナショナルリーグ東部地区の首位を快走している。　地元球団Natsの快進撃の他に、人一倍苦労をしてMLBに這い上がってきた大家投手がエクスポーズ時代に続きNats残留・活躍する姿に筆者は心地好さを感じていた。不幸にもNatsの6月攻勢の最中に大家投手事件が起きた。大家投手が先発したゲームの4回表にピンチを迎え、Natsのロビンソン監督がマウンドに登った時、続投を望む大家投手の魂とチームの勝利に腐心する監督の思惑との問で激しい火花が散った。野球も組織である以上、管理者が絶対権力者である。大家投手はこの回で降板した。両者の後遺症が大家投手への制裁金と他球団へのトレードを惹起した。大家投手事件の試合からNatsが破竹の8連勝とは何と皮肉な話である。　新チームの発足に当たり球団イメージ戦略をどう組み立てるかが重要だ。首都ワシントンは政治都市だから不偏不党戦略も同じく肝心なポイントである。種々検討の末、Natsのチームカラーは「レッド」に決まった。アウェーのゲームでは「ブルー」主体のユニフォーム着用となった。実はNats「レッド」は共和党カラーと同色であり、Nats「ブルー」は民主党カラーと類似するものである。帽子のロゴは「W」をあしらっている。「W」はWash一野灘灘灘職禰繍照　　　　　　　鉱謹ingtonの「W」であることは間違いない。しかし、George　W　Bush大統領のミドルネームの「W」と解釈する向きもあり、その代替として民主党支持者には「DC」のロゴ入り帽子を用意する周到さも見せている。　Natsファンには共和党と民主党双方の支持者がいる。球場で真っ赤な「W」のロゴ入り帽子を体の一部のように被っている人は無党派の熱狂的ファンか共和党支持者である。帽子を片手に持つなり、借り物のように帽子を斜めに被る人は先ず民主党支持者と分かるという尤もらしい話が伝えられている。民主党を支持するNatsの熱狂的ファンは「試合が始まればきっちり帽子を被って応援するが、一歩球場の外に出たら絶対Natsの赤い帽子は被らない」という。政治都市ワシントンでしか話題にならない面白い光景だ。　ペナントレースの消化が半ばに差し掛かった7月に入ってもNatsの快進撃は留まるところを知らない。Natsファンは早くもワールドシリーズ決定戦への参加切符を手に入れたような喜びようだ。暑いインディアンサマーの到来と共にNatsカラーがいま真っ赤に燃え上がっている。　Natsのオーナーに名乗りを上げる買収提案が9件も暫定オーナーのMLBに寄せられおり、新しい引き合いはエクスポーズ買収額1．2億ドルに対して3億ドルから4億ドルの範囲に収まり、僅か数年で3倍近い値がついた格好だ。Natsの球団所有権　　　　　　　　　　　　　　　慧d　　　　　　　　　　　　　　　諜慧＿＿＿運　　　　　　　　　　　　　　　せんぎょう∫絢2005醗27三社／荷主業界が定航海運を巡る諸問題について意見交換　　　一第3回目ンテナ・シッビング・フォーラム開催一　定航海運を巡る最近の国際情勢や今後の需給動向．につき、日本発着の定航船社・関係荷主が対話を行うコンテナ・シッビング・ラォーラム（主催：日本海事新聞社）が、当協会と日本荷主協会の協力の下、2005年6月16日に東京で開催された。3回目となる今回のフォーラムでは、日本・中国・アジアのコンテナ物流の動向等に関して国土交通省海事局、船社、荷主それぞれの代表による講演と意見交換が行われた。　　　　　　　　　　　　　　（企画部：山上）▲第3回コンテナ・シッビング・フォーラムの模様「海運統計要覧2005」の発行について　当協会では197G年より毎年、内外の海運に関する諸統計をはじめ一般経済や主要関連産業の各種統計資料を幅広く巧某録した「海運統計琴覧」を作成し・海運関係者はもとより広く一般の方々の参考に供．しておりますが、今般2005年版を発行いたしました。　構成は以下の通りとなっています。［項　目］IH皿WV船　　腹船舶の建造と消失海上荷動と海運市況輸送活動コンテナ輸送V［企業財務珊　内航海運冊　港湾関係双　船員関係X　関連産業の動向　なお、本書は1部1，000円（税込、送料別）にて実費頒布致しますので、購入をご希望の方は以下までお問い合わせください。海蓬内旨婆覧．2005目本．船主協会○　本件に関するお問い合わせ先：　　社団法人　日本船主協会　総務部（統計出版担当：高橋（裕））　　　　　　　〒TO2−8603　東京都千代田区平河町2−6−4（海運ビル）　　　　　　　tel：03−3264−7188　fax：03−5226−9166　E−mall：mem＠lsanetorJp（総務部：高橋（裕））28働せんきょうノ功2005　　　　　不正薬物の押収量は依然増加傾向平成16年置不正薬物・鉄砲の密輸入の動向「白い粉・黒い武器レポート」一　財務省関税局監視課は、このほど平成16年の不正薬物および銃砲の密　1灘灘　　　鱗輸入の動向についての報告書「白い粉・黒い武器レポート」をまとめたQ　　『　政府は、麻薬、覚せい剤等の不正薬物の青少年層への浸透や、けん銃を使用した凶悪事件の発生が大きな社会問題となっており、昭和20年代後半、昭和50年代後半に続く第三次覚せい剤乱用期にあるといわれているなど極めて憂慮すべき状況下にあるとして、平成ユ0年5月「薬物乱用防止五か年戦略」を策定し、不正薬物に対する強力な取締り、国民の理解と協力を求めるための広報啓発等の施策を推進していた。　しかし、平成10年から15年までの5年間で、覚せい剤の押収量、検挙者数が引き続．き高い水準にあり、依然として相当量の覚せい剤が流入しているとみられることから、第三次覚せい剤乱用期が未ぢ終息してないとの認識に立ち、平成15年7月「薬物乱用防止新5ヵ年戦略」を策定し　・　　　。、たQ　また、政府は、平成15年9月には「世界一安全な国、嗣　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本」の復活を目指し、「犯罪対策閣僚会議」を開催し、同年12月に「犯罪に強い社会の実現のための行動計画」を策定、関係省庁が一体となって総合的対策を講じている。　財務省関税局・税関においては、不正薬物・鉄砲等の社会悪物品の水際取締りを最重要課題の一つとしており、当協会をはじめ密輸に利用される可能性のある船舶、航空機、商業貨物等に関係する団体等とも連携し情報収集に努めている。　同報告書によると・平成16年の不正　　　　　　　主な社会悪物品の摘発実績薬物の密輸入につ．いては1摘発件数が562件、押Jl又量ζよ覚せレ》剤・大麻等カミ1，358kg、錠剤型薬物が42万9千錠となり、依然大量押収傾向が続いている。　また、銃砲については、密輸入摘発件数が4件、押収量が5丁となった。　平成16年の密輸入事犯の主な特徴としては、�@覚せい剤・大麻等の押収量が2年．　連続して1トンを超えたこと（過去　3番目）�A大麻、MDMA等錠剤型合成麻薬お　よびコカインの押収量が過去最高を　記録したこと�B不正薬物の摘発件数が平成15年に　続き増加したこと（過去2番目）�C覚せい剤およびMDMA等錠剤型合　成麻薬の摘発件数が過去最高を記録　したこと等が挙げられるとしている。　　　　　　　　　　（所務部：宮坂）　関係各位においては、船舶が密輸入に利用される可能性があることにご留意頂くとともに、関連する情報を入手された場合には「密輸ダイヤル（0ユ20−461−961：シロイクロイ）」への通報をお願いいたします。（担当：宮坂／Tel：03−3264−7177）　　　　　年種類平成12年平成13年平成14年平成15年　　　r　−・一一一　．−冒−ｽ成16年i前年比覚ぜい斉1」件kg57W8642Q0220S0876R271031136％385目18％大　　麻件kg303S85214V9ア276S76355A66lll　i罷大麻草件k9217R43166V44191Q61233S36242：10496　　「T97113796大麻樹脂件�s86P4348T385Q15122R3072159％Q91i88％ヘロイン件k914U11515P995313396Oi　O96コカイン件k812V71812P41］019ロア3％　幽W3：715倍あへん件kg5528322461300％P…27％MDMA件干錠36W545P1835P7243R6854目26％Sαi109％向精神薬件千錠89U296��89U05BP663口09％Q7臼65％　幽合　　計黶D一．．匿「一」一一Q考（出品件kg千官一一−冒7万回　516P1389@147一一一一−．一一一R，261　417P，030@208一．匿一一．．．．kOO7　450@918@233冒一一一．一匿匿7P，884　554P，104@385−．一一．τ7’一k597　562目01％P．358口23％@429口11％，　一　匿　．　一　一　一　．　．　■1一　7　’　一　一　一　一　．　．　．Q，015i126％銃　　砲件丁　9P232218］391241　44％T142％鉄砲部品件点00212347131：　1496Pi　8％（注）1，数字は摘発ベースのものであり、税関が摘発した密輸事件に係る押収璽の他，　　奮二等他磯関が摘発した事件で税関が当該事件に関与したものに係る押収里を　　含む。　§：観i輪軸鰭蹄驚画法坐雛購灘錺小謡を示す．　書：三尊鰹賜騨縄叢雨豊麗雍i轟臥たものである．（覚せ　　い剤10．03g、大麻草：0．5g、大麻樹脂：0．1g、ヘロイン：0．01g、コカイ　　ン；0．03g、あへん：0．3g、　MDMA及び向精神薬：1錠）せんぎょう∫ψ2005灘291嚢箋日本とインドネシアの首脳会談において「海iii欝1洋問題に関する日インドネシア共同発表」が　　行われ、マラッカ海峡の海賊問題等について　　協力を強化することが謳われた。；；蜜；；国土交通省は、第11回「水先制度のあり方に関；涯lilする懇談会（座長・杉山武彦一橋大学学長）」　　を開催し、同懇談会の最終報告を取り纏めた。　　今後は、同懇談会報告に基づき、関係者が連　　携して新制度の具体化に向けた取組みを的確　　かつ円滑に進め、次期通常国会への法案提出　　を目指すこととしている。　　（P．9海運ニュース参照）旧著i国土交通省は、2004年7月1日現在の日本商1こ旧き船隊船腹量調査結果（対象265社）を発表した。　　それによると、2000総トン以上の外航貨物船　　は1896隻（前年比23隻増）、このうち日本籍船は99隻（前年比4隻減）となり、100隻を割り込んだ。また、日本無毒のうち国際船舶は91隻　（4隻減〉、承認船員配乗船は47隻（14隻増、増加傾向）であった。灘M際幽幽委員会（蜘がロ羅麟（P．7海運ニュース参照）織田議i国際船級協会連合（IACS）は、タンカー、バルli臼liカーの船体に関する共通構造規則（CSR）の採　　択・発効スケジュールなどについて合意した。鍵麟第2回アジア荷主会議（主催：日本荷主協会）i｝繭liが神戸で開催され、当協会は昼食会を主催し、　　東京船舶・平山社長および当協会園田企画部　　長が出席し、荷主側出席者と対話の機会を得　　た。i菖霧当協会は、8項目からなる規制改革要望を「規i馨i制改革，民間開放推進劉｝こ提出した。1葱i当協会は第58購醗会をβ思催した・一編：ii（P．1特別欄参照）賛墜国土交通省は、IMOのMARPOL条約附属書IVll田鍵改正に伴うふん尿等の排出・排出防止設備等　　の規制に係る政令案を公表した。本年8月1　　日施行予定。漕縮構西熊惣諮毒繊盤，　　が東京にて開催された。　　（P．28囲み記事参照）30鋤せんぎょうノ吻20051｛影�Q　海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律：　　施行令の一部を改正する政令（政令第209号、　　平成17年6月王0日公布、平成19年4月1日施　　行）　　　棟情書溺要望書．r提出日　6月27日宛先規制改革・民間開放推進室件　名　海運関係規制改革要望＠　港湾法施行令の一部を改正する政令（政令第　　213号、平成17年6月15日公布、平成17年7月　　1日施行）��　海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律の　　一部を改正する法律附則第二条等の期間を定　　める政令（政令第218号、平成17年6月22日公布、　　平成17年8月1日施行）�Q　海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律　　施行令の一部を改正する政令（政令第219号、　　平成17年6月22日公布、平成17年8月1日施　　行）�堰@港則法施行規則の一部を改正する省令（国土　　交通省令第70号、平成17年6月27日公布、平　　成17年11月1日施行）�堰@無線設備規則の一部を改正する省令（総務省　　令第105号、平成17年6月28日公布、平成17年　　7月ユ日施行）�堰@海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律　　施行規則等の一部を改正する省令（国‡交通　　省令第74号、平成17年6月30日公布、平成i7年　　8月1日施行）せんきょうノ吻2005翻31霊湯運謬言　　　　　（単位；1θ億円）　　2．十一。了　わが国貿易額の推移ド．葛丼舘．「、駄嶽．．rま．1撚1．灘嬢、；再輸　出輸　入前年比・前年同期比（％）年　月（FOB）（αF）入�居o超輸　出輸入199041，45733，8557，6019．6、6．8199541，53031，5489，9822．612．3200051，6544D，93810，7158．616．1200148，97942，4156，563▲5．23．6200252，10942，2289，88〒6．4△0．4200354，54844，36210，1864．75．12DO461，耳8249，17712，00512．21D．92004年6月5，2894，1461，14319．415．575，3084，］741，13414．38．384，7834，21057310．518．595，4634，2311，23212．412．5モ05，4724，3181，155］1．712．7召5，マ564，557598マ3．428．1125，3954，2581，「378．811．02DO5年］月4，4124，2耳81943．211．424，B473，7571，0901．711．435，7764，6571，1196．17．745，5064，5489587．812．8．5．4，796．4，502．2941．4．．．18．7（注）　財務省貿易統計による。3．不定期船自由市場の成約状況対米ドル円相場の推移（銀行間直物相場）年　月醐）平均最高値最安値1990144．81124．30160．10199594．0680．30104．251999113．9］111．28116．402000107．77102．50114．902001121．53113．85131．692002125．28115．92134．692003、15．90107．03120．812004108．17102．20114．402004年7月109．36107．90112．088110．36109．15111．709109．96109．22m．2010108．92106．13111．1011104．93102．40106．9812103．84］02．20105．282005年1月103．21102．15104．572104．88103．63105．733105．31104．10107．354107．36105．78108．685106．9］108．08104．686108．63斗10，．S0106，82．（単位：千M／T）区分航海用船定期用船△シングル（品　目別内　訳）年次口　計連続航海航　　海石　炭穀　物砂　糖鉱　石スクラップ肥　料その他TripPeriod1999141β211β0415G，48156，18430，6863，27457，309235lI7091，082149，ア3439，5812000146，6432，182144，46146，54926，1474，57667，4311981821，551170，03245，0212001154，0053，063150，94252，32416』C7897，28872，17747297891415G，15438，4552002132，26997813i　29143，40615，1825，85365，1054421，054249184，89050，4742DO399，6551，32098，33530，7226，0973，65757，001248438172208，69081，721200483，3982，41480，98431β755，62170041，394596690108250，38659，9062004　104，72104，72111935546242，0906858022，7436，659114，80904，809］，510267312，99704019，3187，998］24，83004，8302，007261452，465502017，1064，5762005　17，5103457，1653，131297773，600600022，2］54，77925，2813104，9711，97727302，72002022，3116，59436，2006005，6003，585150141，820032024，3177，77344，32204，3222，328170o1，82004021β7］5，54956，40706．，4071，82828204，217800019，684118446母，95フ6708，2873，02632804，8フ4554D16．，7011，902（注）�@マリタイム・リサーチ社資料による。�A品目別はシングルものの合計。�B年別は暦年。32鯵せんきょうノz‘’y2005炉　　　　鷲　　　寡．4aD300脚1000原油（ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／西欧｝ペルシャ湾／日本．1．△1　べ．　lL^7’’’猟　！　　　　　「O寸〜L、、　　　、、@　コ．1’〆’h　『漕、ペルシヤ湾／欧米．vY、2000（年｝　　　200】．．2002．　　　20032qo4．臼巳05．．咽。　｝品レ130020010．nσBD604020o穀物（ガルフ／日本・ガルフ／西欧）．．．｢．ガ．．／．．2000爾2001．　　　　2002　　　　．20032的4．2005．．｝0レ0ドー0．360　．4020．o4，原油（ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／欧米）ペルシャ湾／日本ペルシャ湾／欧米月次20D3200420052003．20042005最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低1161．00102．50152．50　87，0085．00　59，50120．00　75．00127，50　82．5077，00　62，．502132．50　67，50159．00102．50167．50　75．00117，50　65，00132．50　87，50140，00112．503160．00105．00117．50　70，75137，50　75，00145，00　85．00112，50　60，00IO2，50　ア5，σ04137，50　52．50110．00　77、5096，00　80．0097．00　45，0087，50　67．5090．00　72，505109，50　42，00125、00　71、2590．00　62．5099．00　50．00100，00　69．5088，25　62．50690，00　56，00135．00114．00一70．OD　52，50112．50　87．50一763．75　45．00148．00120．0054，00　42，50123，00　95，00868，00　41．00121．00　97．5057．50　40、00102，50　87．509135，00　70，0015フ．50　83，50日5，00　50．00145．OD　．75，001078，00　42，50290、00156．0090，00　47，50225．00117．5011152．50102．50350，00265．00126，50　75．00255，00167．5012・160001337531000　850013750　950022500　9750（注）�@日本郵船調査グループ資料による。�A単位はワールドスケールレート。�Bいずれも20万D／W以上の船舶によるもの。�Cグラフの値はいずれも最高値。5．穀物（ガルフ／日本・ガルフ／西欧）（単位：ドル／トン）ガルフ／日本ガルフ／西欧月次2004200520042005最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低1　60．50　　59．75一一273．GO一一　372．50一一一4　一一一5　一一一63ア．00一一一750．00　　46．50一853．75一9一一1059．00一1「62．50一126100一（注）�@日本郵船調査グループ資料による。�Aいずれも5万D／W以上8万D／W未満の　　船舶によるもの。�Bグラフの値はいずれも最高値。ぜんきょうノψ2005翻33　　…石炭．ぐオ「ネ輩うり薯：／嘩鴎｝尊鉄鉱石．（ブ戸￥ルイ中甲：・1ブラジル／牽欧）．．．〔トル｝：．．ﾃ0．．．Tσ．3．．．20．．10．．0．．．　　20DO〔年｝．　　2001．：　　．鍋0セ．．．．鉄鉱石．D（ブラジル仲国）．．．P．　．．’1．5　．’冒　　　．置　．右炭．．i毛引ストラ．リア／西欧）．／1．．’1、’量．e．`　巳」．「1；．」．．．、．．＆．．鉄鉱石．1（ブラジル／西欧γ2003奪004．．@　　．2005〔ド1レ，．：EO　：50P5∂：40．450．4�p細3003σ　　25σ2010．200応o1σ00　　　．0運賃指数　　一ｪンアィーNリーンY《目andy岬　　　　　　　lkACleanlIレ夢z享穿＝’Afra申1i　lL、　　　　1「，視1μ　　　1uez申1　’vl　　　lDい、　1　　，　、@’’ゾ、　，　　」．11．1」、、、　、、．小型「，「l　F戟@’A　1VLCC一レ！　　　　　し，　　　　　　　γ、1ド、一ヂ中型．lVLCC200】【年〕　　　　2002　　　　　2003　　　　　2004　　　　　　　　　　　　2ao55DO4504DO3503DO25σ2σoT01005D06，石炭（オーストラリア／西欧）・鉄鉱石（ブラジル／中国・ブラジル／西欧）（単位：ドル／トン）オーストラリア／西欧（石炭）ブラジル／中国（鉄鉱石）ブラジル／西欧（鉄鉱石）月次200420D52004200520042005　　　　最低日古取向最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低139．70　　35．00一46．50　　34，DO40．00　　12，5026．00　　22．0019．75　　16．00232．00一50．DD　　35，DO36．00　　33，DO26．DO　　20．75Pρ．OD　　〕7、25331．6527．0040．OD　　35．5039，25　　34．7519．00　　17．2516．204一一35．00　　32．5038，50　　34．0018．00　　15．2524，25　　22，75518．30一26．50　　25．0033，40　　21．5014．75　　11．3020，50　　｝3，256一一．28．00　　22．90｝13．50　　8．25｝7一32．0018．90　　16．908一34，50　　10，2019．OD　　14．909一37，55　　30，0018．25　　14．501027．5040，00　　33，25一1141．0045．80　　40，00一12一50．6D　　41，8027．10　　22．50（注）�@日本郵船調査グループ資料による。　�Aいずれもケープサイズ（14万D／W以上）の船舶によるもの。　　�Bグラフの値はいずれも最高値。7タンカー運賃指数タン力一　　運賃指数月次200320042005VLCG中型小型H・DH・CVLGCSuezAfraHandyCleanVLCCSuezAfraHandyCiean198．6161．9165．6266．323L313325D289386287801702103073222133．3180．91B6．8267．1245．6132178215355326135165181233267345114．0P28．6V9．8224．9Q40．2P50．4275．6Q94．0Q17．7290．0Q90．0Q0D．0273．4R28．2Q94．3132X6X5153P41P37182P40P64238Q04Q01323Q10Q3596W5V5162P24P37195P57?X1255Q12Q71289Qア4Q53685．4156．2200．9235．0231．1119149193233256750．6110．5132．9250．0221．0127156187243240852．81032167．7197．5221．1107155169219217958．492．1138．2208．9233．］1031541632292261057．9120．4153．3202．0180．01952853553202631170．4158．4164．0258．32］3．3276342374433390τ2125．5278．9332529G．028a62τ62402683ア8367平均B7．9164．8202．4246．3246．8144．3195．0224．9286．6278．3（注）�@2003年までは「Lbydls　Ship　Manager」、2DO4年からは「Lloydls　Shipphg　Economist」による。�Aタンカー運賃はワー　　ルドスケールレート。�Bタンカー運賃指数の5区分については、以下のとおり（〜2003）�FVLCC：15万トン以上◎中型：7万〜　　15万トン�J小型：3万〜7万トン��H・D；ハンディ・ダーティ；3万5000トン未満�羽・Gニハンディ・クリーン：全船型。（2004　　〜）�FVLCC：20万トン以上◎Suez：12〜20万トン�SAfra：7〜12万トン◎Handy：2．5〜7万トン�韻lean：全船型34麟せんぎょうノ吻2005鞭響響躍灘灘羅懸　．繍被1響聯難霧灘麟華鎌灘灘酔　　　　　　．き　老．12σσ日oo1qoO9006007006GO��4D口3002001000用船料指数la節σPLOO撃純ﾐG1　ノし．900∫∫1　　　　　　　1P　　鴇800　Ll　　L「　し1い　済．1．1．．700U00印’F　　」1幽　　　　　　　　17’．’500A　　　rf　　　　「u　　　　、40D．日．5万以上ｫ．f5万以上D8．5万禾満@↓一．b3．5万以上T万乖漏．．ノ　　　　「7L’　「’’300200　、　．　　　冨E’．\　　聴@2万以上一　　　’　　　孟v、‘　’＼総含指数3．5未満．、OO@．0即00【��2001．2QO2Q0D320q4．2005．「σσe万。剛巳00600400200．0係船船腹噌1鶴八r　［．1．．1．．　　　　．ﾗ・タンカー．．．ｨノ．．．、．D、　’．　、]．L．　　「．1ノ�j戸　　　．．19田〔年｝200O2QO1Q002．的03．20G4謂8006004QP200．．o．8，貨物船定期用船料指数2002200320042005月次総合指数BD［総合指数B団総合指数BDI1．2万〜Q万2万〜R，5万3，5万〜@5万5万〜W．5万8，5万〜総合指数BDI1898891851，7335534，5396866565778466806774，4712739151561，669B135，2908995795317117117154，51131021，073151118026155，1224325506507667055654，68541041，0852032，0815584，635圏588．5807606356244，8105931，0342902，3175333，452一5795265445455523，737695LO353042，1354012，7622，586．7991005　噛2732，2384783，97181139922762，3225624，1809125110632942，46ア5144，214101141，0633374，4775034，602111401，1633094，0465444，264121541，1633604，5397015，176出所：　（注）「Lloydls　Shlpping　Economist」�@船型区分は重量トンによる。�A用船料指数は1985年＝100。�BBDr（Baltlo　Dry　lndex）は月央値。9．係船船腹量の推移200320042005月次貨物船タンカー貨物船タンカー貨物船タンカー隻数千G／T『二D／W隻数干G／1「千D／W隻数千G／T千D／W隻数千G／丁干D／W隻数干G／丁千D／W隻数千G／T干D／W123456　フ89012　　　　　　　　　111241Q36Q37Q32Q24Q15Q26Q15Q13Q03Q09Q07118591，958P18651，911P．77011791P．6871，720p，52511555P，4411，513k5561，719P．4771β33P．40711534P．27311383P．320L406P，308、，38643　　　905　L838S4　　　74ユ　11488S5　　　485　　　940S4　　　361　　　706S6　　　525　　1，016S8　　　527　1，0］9S8　　　524　1，0，4T0　　　786　　1．569T0　　　784　　1．567T3　　　7D9　　11414T2　　　706　　1140フT1　　　705　1，407205　1，3亙7　L350Q06　　11236　　1、279P88　　1，「56　　11234P81　L101　1，232P75　1，041　1、178P68　　　935　　1，057P66　　　902　　1，006P59　　　900　　1，008P46　　　802　　　881P55　　　882　　　934P38　　　813　　　87アn38　　　811　　　87753　　　287　　　489T1　　　286　　　490T6　　　300　　　509T5　　　163　　　256T4　　　145　　　224T5　　　142　　　218T2　　　…3｝　　　204T0　　　　130　　　　199S7　　90　146S3　　　103　　　148R8　　113　　，62R9　　　143　　　21813B　　　779　　　830P4フ　　　766　　　813P37　　　733　　　797P30　　　670　　　765P28．　640135　　　　τ35　　　209R2　　96　142R3　　　147　　　229R5　148　231D　　　　　103．　　15〔｝．（注）インフォーマ発行のロイズ・インアクティブベッセルズによる。ぜんきょうノ紛2005翻35一一一一一一一一一一一…一一ﾒ集雑感一一一一一一一一一一一一一・　週末は、川のほとりを歩くことにしている。家の近くに江戸川が流れている。週末になると、近くの上流側の橋から下流側の橋まで6km、行くと戻って来なければならないため、つまり12km歩く。2時間はかかる。ひたすら歩く。ストレス解消法と意気込んでいるわけではないが、汗が出て爽快である。おまけに体重も減るかと期待しているが、終わると冷たいビールが待っているため、こちらの効果は一向に上がらない。　田舎だ。埼玉県の東部、国道4号線のバイパスの近く、道路脇に東京から42kmという表示が埋められており、高橋Qちゃんの走る距離である。周りは田んぼで、田植えが終わり、水面の蛙の声がうるさい。バブルの絶頂期に家を手に入れる羽目になってしまい、ここまで来たわけである。因みに、お盆や正月には人通りが増える。隣人に聞けば、帰省の人たちだそうだ。そんなところなので、同僚に遊びに来いと誘うと、交通費と日当を払えと言われる。　川のほとりに立つと、北の方向、遠くに日光・男体山、右手に筑波山、左手に富士山が見える。江戸川も相当上流の方で、利根川との分岐点に近い。河川敷にはラグビー場があり、週末は若い選手たちで賑やかになる。某大学の滑空場もあって、白いグライダーが飛び交う。　歩き始めると、この一週間に起きたことを思い出してしまう。たまには楽しいこともあるが、ほとんどは反省ばかりである。人間、なかなか成長しないものだ。それでも、周りの景色の中、水の流れを目に入れると心が和む。美空ひばりさんの歌ではないが、川の流れのように穏やかにこの身を任せていたい心境になる。やれやれ今日も歩き通した。さあ、また一週間頑張ろう。自分に言い聞かせて家に戻る。日本船主協会　常務理事　梅本　哲朗…一一一　一一・　・ﾒ集委員名簿・・一一一・・一一一・・一一一　編集後記一一一一第一中央汽船飯野海運川崎近海汽船川崎汽船日本郵船商船三井三光汽船三洋海運新和海運日本船主協会総務グループ次長総務グループ広報・旧室総務部副部長「R・広報グループ情報広報チーム長調査グループグループ長代理兼コンテナ・港湾調査チーム長広報室マネージャー社長室経営企画課長総務部副部長総務グループ次長総務法規保険チームリーダー常務理事常務理事海務部長企画部長総務部長手務部労政担当副部長男也啓敦記二己樹均虚弱牧一晃介和達　　俊謙秀正　哲保　裕　俊藤川岡山高野藤井　本村田田上脇細石廣高大鹿遠荒森梅植半園井山　予報によると、今年の夏も昨年ほどではないそうですが暑くなるとのこと。暑さは辛いですが、梅雨明け後の夏の到来は毎年ながら嬉しいものです。　さて今月号より国際海事関係機関を紹介する新コーナーも到来7致しました。弊誌では常々国内外の会議レポート等を記事の中心としておりますが、その内容の専門性は勿論のこと、多くの機関（そしてその略語）が存在し、ちょっとしたhelpがあったほうが良いのでは？という素朴な考えから始まったこのコーナー。beginnerの方には理解の手助けに、業界通の方には基本の再確認？とでもなれば幸いです。　　　　　　　　　　　　　　　（MN）せんきょう7月号　No，540（VoL　46　No．4）発　行鍵平成17年7月20日創　刊麟昭和35年8月10日発行所鍛社団法人　日本船主協会〒102−8603東京都千代田区平河田J2−6−4（海運ビル）TEL，（03）3264−7181〔糸怠矛勢音5（広幸侵）〕編集・発行人麟梅本哲朗製　作鯵株式会社タイヨーグラフィック定価麟407円（消費税を含む。会員については会費に含めて　　　購読料を徴収している）36鱒せんきょう∫吻2005　　　　　　　　　手凝繋。、雛灘　　　　　　　　　贈・澱傍無蛍厄燦　　、　ぱきと　げにじ蟻…羅晒・　　　　　　　　槻機選鵬．鷲織．　四方を海に囲まれ、資源小国・貿易立国であるわが国にとって海運は国の存立にかかわる重要産業ですが、わが国海運業は、諸外国との競争において税制の上で大きなハンディキャップを負っています。　欧州先進海運国は、船舶のトン数を基準に法人税額を算出するトン数標準税制を相次いで導入し、企業がこれを選択的に採用できるようにすることにより、海運業所得に対し大幅な減税を行い、自国海運の維持・発展を図っています。例えば、イギリスでは、海運の果たす役割の重要性から、海運業への実効税率は他産業の1／10程度ときわめて低くなっていましたが、さらにトン数標準税制の導入によって、その半分程度に軽減し、自国海運を強化しています。　産業と国民生活の基礎を支えるわが国海運を維持していくため、税制上の競争条件を諸外国と同一にしていただきたい、というのが私たちの切なる願いです。　海運税制の充実・改善は、小泉内閣の構造改革が目指すわが国産業・経済の競争力の強化に資するものと、私たちは考えます。トン数標準税制の導入国導入済みオランダ、ノルウェー、ドイツ、イギリス、スペイン、ギリシャ、デンマーク、フランス、Aイルランド、ベルギー、インド導入決定済米国、韓国税顧�Hう　詰タト国　こ＿一　　　　　　1ヨ本　　　　税　　ゆ堅、グ　　’ζ融・・　　“彫りノ・　　船が支える日本の暮らし社団法人日本船主協会http＝〃www．jsanet．or．lp／

